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第１ 社会福祉法人とは

社会福祉法人とは、社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法（以下「法」

といいます。）の定めるところにより設立された法人をいいます。（法第２２条）

１ 社会福祉事業

（１） 社会福祉事業とは、法第２条第２項（第１種社会福祉事業）及び第３項（第

２種社会福祉事業）に掲げられた事業をいいます。（別表１・３頁～）

（２） 社会福祉事業を行うことを主たる目的としない法人は、社会福祉法人となり

得ず、また、第１種社会福祉事業は、公共性の特に高い事業であり、その対象

は、社会的弱者ともいうべき人々であることから、国、地方公共団体又は社会

福祉法人が経営することが原則とされています。（法第６０条）

（３） ただし、第２種社会福祉事業は、これにより社会福祉の増進を図ることを主

な目的とする事業であり、これに伴う弊害のおそれが比較的少ないことから、

その経営主体には、特に制限は設けられていません。

（４） 社会福祉法人は、上記以外にその経営する社会福祉事業に支障がない限り、

公益事業又はその収益を社会福祉事業若しくは公益事業の経営に充てることを

目的とする収益事業を行うことができます。（法第２６条）

（５） 社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正

に行うため、自主的に経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サー

ビスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らなければならないことを社

会福祉法人の経営の原則としています。（法第２４条第１項）

（６） また、社会福祉法人は、社会福祉事業及び公益事業を行うに当たっては、日

常生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金

で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならないとされていま

す。（法第２４条第２項）

●社会福祉事業と社会福祉を目的とする事業

【社会福祉に関する活動】

必ずしも反復的・継続的に行われる

ものではありません。
特段の規制はなく、個人や団体によ

るボランティア等の任意の活動で、住

民の参加が重要です。

【社会福祉を目的とする事業】

地域社会の一員として、自立した日常生

活を営むことを支援する事業です。
経営主体等の規制はなく、行政の関与は

最小限です。

【社会福祉事業】

「社会福祉を目的とする事業」のう
ち、規制と助成を通じて、公明かつ適正
な実施の確保が図られなければならない

ものとして、法律上列挙されています。
第１種社会福祉事業と第２種社会福祉

事業に分類されています。
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２ 社会福祉法の定めるところにより設立された法人

（１） 法人とは、一定の人の集まり又は財産の集まりが、それ自体（具体的には、

法人代表者の名前）で、あたかも個人と同様に法律上の権利を取得したり、義

務を負担したりすることのできる制度をいいます。したがって、法人代表者名

で行った契約の効果は、代表者個人とは関係なく、その法人自体に帰属しま

す。

これにより、事業経営の健全化及び安定化を図ることができます。

（２） 社会福祉法人を設立するには、その公共性の強さから一定の事項を定め、所

轄庁の認可を受けることが必要とされています。（法第３１条第１項）

所轄庁は、その法人の行う事業の及ぶ区域により、次のように区分されてい

ます。（法第３０条）

（３） 社会福祉法人は、この設立の認可後、その主たる事務所の所在地において設

立の登記をすることにより成立することになります。（法第３４条）

（４） 社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的として設立するので、社会

福祉事業の計画が固まらずに「とりあえず社会福祉法人の設立」を行うことは

できません。

３ 社会福祉法人に求められる公共性・公益性

社会福祉法人は、公益性が高く、非営利事業を行うため、法人税や事業税等が原則

非課税となっており、税制面で厚い優遇を受けています。

また、高い公益性を求められることから、適正な運営を確保するために、所轄庁か

ら厳格な監督を受けることとなっています。

４ その他

法人の行う事業については、「最低基準その他の要件を現に満たして事業を行って

いるか、又は近い将来それらの要件を満たす見込みが確実である」場合のみ認可され

ることになっています。将来行うとする事業（即ち、社会福祉法人が設立された場

合、直ちに行うことのできない事業）を、定款に列挙することは許されません。

このような事業については、将来必要な要件を具備し、着実な計画のもとに確実に

事業を行い得る段階に至った時、定款変更の認可申請をし、その法人の事業の中に当

該事業を加えることになります。このことは、公益事業及び収益事業についても同じ

です。

要するに、定款に掲げる事業は、それが社会福祉事業であると否とを問わず、その

事業の裏付けとなる資産を備えることを要し、それがまた法人の事業計画、収支予算

書等と一体となり、さらに、法令その他で定められた必要な要件を具備していること

が要求されています。

なお、社会福祉事業のために使用する土地及び建物について、都市計画法、建築基

準法等により制限を受ける場合や許可、届出等が必要になる場合があるので、事前に

関係機関（三重県や当市）に確認が必要です。

所 轄 庁 範 囲

市 長
主たる事務所が市の区域内にある社会福祉法人であって、

その行う事業が当該市の区域を越えないもの

都道府県知事 所轄庁が市長又は厚生労働大臣でないもの

厚生労働大臣
２以上の地方厚生局の管轄区域にわたるものであって、厚

生労働省令で定めたもの
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別表１

主な第１種社会福祉事業（法第２条第２項）

根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

生 活 保 護 法

・救護施設の経営

・更生施設の経営

・その他生計困難者を無料又は低額な料

金で入所させて生活の扶助を行うこと

を目的とする施設の経営

・生計困難者に対して助葬を行う事業

生 活 支 援 課 地 域 福 祉 課

児 童 福 祉 法

・乳児院の経営

子育て応援課

児童相談支援課

・母子生活支援施設の経営 家庭福祉・施設整備課

・児童養護施設の経営 児童相談支援課

・障害児入所施設の経営 高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

・児童心理治療施設の経営
子育て応援課

児童相談支援課

・児童自立支援施設の経営 家庭福祉・施設整備課

老 人 福 祉 法

※（注）３

・特別養護老人ホームの経営

・軽費老人ホームの経営

・養護老人ホームの経営

介 護 保 険 課

高齢・障がい福祉課
長 寿 介 護 課

障害者の日常生

活及び社会生活

を総合的に支援

するための法律

・障害者支援施設の経営 高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

困難な問題を抱

かえる女性への

支援に関する法

律

・女性自立支援施設の経営 福祉総合支援センター 家庭福祉・施設整備課

社 会 福 祉 法

・生計困難者に対して無利子又は低利で

資金を融通する事業
生 活 支 援 課

地 域 福 祉 課

・授産施設の経営 高齢・障がい福祉課
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第１種社会福祉事業は、利用者への影響が大きいため、経営安定を通じた利用者の保

護の必要性が高い事業（主として入所施設サービス）で、経営主体は、行政及び社会福

祉法人が原則です。施設を設置して第１種社会福祉事業を経営しようとするときは、三

重県知事等への届け出が必要です。

また、その他の者が第１種社会福祉事業を経営しようとするときは、三重県知事等の

許可を得ることが必要です。

個別法により、保護施設並びに養護老人ホーム及び特別養護老人ホームは、行政及び

社会福祉法人に限定されています。
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主な第２種社会福祉事業（法第２条第３項）

根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

児 童 福 祉 法

・障害児通所支援事業

・障害児相談支援事業
高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

・児童自立生活援助事業

子育て応援課

児童相談支援課

・放課後児童健全育成事業 子どもの育ち支援課

・子育て短期支援事業

児童相談支援課

・乳児家庭全戸訪問事業 健 康 課

・養育支援訪問事業 子育て応援課

・地域子育て支援拠点事業

・一時預かり事業
保 育 課

・小規模住居型児童養育事業 子育て応援課

・小規模保育事業 保 育 課

子どもの育ち支援課・病児保育事業

・子育て援助活動支援事業

(ファミリーサポート事業)

子育て応援課

・親子再統合支援事業

・社会的養護自立支援拠点事業

・意見表明等支援事業

福祉総合支援センター

児童相談支援課

・妊産婦等生活援助事業 家庭福祉・施設整備課

・子育て世帯訪問支援事業 子どもの育ち支援課

・児童育成支援拠点事業 少子化対策課

・親子関係形成支援事業
子どもの育ち支援課

・乳児等通園支援事業 保 育 課

・助産施設の経営 福祉総合支援センター 家庭福祉・施設整備課

・保育所の経営 保 育 課 子どもの育ち支援課

・児童厚生施設の経営 子育て応援課 少子化対策課

・児童家庭支援センターの経営

・里親支援センターの経営
福祉総合支援センター 児童相談支援課

・児童の福祉の増進について相談に応

ずる事業 ※（注）１

福祉総合支援センター

子育て応援課

少子化対策課

子どもの育ち支援課

児童相談支援課

家庭福祉・施設整備課

就学前の子ども
に関する教育、
保育等の総合的
な提供の推進に
関する法律

・幼保連携型認定こども園の経営 保 育 課 子どもの育ち支援課

民間あっせん機
関による養子縁
組のあっせんに
係る児童の保護
等に関する法律

・養子縁組あっせん事業 子育て応援課 児童相談支援課
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根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

母子及び父子並

びに寡婦福祉法

・母子家庭日常生活支援事業

・父子家庭日常生活支援事業

・寡婦日常生活支援事業

・母子・父子福祉施設の経営

子育て応援課 家庭福祉・施設整備課

老人福祉法

※（注）３

・老人居宅介護等事業

・老人デイサービス事業

・老人短期入所事業

・小規模多機能型居宅介護事業

・認知症対応型老人共同生活援助事業

・複合型サービス福祉事業

・老人デイサービスセンターの経営

・老人短期入所施設の経営

介 護 保 険 課

長 寿 介 護 課

・老人福祉センターの経営 高齢・障がい福祉課

・老人介護支援センターの経営

（在宅介護支援センター）
福祉総合支援センター

障害者の日常生

活及び社会生活

を総合的に支援

するための法律

・障害福祉サービス事業

・一般相談支援事業

・特定相談支援事業

・移動支援事業

・地域活動支援センターの経営

・福祉ホームの経営

高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

身体障害者福祉

法

・身体障害者生活訓練等事業

・手話通訳事業

・介助犬訓練事業

・聴導犬訓練事業

・身体障害者福祉センターの経営

・補装具製作施設の経営

・盲導犬訓練施設の経営

・視聴覚障害者情報提供施設の経営

点字図書館、点字出版施設、

聴覚障害者情報提供施設

・身体障害者の更生相談に応ずる事業

※（注）１

高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

知的障害者福祉

法

・知的障害者の更生相談に応ずる事業

※（注）１
高齢・障がい福祉課 障がい福祉課

生活困窮者自立

支援法
・認定生活困窮者就労訓練事業 生 活 支 援 課 地 域 福 祉 課

（例）療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、
就労継続支援 共同生活援助 ※事業と施設が混在

設置主体は原則地方自治体

１つの施設で、デイサービス事業（短期入所事業）のみを行っている場合はデイサービスセンター（短期入所施設）

デイサービス（短期入所）と他の事業を行っている場合はデイサービス事業（短期入所事業）
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第２種社会福祉事業は、利用者への影響が比較的小さいため、公的規制の必要性

が低い事業（主として在宅サービス）で、経営主体に制限はありません。全ての主体が

届け出をすることにより、事業経営が可能となります。

（注）１ 相談事業は、各種法制度に対する正しい理解、施設の状況等の的確な把握

ができている者が行うことが適当と考えられており、現在、地方公共団体が

広汎に実施するようになってきています。

そのため、社会福祉法人審査基準（「社会福祉法人の認可について」（平成

１２年１２月１日付厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老

人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）においても、「公的相談機関の整

備充実の状況を考慮しつつ、財政基盤、事業従事者の資質、事業実績等を充

分に審査し、慎重に取り扱う」とされており、公的相談機関との重複を避け、

かつ、主に従来からの実績を判断し、永続性及び安定性のあるものについ

てのみ社会福祉法人の設立が認められます。

（注）２ 無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設又は介護医

療院を利用させる事業についての基準は、それぞれ厚生労働省社会・援護局、

老健局長連名通知において示されています。

根 拠 法 事 業 市役所担当課 県庁担当課

社会福祉法

・生計困難者に対して、その住居で衣

食その他日常の生活必需品若しくは

これに要する金銭を与え、又は生活

に関する相談に応ずる事業

・生計困難者のために、無料又は低額

な料金で、簡易住宅を貸し付け、又

は宿泊所その他の施設を利用させる

事業

・生計困難者のために、無料又は低額な

料金で診療を行う事業

生 活 支 援 課 地 域 福 祉 課

・生計困難者に対して、無料又は低額な

費用で介護保険法に規定する介護老人

保健施設又は介護医療院を利用させる

事業

※（注）２

介 護 保 険 課 長 寿 介 護 課

・隣保事業（隣保館） 人 権 政 策 課 人 権 課

・福祉サービス利用援助事業

・第１種及び第２種社会福祉事業に関

する連絡又は助成を行う事業

※社会福祉協議会の主たる事業にあたる。

福祉総合支援センター 地 域 福 祉 課
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（注）３ 介護保険の事業については、老人福祉法で規定される事業のみが社会福祉

事業となり、老人福祉法で規定されていない事業は、公益事業です。定款の

社会福祉事業には、介護保険の事業名は用いません。老人福祉法上の事業名

と介護保険法上の事業名との比較は、次のとおりです。

◆老人福祉法上の事業名と介護保険法上の事業名との比較

「介護老人保健施設」については、無料又は低額介護老人保健施設利用事

業のみが社会福祉事業です。それ以外の「介護老人保健施設」は、公益事業

です。公益事業の主なものは、次のとおりです。

老人福祉法 介護保険法

特別養護老人ホーム
介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

老人デイサービスセンター

通所介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

第１号通所事業

老人短期入所施設
短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護

老人居宅介護等事業

訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

第１号訪問事業

老人デイサービス事業

通所介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

第１号通所事業

老人短期入所事業
短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護

小規模多機能型居宅介護事業
小規模多機能型居宅介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

認知症対応型老人共同生活援助

事業

認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

複合型サービス福祉事業 複合型サービス

利用定員１８人以下
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◇主な公益事業

（※１）サービス付き高齢者向け住宅には、有料老人ホームに該当する場合もある

ため、定款への事業名記載の際は、事前に確認を行う必要があります。

個 別 法 個別法上の事業名

老人福祉法 有料老人ホーム

介護保険法

訪 問

訪問入浴介護事業

訪問看護事業

訪問リハビリテーション事業

居 宅
居宅療養管理指導事業

居宅介護支援事業

介護予防

介護予防訪問入浴介護事業

介護予防訪問看護事業

介護予防訪問リハビリテーション事業

介護予防居宅療養管理指導事業

介護予防通所リハビリテーション事業

介護予防短期入所療養介護事業

介護予防福祉用具貸与事業

介護予防支援事業

通所リハビリテーション事業

短期入所療養介護事業

福祉用具貸与事業

特定福祉用具販売事業

地域支援事業

地域包括支援センター

高齢者の住居の安定確保

に関する法律
サービス付き高齢者向け住宅事業（※１）

住宅確保要配慮者に対す

る賃貸住宅の供給の促進

に関する法律

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業

児童福祉法

家庭的保育事業

里親

養育里親

事業所内保育事業

居宅訪問型保育事業

障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律

（障害者総合支援法）

自立支援医療

補装具

地域生活支援事業

基幹相談支援センター

県への届出の有無により、有料老人

ホームに該当する場合もある
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第２ 社会福祉法人の機関

社会福祉法人には、評議員、評議員会、理事、理事会及び監事を置かなければならな

いとされています。（法第３６条）

１ 評議員及び役員（理事及び監事）

（１） 関係行政庁の職員が法人の評議員又は役員となることは、法第６１条に規定

する公私分離の原則に照らし適当でないので、差し控えることとなります。た

だし、社会福祉協議会にあっては、評議員又は役員の総数の５分の１の範囲内

で関係行政庁の職員が、その評議員又は役員となっても差し支えありません。

（２） 所轄庁退職者が評議員又は役員に就任する場合においては、法人における評

議員又は役員の選任の自主性が尊重され、不当に関与することがないよう、所

轄庁においては、法人との関係において適正な退職管理を確保することとなり

ます。

（３） 実際に法人運営に参画できない者を、評議員又は役員として名目的に選任す

ることは適当ではありません。

（４） 地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に、理事長に就任したり、

評議員又は役員として参加したりすることは適当ではありません。

（５） 次に掲げる者は、評議員又は役員となることはできません。

ア 法人

イ 精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判

断及び意思疎通を適切に行うことができない者

ウ 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は法の規定に

違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者

エ ウに該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなるまでの者

オ 所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員

（６） 暴力団員等の反社会的勢力の者は、評議員又は役員となることはできませ

ん。

２ 評議員

（１） 評議員の選任及び解任の方法については、法第３１条第１項第５号において

法人が定款で定めることとしていますが、同条第５項において、理事又は理事

会が評議員を選任・解任する旨の定めは無効とされています。

定款で定める方法としては、外部委員が参加する機関を設置し、この機関の

決定に従って行う方法等があります。

（２） 評議員については、法第３９条において「社会福祉法人の適正な運営に必要

な識見を有する者」のうちから選任することとしており、法人において「社会

福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」として適正な手続により選任

されている限り、制限を受けるものではありません。（注３・１８頁）

（３） 評議員は、法人の理事及び監事の選任・解任を通じて、理事等の業務執行を

監督する立場にあるため、自らが評議員を務める法人の理事、監事又は職員を

兼ねることはできません。（法第４０条第２項）
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（４） 評議員には、各評議員又は各役員の配偶者又は三親等以内の親族が含まれて

はならないことに加え、各評議員又は各役員と特殊の関係がある者も含まれて

はなりません。（注１・１５頁）

（５） 評議員の数は、理事の員数を超える数です。理事の数は６名以上となります

ので、評議員は７名以上となります。（法第４０条第３項）

３ 理事

（１） 理事は、社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に法人運営の

職責を果たし得る者です。（法第４４条第４項）

理事の選任・解任の決議は、評議員会で行うこととなります。（法第４５条

の４第１項）

なお、解任については、次のいずれかに該当する場合に限り、評議員会の決

議によって、解任することができることとしています。

ア 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき

イ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき

（２） 理事のうちには、次に掲げる者が含まれなければなりません。

ア 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者（注４・１８頁）

イ 当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じてい

る者（注５・１８頁）

ウ 当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理

者

（３） 理事は、６人以上でなければなりません。（法第４４条第３項）

（４） 理事には、理事本人を含め、その配偶者及び三親等以内の親族その他各理事

と特殊の関係のある者（以下この（４）において「理事の親族等特殊関係者」

といいます。）が理事の総数の３分の１を超えて含まれてはなりません。ただ

し、理事の親族等特殊関係者の上限は３人です。（注１・１５頁）

（５） 理事長は、理事会の決定に基づき、法人の内部的・対外的な業務執行権限を

有します。

具体的には、理事会で決定した事項を執行するほか、法第４５条の１３第４

項に掲げる事項以外の理事会から委譲された範囲内で自ら意思決定をし、執行

します。そして、対外的な業務執行をするため、法人の代表権を有します。

理事長は、３か月に１回以上（定款で毎会計年度に４か月を超える間隔で２

回以上とすることも可）、自己の職務の執行状況を理事会に報告しなければな

りません。

（６） 理事長以外にも社会福祉法人の業務を執行する理事（以下「業務執行理事」

といいます。）を理事会で選定することができます。

（７） 社会福祉協議会は、地域福祉の推進役として、社会福祉事業経営者、ボラン

ティア活動を行う者等との連携を十分に図っていく必要があることから、当該

社会福祉協議会の区域において社会福祉事業を経営する団体の役職員及びボラ

ンティア活動を行う団体の代表者を理事として加えることとされています。

４ 監事

（１） 監事は、当該社会福祉法人の理事又は職員を兼ねることができません。

監事の選任及び解任方法は、理事と同様ですが、監事の選任に関する議案の

評議員会への提出は、監事の同意が必要です。
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（２） 監事には、次に掲げる者が含まれなければなりません。

ア 社会福祉事業について識見を有する者（注６・１８頁）

イ 財務管理について識見を有する者（注７・１８頁）

（３） 監事は、２人以上でなければなりません。（法第４４条第３項）

（４） 監事には、各役員の配偶者又は三親等以内の親族が含まれてはならないこと

に加え、各役員と特殊の関係がある者も含まれてはなりません。（注１・１５

頁）

（５） 監事には、公認会計士又は税理士を登用することが望ましいとされていま

す。

５ 会計監査人

（１） 会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければなりません。

また、公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）の規定により、計算書類

について監査することができない者は、会計監査人となることができません。

具体的には、公認会計士法第２４条又は第３４条の１１の規定により、公認会

計士又は監査法人が当該社会福祉法人の役員等となっている場合等について

は、会計監査人となることができません。

（２） 会計監査人の設置が義務付けられる法人は、前年度の決算における法人単位

事業活動計算書（第２号第１様式）中の「サービス活動増減の部」の「サービ

ス活動収益計」が３０億円を超える法人又は法人単位貸借対照表（第３号第１

様式）中の「負債の部」の「負債の部合計」が６０億円を超える法人です。

６ その他

（１） 評議員の任期は、原則として、選任後４年以内に終了する会計年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までです。

また、定款で「４年」を「６年」まで伸長することができます。ただし、定

款によって、任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の

任期を、退任した評議員の任期の満了する時までとすることは可能です。

（２） 評議員に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任により退任した評議員

は、新たに選任された評議員が就任するまで、なお、評議員としての権利義務

を有します。

また、評議員に欠員が生じ、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれ

があるときは、所轄庁は利害関係人の請求により又は職権で、一時評議員の職

務を行うべき者を選任することができます。

（３） 役員の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までです。ただし、定款によって、その任期を短縮

することも可能です。

また、役員を再任することは差し支えなく、期間的な制限はありません。

（４） 役員に欠員が生じた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、

新たに選任された役員が就任するまで、なお、役員としての権利義務を有しま

す。

また、役員に欠員が生じ、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれが

あるときは、所轄庁は利害関係人の請求により又は職権で、一時役員の職務を

行うべき者を選任することができます。

（５） 評議員会に提出された監事の選任に関する議案は、監事の過半数の同意を得
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なければなりません。

なお、監事の過半数の同意を得ていたことを証する書類は、監事の連名によ

る監事同意書（様式例２４・６２頁）、監事の選任に関する議案を決定した理

事会の議事録（当該議案に同意した監事の氏名の記載及び当該監事の署名又は

記名押印があるもの。）でも差し支えありません。

（６） 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までです。

また、定時評議員会において別段の決議がされなかったときは、再任された

ものとみなされます。

（７） 会計監査人に欠員が生じた場合において、遅滞なく会計監査人が選任されな

いときは、監事は、一時会計監査人の職務を行うべき者を選任しなければなり

ません。この場合、一時会計監査人の職務を行うべき者の資格は会計監査人と

同様です。

なお、法人の責めによらない理由（監査法人の倒産等）により、会計監査人

による会計監査報告を所轄庁に届け出ることができない場合においては、所轄

庁は届出の猶予等を行うことが必要となります。

参考

評議員の改選に係る留意事項について

「評議員の改選（評議員選任・解任委員会の開催時期の取扱い等）に係る留意事項

について（令和３年１月２７日付厚生労働省社会・援護局福祉基盤課通知）」より。

１．基本的な考え方

（１） 評議員の選任に当たっては、社会福祉法人定款例等に定めるとおり、評

議員選任・解任委員会において議決を行うことが一般的とされていること

から、以下、評議員選任・解任委員会を開催する方法により、評議員の改

選を行う場合の留意事項についてお示しをするものであること。

（２） 社会福祉法第４１条第１項の規定により、評議員の任期満了日は「選任

後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の

終結の時まで」であること。

（３） （２）の任期満了日の算定に当たっては、評議員選任・解任委員会の議

決のあった日を起算点とすること。

（４） （３）に関わらず、法人と評議員の委任関係については、評議員の就任

承諾をもって開始されるものであること。

（５） このため、定時評議員会と同日のうちに、評議員選任・解任委員会を開

催し、新評議員選任の議決を行い、かつ新評議員が同日付で、就任承諾を

行う場合には、新旧評議員が切れ目なく選任されるものであること。

（６） ただし、定時評議員会と同日のうちに、評議員選任・解任委員会を開催

し、新評議員選任の議決を行うことが困難な場合には、次のような取扱い

が考えられ、法人の実情に応じていずれを選択することも可能であるこ

と。

① 定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評

議員選任を議決
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② 定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評

議員選任を議決

２．定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の留意事項

（１） 定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議

員選任の議決を行う場合、新評議員の任期については、当該議決のあった

日を起算点として任期満了日を算定する一方、法人と新評議員との委任関

係の始期となるその就任承諾のあった日から開始されるものであること。

（２） 新評議員を切れ目なく選任する観点から、その就任承諾書等の日付け

は、当該定時評議員会の日とすることが望ましいが、やむを得ずこれが定

時評議員会よりも後の日となる場合は、３のとおり取り扱うこと。

（３） なお、３月中に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選任の議決

を行った場合には、定時評議員会の前年度から任期を起算することとな

り、通常よりも任期が１年短くなってしまうことに留意のこと。

３．定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の留意事項

（１） 定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議

員選任の議決を行う場合、定時評議員会終了から新評議員が就任するまで

の期間については、社会福祉法第４２条第１項の規定により、「評議員の員

数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した評議員は、新た

に選任された評議員が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有す

る」とされていることから、当該期間は、旧評議員が暫定的に職務を担う

ものであること。

（２） ただし、長期間、旧評議員に法人運営に係る責任を負わせることは適当

ではないことから、定時評議員会終了後、速やかに評議員選任・解任委員

会を開催し、新評議員選任の議決を行うとともに、その就任承諾を得るこ

と。
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※
注

１
理

事
の
親

族
等
の

人
数
は

、
理
事

の
定

数
に
応

じ
て
、

次
表
の

人
数
ま

で
と
し

て
く

だ

さ
い
。（

親
族
等
の
人
数
は
、
理
事
本
人
を
含
み
ま
せ
ん
。）

租
税
特

別
措
置

法
第

４
０
条

の
適
用

を
受

け
る
法

人
は
、

６
親

等
以
内

の
親
族

ま
で

の

範
囲
で
、
こ
の
人
数
ま
で
が
適
正
な
範
囲
で
す
。

親
族
に
つ
い
て
は
、
親
族
の
範
囲
（
注
２
・
１
５
頁
）

を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

例
え
ば

、
理
事

６
名

の
場
合

は
、
２

名
ず

つ
３
組

の
親
族

等
の

組
合
せ

が
あ
っ

て
も

よ

い
と
い
う
こ
と
で
す
。

「
親
族

等
の
特

殊
の

関
係
に

あ
る
者

」
は

次
の
と

お
り
で

す
。

親
族
等

の
詳
細

は
、

親

族
の
範
囲
（
注
２
・
１
５
頁
）
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

＜
特
殊
の
関
係

の
あ
る
者
（
図
式
）

＞

〈
特
殊
関
係
の
例
〉

※
理
事
総
数
の
１
／
３
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合

（
例
）
1

Ａ
、
Ｂ
は
Ｘ
株
式
会
社
に
お
い
て
雇
用
関
係
に
あ
り
、
そ
の
者

が
Ｙ
社
会
福
祉
法
人
の
役
員

に
就
任
す
る
場
合
、
特
殊
関
係
に
な
り
ま
す
。

（
例
）
２

雇
用

関
係

に
あ

た
ら

な
い

同
じ

法
人

の
役

員
同

士
又

は
役

員
と

使
用

人
の

関
係

に
つ

い
て

も

そ
れ

ぞ
れ

特
殊

関
係

に
な

り
ま

す
。

こ
の

法
人

に
は

、
株

式
会

社
に

限
ら

ず
、

社
会

福
祉

法

人
、

公
益

法
人

、
医

療
法

人
、

宗
教

法
人

等
が

含
ま

れ
る

の
で

、
そ

の
役
員

や
使

用
人

に
つ

い

て
も
特
殊
関
係

に
な
り
ま
す
。

理
事

定
数

親
族
等
の
人
数

６
名
～

８
名

１
名

９
名
～

１
１
名

２
名

１
２
名
以
上

３
名

※
同

じ
グ
ル
ー
プ

で
１
／

３
を
超
え
な
い
構
成

。
当
事
者
１

名
に
つ
き
、
左
記
の
人
数
ま
で
が
適
正
な
範
囲

※
役

員
（
理
事
及

び
監
事

）
が
医
師
の
場
合
、

医
師
会
で
の

役
員
就
任
状
況
（
特
殊
関
係
）
を
確
認
し
ま
す
。

Ｘ
社
会
福
祉
法
人
等

役
員
（
理
事
長
）

Ａ

役
員
（
理

事
）

Ｂ

使
用
人
（
職

員
）

Ｃ

Ｙ
社
会
福
祉
法
人

役
員
（
理

事
）

Ａ

役
員
（
理

事
）

Ｂ

役
員
（
理

事
）

Ｃ

Ｘ
株
式
会
社

役
員
（
社

長
）

Ａ

使
用
人
（
課

長
）

Ｂ

Ｙ
社
会
福
祉
法
人

役
員
（
理

事
）

Ａ

役
員
（
理

事
）

Ｂ

本
人

配
偶

者

３
親
等
以
内
親
族

事
実
上
婚
姻
関
係

に
あ
る
者

３
親
等
以
内

生
計
同
一
の
親
族

３
親
等
以
内

生
計
同
一
の
親
族

３
親
等
以
内

生
計
同
一
の
親
族

本
人

が
役

員
・

業
務

執

行
社

員
・

職
員

等
に

な

っ
て
い
る
団
体
等

職
員

役
員
等

生
計

維
持
者

配
偶
者

使
用
人

配
偶
者

※
注
２

親
族
の
範
囲
（
６
親
等
内
の
血
族
、
配
偶
者
、
３
親
等
内
の
姻
族
）

破
線
は
姻
族
を
示
す

破
線
網
掛
け
は
姻
族
・
配
偶
者
を
示
す

四
角
内
の
数
字
（
１
～
６
）
は
親
等
数
を
示
す

実
線
網
掛
け
は
血
族
を
示
す

直
系
⇒
父
祖
か
ら
子
孫
へ
一
直
線
に
つ
な
が
る
系
統

傍
系
⇒
直
系
か
ら
分
か
れ
た
系
統

尊
属
⇒
自
分
よ
り
前
の
世
代
に
属
す
る
者

卑
属
⇒
自
分
よ
り
後
の
世
代
に
属
す
る
者

※
民
法
第
７
２
５
条

４

い
と
こ

従
兄
弟
姉
妹

５
従
兄
弟
姉
妹
の
子

従
甥
姪

(じ
ゅ
う
せ
い
て
つ
)

３
３

伯
叔
父
母
（は

く
し
ゅ
く
ふ
ぼ
、
お
じ
/お

ば
）

父
母
の
兄
弟
姉

６
従
兄
弟
姉
妹
の
孫

従
姪
孫

（
じ
ゅ
う
て
っ
そ
ん
）

４
兄
弟
姉
妹
の
孫

姪
孫
（て

っ
そ
ん
）

５
兄
弟
姉
妹
の
曾
孫

曾
姪
孫
（そ

う
て
っ
そ
ん
）

６
兄
弟
姉
妹
の
玄
孫

玄
姪
孫
（げ

ん
て
っ
そ
ん
）

２
２

兄
弟
姉
妹

３
３

兄
弟
姉
妹
の
子

甥
姪

（
お

い
・
め

い
/せ

い
て
つ
）

６

従
伯
叔

祖
父
母

６
高
祖
父
母
の
兄
弟
姉
妹

高
祖
伯
叔
父
母

５
曾
祖
父
母
の
兄
弟
姉
妹

曾
祖
伯
叔
父
母

５
従
伯
叔
父
母

６
は
と
こ

再
従
兄
弟
姉
妹

４
祖
父
母
の
兄
弟
姉
妹

伯
叔
祖
父
母

傍
系

傍
系

３
伯
叔
父
母

２
兄
弟
姉
妹

３
兄
弟
姉
妹

の
子

（甥
姪
）

直
系

６
高
祖
父
母
の
祖
父
母

６
世
の
祖

５
高
祖
父
母
の
父
母

５
世
の
祖

４
高
祖
父
母 ３

３
曾 祖 父 母

２
２

祖 父 母

本 人

配 偶 者１
１

父 母 ４
玄
孫

（や
し
ゃ
ご
/げ

ん
そ
ん
）

５
玄
孫
の
子

５
世
の
孫

来
孫
（ら

い
そ
ん
）

６
玄
孫
の
孫

６
世
の
孫

昆
孫
（こ

ん
そ
ん
）

子
１

１

孫
２

２

曾
孫

（ひ
ま
ご
/そ

う
そ
ん
）

３
３
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＜
役
員
等
の
兼
務
関
係
＞

●
法
人
の
役
員
（
理
事
及
び
監
事
）、

評
議
員
、
会
計
監
査
人
、
職
員
と
の
兼
務

●
評
議
員
、
監
事
、
会
計
監
査
人
と
顧
問
会
計
士
等
と
の
兼
務

（
参
考
）

●
評
議
員
会
・
理
事
会
に
お
け
る
会
議
成
立
数
及
び
議
決
に
必
要
な
数

会
計
監
査
人

監
事

理
事

評
議
員

職
員

会
計

監
査

人
×

(公
認
会
計
士
法
）

×
(公

認
会
計
士
法
）

×
(公

認
会
計
士
法
）

×
(公

認
会
計
士
法
）

監
事

×
(公

認
会
計
士
法
）

×
(社

福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

×
(社

福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

×
(社

福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

理
事

×
(公

認
会
計
士
法
）

×
(社

福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

×
(社

福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

〇

評
議

員
×

(公
認
会
計
士
法
）

×
(社

福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

×
(社

福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

×
(社

福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

職
員

×
(公

認
会
計
士
法
）

×
(社

福
法
第
４
４
条
第
２
項
)

〇
×

(社
福
法
第
４
０
条
第
２
項
)

評
議
員

監
事

会
計

監
査

人

顧
問
会
計
士

顧
問
税
理
士

顧
問
弁
護
士

法
律
面
、
経
営
面
の
ア

ド
バ
イ
ス
の
み

〇
〇

記
帳
代
行
業
務
、
税
理

士
業
務

×
×

×

議
決

に
加

わ
る

こ
と

が
で

き
る

評
議
員
・
理
事
の
数

過
半

数
議

決
議

案
３
分
の
２
以
上
議
決
議
案

会
議

成
立

数
議

決
に

必
要

な
数

（
左
記
出
席
者
の
過
半
数
）

会
議

成
立

数
（
＝
議
決
に
必
要
な
数
）

４
名

３
名

２
名

３
名

５
名

３
名

２
名

４
名

６
名

４
名

３
名

４
名

７
名

４
名

３
名

５
名

８
名

５
名

３
名

６
名

９
名

５
名

３
名

６
名

10
名

６
名

４
名

７
名

11
名

６
名

４
名

８
名

（
注
）
１

過
半
数
議
決
議
案
の
決
議
は
、
議
決
に
加
わ
る
こ

と
が
で
き
る
評
議
員
・
理
事
（
特
別
の
利
害
関
係
を

有
す
る
評
議
員
・
理
事
を
除
い
た
も
の
）
の
過
半
数

が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
い
ま
す
。

２
特
別
議
決
議
案
は
、
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き

る
評
議
員
（
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
評
議
員
を

除
い
た
も
の
）
の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多
数
を

も
っ
て
行
い
ま
す
。

３
単
純
多
数
決
（
過
半
数
で
決
定
）
の
場
合
、
議
長

は
出
席
者
に
数
え
ま
す
が
、
議
決
権
は
可
否
同
数
の

と
き
に
の
み
行
使
で
き
ま
す
。
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評
議
員
、
理
事
及
び
監
事
の
親
族
等
の
特
殊
関
係
者
の
制
限

１
評
議
員
の
特
殊

関
係
者

評
議

員
は

、
評

議
員

会
を
通

じ
て

役
員

を
監

督
す

る
役

割
を
担

う
こ

と
か
ら

、
役
員

や
他

の
評

議
員

か
ら
独

立
し
た

地
位
を

確
保
す

る
必
要

が
あ
り

ま
す
。

評
議

員
に
は

、
各
評

議
員
又

は
各
役

員
の

配
偶
者

又
は
三

親
等
以

内
の
親

族
の
ほ

か
、
以

下
の
特

殊
関

係
者
が

含
ま
れ

て
は
な

り
ま
せ

ん
。
（

法
第

４
０

条
第

４
項

及
び

第
５

項
、

社
会

福
祉

法
施

行
規

則
（

以
下

「
規

則
」

と
い

い
ま

す
。）

第
２
条
の
７

及
び
第
２
条
の
８
）

（
１
）
各
評
議
員
と

特
殊
の
関
係
が
あ
る
者

①
評
議
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
評
議
員
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
等
、
評
議
員
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い

る
者
）

③
当
該
評
議
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て

い
る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か

ら
③

ま
で
に

掲
げ

る
者
の

三
親

等
以
内

の
親
族

で
あ

っ
て
、

こ
れ
ら

の
者
と

生
計

を
一
に
す
る
者

⑥
当
該

評
議
員
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま
す
。）

で

あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
き
ま
す
。）

の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社

員
又
は
職
員
（「

当
該
評
議
員
」
及
び
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す

る
社

員
又

は
職

員
で

あ
る

当
該

社
会

福
祉

法
人

の
評

議
員

」
の

合
計

数
が

、
当

該
社

会
福

祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑦
他
の

社
会

福
祉
法

人
の

役
員
又

は
職

員
（
当

該
他
の

社
会

福
祉
法

人
の
評

議
員
と

な
っ

て
い

る
当

該
社

会
福

祉
法

人
の

「
評

議
員

」
及

び
「

役
員

」
の

合
計

数
が

、
当

該
他

の
社

会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑧
次
に

掲
げ

る
団
体

の
職

員
の
う

ち
国

会
議
員

又
は
地

方
公

共
団
体

の
議
会

の
議
員

で
な

い
者

（
「

当
該

団
体

の
職

員
で

あ
る

当
該

社
会

福
祉

法
人

の
評

議
員

」
の

総
数

が
、

「
当

該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま

す
。）

ア
国
の
機
関

イ
地
方
公
共
団
体

ウ
独
立
行
政
法
人

エ
国
立
大
学
法
人
又
は
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人

オ
地
方
独
立
行
政
法
人

カ
特

殊
法

人
（
特

別
の

法
律
に

よ
り

特
別
の

設
立
行

為
を

も
っ
て

設
立
さ

れ
た
法

人
で

あ
っ
て

、
総

務
省
設
置

法
（
平

成
１

１
年

法
律

第
９

１
号

）
第

４
条
第

１
項

第
９

号
の

規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
い
い
ま
す
。）

又
は
認
可
法
人

（
特
別
の
法
律
に
よ
り
設

立
さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
設
立
に
関
し
行
政
官
庁
の
認
可
を
要
す
る
法
人
を
い

い
ま
す
。）

（
２
）
各
役
員
と
特

殊
の
関
係
が
あ
る
者

①
当
該
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
役
員
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
な
ど
、
役
員
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る

者
）

③
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い

る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か

ら
③

に
掲
げ

る
者

の
３
親

等
以

内
の
親

族
で
あ

っ
て

、
こ
れ

ら
の
者

と
生
計

を
一

に
す
る
者

⑥
当
該

役
員
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま
す
。）

で
あ

る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。）

の
役
員
、

業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は

租
税
特
別
措
置
法
第
４
０
条
適
用
法
人
は
、
４
親
等
か

ら
６
親
等
の
血
族
が
１
／
３
を
超
え
て
は
い
け
な
い
。

職
員

（「
当
該

他
の

同
一

の
団
体

の
役
員

、
業

務
を

執
行
す

る
社
員

又
は

職
員

で
あ
る

当

該
社

会
福

祉
法

人
の
評

議
員
」

の
総
数

が
、「

当
該

社
会
福

祉
法
人

の
評

議
員

」
の
総

数

の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑦
他
の
社

会
福

祉
法
人
の
役

員
又
は

職
員
（
当

該
他
の

社
会
福

祉
法
人
の

評
議
員
と

な
っ

て
い

る
当

該
社

会
福

祉
法

人
の

「
評

議
員

」
及

び
「

役
員

」
の

合
計

数
が

、
「

当
該

他
の

社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
の
２
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り

ま
す
。）

※
同
一
法

人
に

お
け
る
雇
用

関
係
の

者
（
職
員

、
契
約

関
係
に

あ
る
業
者

等
）
が
、

当
該

法
人

の
役

員
に
就

任
す
る

こ
と

は
特
殊

関
係

に
あ

た
り
ま

せ
ん
が

、
関

係
者
が

多
く

な
る

こ
と
は
好
ま
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。

２
理
事
の
特
殊
関
係
者

理
事
に

は
、
理

事
本
人

を
含

め
、
そ

の
配

偶
者

及
び
３

親
等

以
内
の

親
族

そ
の

他
以
下

の
各

理

事
と
特

殊
の

関
係

に
あ

る
者
が

理
事

総
数

の
３

分
の
１

を
超

え
て

含
ま

れ
て
は

な
り

ま
せ

ん
。

た

だ
し
、

各
理

事
の

配
偶

者
及
び

３
親

等
以

内
の

親
族
そ

の
他

以
下

の
各

理
事
と

特
殊

の
関

係
に

あ

る
者
の
上
限
は
、
３
人
で
す
。（

法
第
４
４
条
第
６
項
及
び
規
則
第
２
条
の
１
０
）

①
当
該
理
事
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
理
事
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
等
、
理
事
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る
者

）

③
当
該
理
事
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い

る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①
か

ら
③
ま

で
に

掲
げ
る
者
の

三
親
等

以
内
の
親

族
で
あ

っ
て
、

こ
れ
ら
の

者
と
生
計

を
一

に
す
る
者

⑥
当

該
理

事
が

役
員

・
業

務
を

執
行

す
る

社
員

（
主

に
社

団
の

社
員

を
指

し
ま

す
。）

で
あ

る

他
の

同
一

の
団

体
（

社
会

福
祉

法
人

を
除

く
。
）

の
役

員
、

業
務

を
執

行
す

る
社

員
又

は
職

員

（
「

当
該

他
の

同
一

の
団

体
の

役
員

、
業

務
を

執
行

す
る

社
員

又
は

職
員

で
あ

る
当

該
社

会
福

祉
法

人
の

理
事

」
の

総
数

が
、
「

当
該

社
会

福
祉

法
人

の
理

事
」

の
総

数
の

３
分

の
１

を
超

え

る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑦
１
(１

)⑧
の
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の

議
員
で
な
い
者

※
「
当
該
団

体
の
職
員

で
あ
る
当

該
社
会

福
祉
法
人

の
理
事

」
の
総
数
が

、「
当

該
社
会
福

祉
法

人
の
理
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。

３
監
事
に
つ
い
て

監
事
は

、
そ
の

業
務
の

性
質

上
、
法

人
の

業
務

執
行
か

ら
独

立
し
た

地
位

を
保

証
す
る

必
要

が

あ
る
こ

と
か

ら
、

各
役

員
の
配

偶
者

又
は

３
親

等
以
内

の
親

族
そ

の
他

以
下
の

各
役

員
と

特
殊

の

関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。（

法
第
４
４
条
第
７
項
及
び
規
則
第
２
条
の
１
１
）

①
当
該
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
当
該
役
員
の
使
用
人
（
秘
書
、
執
事
等
、
役
員
が
個
人
的
に
雇
っ
て
い
る
者
）

③
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

④
②
及
び
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

⑤
①

か
ら

③
ま

で
に

掲
げ
る

者
の

三
親

等
以

内
の
親

族
で

あ
っ

て
、

こ
れ
ら

の
者

と
生

計
を

一

に
す
る
者

⑥
当
該
理
事
が
役
員
・
業
務
を
執
行
す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
す
。）

で
あ
る
他
の
同

一
の

団
体

（
社

会
福

祉
法

人
を

除
き

ま
す

。
）

の
役

員
、

業
務

を
執

行
す

る
社

員
又

は
職

員

（
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会

福
祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
が
、「

当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超

え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）
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（
評
議
員
）

（
理
事
）

（
監
事
）

⑦
当
該
監
事
が
役
員
若
し
く
は
業
務
を
執
行

す
る
社
員
（
主
に
社
団
の
社
員
を
指
し
ま

す
。）

で

あ
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法

人
を
除
き
ま
す
。）

の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員

又
は
職
員
（「

当
該
監
事
」
及
び
「
当
該
他
の
同
一
の
団
体
の
役
員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員

又
は
職
員
で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人

の
監
事
」
の
合
計
数
が
、「

当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監

事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑧
他

の
社

会
福
祉

法
人
の

理
事
又

は
職
員

（
当
該

他
の
社

会
福

祉
法
人

の
評
議

員
と
な

っ
て
い

る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
「
評
議
員
」

及
び
「
役
員
」
の
合
計
数
が
、「

当
該
他
の
社
会
福
祉

法
人
の
評
議
員
」
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す
。）

⑨
１

（
１

）
⑧
の

団
体
の

職
員
の

う
ち
国

会
議
員

又
は
地

方
公

共
団
体

の
議
会

の
議
員

で
な
い

者
（「

当
該

団
体

の
職
員

で
あ

る
当

該
社

会
福

祉
法

人
の
監

事
」

の
総
数

が
、「

当
該

社
会
福

祉
法
人
の
監
事
」
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
り
ま
す

。）

※
注

４
「
社
会
福

祉
事
業
の

経
営
に
関

す
る
識

見
を
有
す

る
者
」

と
は
、
例
え

ば
、
次

の
よ
う
な

者
が
該
当
し
ま
す
。

（
１
）

社
会
福
祉
事
業
等
の
事
業
の
経
営
者

（
２
）

社
会
福
祉
事
業
に
関
す
る
学
識
経
験
者
（
大
学
教

員
等
）

（
３
）

社
会
福
祉
法
人
の
職
員
経
験
者
（
退
職
後
一
定
期

間
が
経
過
し
た
者
）

※
注

５
「
法
人
が

行
う
事
業

の
区
域
に

お
け
る

福
祉
に
関

す
る
実

情
に
通
じ
て

い
る
者

」
は
、
例

え
ば
、
次
の
よ
う
な
者
が
該
当
し
ま
す
。

（
１
）

社
会
福
祉
協
議
会
等
社
会
福
祉
事
業
を
行
う
団
体

の
役
職
員

（
２
）

民
生
委
員
・
児
童
委
員

（
３
）

社
会
福

祉
に
関
す

る
ボ
ラ

ン
テ
ィ

ア
団
体
、

親
の
会

等
の
民
間

社
会
福

祉
団
体
の

代
表
者
等

（
４
）

医
師
、
保
健
師
、
看
護
師
等
保
健
医
療
関
係
者

（
５
）

自
治
会

、
町
内
会

、
婦
人

会
及
び

商
店
会
等

の
役
員

そ
の
他
そ

の
者
の

参
画
に
よ

り
、
施
設
運
営
や
在
宅
福
祉
事
業
の
円
滑
な
遂
行
が

期
待
で
き
る
者

※
注

６
「

社
会
福

祉
事
業

に
つ
い
て
識

見
を
有
す

る
者
」
は

、
例
え

ば
、
次
の

よ
う
な
者

が
該
当

し
ま
す
。

（
１
）

社
会
福
祉
に
関
す
る
教
育
を

行
う
者

（
２
）

社
会
福
祉
に
関
す
る
研
究
を

行
う
者

（
３
）

社
会
福
祉
事
業
又
は
社
会
福

祉
関
係
の
行
政
に
従
事
し
た
経
験
を
有
す
る
者

※
注

７
「

財
務

管
理

に
つ

い
て

識
見

を
有

す
る

者
」

は
、

例
え

ば
次

の
よ

う
な

者
が

該
当

し
ま

す
。 公

認
会

計
士
、

税
理
士
、

弁
護
士

等
、
社
会

福
祉
事
業

の
経

営
を
行
う

上
で
必
要

か
つ
有

益
な
専
門
知
識
を
有
す
る
者

※
注

３
「
社

会
福
祉

法
人
の

適
正
な
運

営
に

必
要
な

識
見
を

有
す

る
者
」

と
は
、

例
え
ば

、
次
の

よ
う
な
者
が
該
当
し
ま
す
。

（
１
）

社
会
福
祉
事
業
等
の
事
業
の
経
営
者

（
２
）

社
会
福
祉
に
関
す
る
学
識
経
験
者
（

大
学
教
員
等
）

（
３
）

社
会
福
祉
法
人
に
関
与
し
た
こ
と
の

あ
る
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理
士
等

（
４
）

地
域
の
福
祉
関
係
者

（
５
）

社
会
福
祉
法
人
の
職
員
経
験
者
（
退

職
後
一
定
期
間
が
経
過
し
た
者
）

●
社
会
福
祉

法
（
抜
粋
）

●
社
会
福
祉

法
施
行
規
則
（
抜
粋
）

（
評
議
員
の
資
格
等
）

第
４
０
条

１
～
３

（
略
）

４
評
議
員
の
う
ち
に
は
、
各
評

議
員
に
つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親

族
そ
の

他
各
評
議
員
と
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る
特
殊

の
関
係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
る
こ
と
に

な
っ
て

は
な
ら
な
い
。

５
評
議
員
の
う
ち
に
は
、
各
役

員
に
つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族

そ
の
他

各
役
員
と
厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
特
殊
の
関

係
が
あ
る
者
が
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ

て
は
な

ら
な
い
。

（
役
員
の
資
格
等
）

第
４
４
条

１
～
５

（
略
）

６
理
事
の
う
ち
に
は
、
各
理
事
に

つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
若
し
く
は
三
親
等
以
内
の
親
族
そ

の
他

各
理
事
と

厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
が
三
人
を
超
え
て
含
ま
れ
、

又
は
当

該
理
事
並

び
に
そ
の
配
偶
者
及

び
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
各
理
事
と
厚
生
労
働
省
令

で
定
め

る
特
殊
の

関
係
が
あ
る
者
が
理

事
の
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
て
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ

て
は
な

ら
な
い
。

７
監
事
の
う
ち
に
は
、
各
役
員
に

つ
い
て
、
そ
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他

各
役

員
と

厚
生

労
働

省
令

で
定

め
る

特
殊

の
関

係
が

あ
る

者
が

含
ま

れ
る

こ
と

に
な

っ
て

は
な

ら
な

い
。

（
評
議
員
の
う
ち
の
各
評
議
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
７

法
第
４
０
条
第
４
項

に
規
定
す
る
各
評
議
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊

の
関

係
が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）

当
該

評
議
員
と
婚

姻
の
届

出
を
し
て

い
な
い
が

事
実
上
婚

姻
関
係
と
同

様
の
事

情
に
あ

る
者

（
２
）

当
該
評
議
員
の
使
用
人

（
３
）

当
該
評
議
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）

前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）

第
１
号
か
ら
第
３
号

ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ

れ
ら
の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）

当
該
評
議
員
が
役
員

（
法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ

る
も
の

に
あ

っ
て

は
、

そ
の

代
表

者
又

は
管

理
人

。
以

下
こ

の
号

及
び

次
号

に
お

い
て

同
じ

。
）

若
し

く
は

業
務

を
執

行
す

る
社

員
で

あ
る

他
の

同
一

の
団

体
（

社
会

福
祉

法
人

を
除

く
。
）

の
役

員
、

業
務

を
執

行
す

る
社

員
又

は
職

員
（

当
該

評
議

員
及

び
当

該
他

の
同

一

の
団
体
の
役
員
、
業

務
を

執
行
す
る
社
員
又
は
職
員
で
あ
る
当

該
社
会
福
祉
法
人

の
評
議

員
の
合
計
数
の
当
該

社
会

福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総
数
の
う
ち

に
占
め
る
割
合
が

、
３
分

の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
７
）

他
の

社
会
福
祉
法

人
の
役

員
又
は
職

員
（
当
該

他
の
社
会

福
祉
法
人
の

評
議
員

と
な
っ

て
い

る
当
該

社
会
福

祉
法

人
の
評
議

員
及
び

役
員
の

合
計

数
が
、
当

該
他
の

社
会

福
祉
法

人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
８
）

次
に
掲

げ
る
団

体
の
職

員
の
う

ち
国
会

議
員
又
は

地
方

公
共
団

体
の
議
会

の
議

員
で
な
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い
者
（

当
該

団
体

の
職

員
（

国
会

議
員

又
は

地
方

公
共

団
体
の
議

会
の

議
員
で

あ
る

者
を

除
く
。）

で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
総

数
の
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員

の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

イ
国
の
機
関

ロ
地
方
公
共
団
体

ハ
独
立

行
政

法
人

通
則
法

（
平

成
１

１
年
法

律
第

１
０

３
号

）
第
２

条
第

１
項

に
規

定
す
る
独
立
行
政
法

人

ニ
国
立

大
学

法
人

法
（
平

成
１

５
年

法
律
第

１
１

２
号

）
第

２
条
第

１
項

に
規

定
す

る
国
立
大
学
法
人
又

は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人

ホ
地
方

独
立

行
政

法
人
法

（
平

成
１

５
年
法

律
第

１
１

８
号

）
第
２

条
第

１
項

に
規

定
す
る
地
方
独
立
行

政
法
人

ヘ
特
殊

法
人

（
特

別
の
法

律
に

よ
り

特
別
の

設
立

行
為

を
も

つ
て
設

立
さ

れ
た

法
人

で
あ

っ
て
、

総
務

省
設

置
法

（
平

成
１

１
年

法
律
第

９
１

号
）

第
４
条

第
１

項
第

９

号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
い
う
。）

又
は
認
可
法
人
（
特
別
の
法
律
に
よ
り

設
立
さ
れ
、
か
つ
、

そ
の
設
立
に
関
し
行
政
官
庁
の
認
可
を
要
す
る
法
人
を
い
う
。）

（
評
議
員
の
う
ち
の
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
８

法
第
４
０
条
第
５
項
に
規
定

す
る
各
役
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関

係

が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）

当
該
役

員
と
婚

姻
の
届
出

を
し
て
い

な
い
が
事

実
上
婚
姻

関
係
と
同
様

の
事
情

に
あ
る

者

（
２
）

当
該
役
員
の
使
用
人

（
３
）

当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）

前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）

第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に

掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら

の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）

当
該
役
員
が
役
員
（
法
人
で

な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の

に

あ
っ

て
は

、
そ

の
代

表
者

又
は

管
理

人
。

以
下

こ
の

号
及

び
次

号
に

お
い

て
同

じ
。）

若

し
く

は
業

務
を

執
行

す
る

社
員

で
あ

る
他

の
同

一
の

団
体

（
社

会
福

祉
法

人
を

除
く

。）

の
役
員
、
業
務
を
執
行

す
る
社
員

又
は
職
員
（
当
該
他
の
同
一

の
団
体
の
役
員
、
業
務

を

執
行
す
る
社
員
又
は
職

員
で
あ
る

当
該
社
会
福
祉
法
人
の
評
議

員
の
総
数
の
当
該
社
会

福

祉
法

人
の

評
議

員
の

総
数

の
う

ち
に

占
め

る
割

合
が

、
３

分
の

１
を

超
え

る
場

合
に

限

る
。）

（
７
）

他
の
社

会
福
祉

法
人
の
役

員
又
は
職

員
（
当
該

他
の
社
会

福
祉
法
人
の

評
議
員

と
な
っ

て
い

る
当

該
社
会
福

祉
法

人
の
評
議

員
及
び

役
員
の

合
計

数
が
、
当

該
他
の

社
会

福
祉
法

人
の

評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
理
事
の
う
ち
の
各
理
事
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
１
０

法
第
４
４
条
第
６
項
に
規

定
す
る
各
理
事
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の

関

係
が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）

当
該
理
事
と
婚
姻
の
届
出
を

し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ

る

者

（
２
）

当
該
理
事
の
使
用
人

（
３
）

当
該
理
事
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）

前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）

第
１
号
か
ら
第
３
号
ま
で
に

掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら

の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）

当
該

理
事
が
役
員

（
法
人

で
な
い
団

体
で
代
表

者
又
は
管

理
人
の
定
め

の
あ
る

も
の
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
代

表
者

又
は

管
理

人
。

以
下

こ
の

号
に

お
い

て
同

じ
。
）

若
し

く
は

業

務
を

執
行

す
る

社
員

で
あ

る
他

の
同

一
の

団
体

（
社

会
福

祉
法

人
を

除
く

。
）

の
役

員
、

業
務

を
執
行

す
る
社

員
又

は
職
員
（

当
該
他

の
同
一

の
団

体
の
役
員

、
業
務

を
執

行
す
る

社
員

又
は
職

員
で
あ

る
当

該
社
会
福

祉
法
人

の
理
事

の
総

数
の
当
該

社
会
福

祉
法

人
の
理

事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
７
）

第
２

条
の
７
第
８

号
に
掲

げ
る
団
体

の
職
員
の

う
ち
国
会

議
員
又
は
地

方
公
共

団
体
の

議
会

の
議
員

で
な
い

者
（

当
該
団
体

の
職
員

（
国
会

議
員

又
は
地
方

公
共
団

体
の

議
会
の

議
員

で
あ

る
者

を
除

く
。
）

で
あ

る
当

該
社

会
福

祉
法

人
の

理
事

の
総

数
の

当
該

社
会

福

祉
法

人
の

理
事

の
総

数
の

う
ち

に
占

め
る

割
合

が
、

３
分

の
１

を
超

え
る

場
合

に
限

る
。）

（
監
事
の
う
ち
の
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
）

第
２
条
の
１
１

法
第
４
４
条
第
７

項
に
規
定
す
る
各
役
員
と
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特

殊
の
関

係
が
あ
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
１
）

当
該
役
員
と
婚
姻
の

届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情

に
あ
る

者

（
２
）

当
該
役
員
の
使
用
人

（
３
）

当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

（
４
）

前
２
号
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

（
５
）

第
１
号
か
ら
第
３
号

ま
で
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
、
こ

れ
ら
の

者
と
生
計
を
一
に
す
る
も
の

（
６
）

当
該
理
事
が
役
員
（

法
人
で
な
い
団
体
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る

も
の
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
代

表
者

又
は

管
理

人
。

以
下

こ
の

号
及

び
次

号
に

お
い

て
同

じ
。
）

若

し
く

は
業

務
を

執
行

す
る

社
員

で
あ

る
他

の
同

一
の

団
体

（
社

会
福

祉
法

人
を

除
く

。
）

の
役
員
、
業
務
を
執

行
す

る
社
員
又
は
職
員
（
当
該
他
の
同
一

の
団
体
の
役
員
、

業
務
を

執
行
す
る
社
員
又
は

職
員

で
あ
る
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事

の
総
数
の
当
該
社

会
福
祉

法
人
の
監
事
の
総
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
７
）

当
該
監
事
が
役
員
若

し
く
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
で
あ
る
他
の
同
一
の
団
体

（
社
会

福
祉

法
人

を
除

く
。
）

の
役

員
、

業
務

を
執

行
す

る
社

員
又

は
職

員
（

当
該

監
事

及
び

当

該
他
の
同
一
の
団
体

の
役

員
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
職

員
で
あ
る
当
該
社

会
福
祉

法
人

の
監

事
の

合
計

数
の

当
該

社
会

福
祉

法
人

の
監

事
の

総
数

の
う

ち
に

占
め

る
割

合

が
、
３
分
の
１
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
８
）

他
の
社
会
福
祉
法
人

の
理
事
又
は
職
員
（
当
該
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員

と
な
っ

て
い
る
当
該
社
会
福

祉
法

人
の
評
議
員
及
び
役
員
の
合
計
数
が

、
当
該
他
の
社
会

福
祉
法

人
の
評
議
員
の
総
数
の
半
数
を
超
え
る
場
合
に
限
る
。）

（
９
）

第
２
条
の
７
第
８
号

に
掲
げ
る
団
体
の
職
員
の
う
ち
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共

団
体
の

議
会
の
議
員
で
な
い

者
（

当
該
団
体
の
職
員
（
国
会
議
員
又
は

地
方
公
共
団
体
の

議
会
の

議
員

で
あ

る
者

を
除

く
。
）

で
あ

る
当

該
社

会
福

祉
法

人
の

監
事

の
総

数
の

当
該

社
会

福

祉
法

人
の

監
事

の
総

数
の

う
ち

に
占

め
る

割
合

が
、

３
分

の
１

を
超

え
る

場
合

に
限

る
。）

19



第３ 社会福祉法人の資産

社会福祉法人は、社会福祉事業を行うに必要な資産を備えなければなりません。

（法第２５条）

１ 資産の所有等

法人は、社会福祉事業を行うのに直接必要な全ての物件（土地や建物等）について、

所有権を有することが必要とされています。

社会福祉事業を行うのに必要な土地は、多くの場合、設立者等からの寄附によって

提供され、建物については、整備費用を補助金として受領できるなど、公的資金の援

助を受けることができます。もっとも、これにより難い場合は、例外的に国又は地方

公共団体からの貸与又は使用許可を受けることにより、これに替えることができます。

なお、都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては、不動産の一部（社会福

祉施設を経営する法人の場合には土地）に限り、国又は地方公共団体以外の者から貸

与を受けることとしても差し支えありません。

ただし、この場合には、事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権を設定し、か

つ、これを登記しなければなりません。

※ 資産の所有の特例については、社会福祉法人審査基準（資料編１頁）を参照して

ください。

２ 資産の区分

社会福祉法人の資産は、基本財産、その他財産、公益事業用財産及び収益事業用財

産に区分されます。

（１）基本財産

ア 基本財産は、法人存立の基礎となるものであるから、これを処分し、又は

担保に供する場合には、伊勢市長等（法第３０条に規定する所轄庁）の承認

を受けなければならない旨を定款に明記します。

イ 社会福祉施設を経営する法人は、全ての施設についてその施設の用に供す

る不動産は基本財産としなければなりません。ただし、全ての社会福祉施設

の用に供する不動産が国又は地方公共団体から貸与又は使用許可を受けてい

る場合にあっては、１，０００万円（平成１２年１２月１日より前に設立さ

れた法人の場合は、１００万円）以上に相当する資産（現金、預金、確実な

有価証券又は不動産に限る。）を基本財産として有していなければなりませ

ん。

また、設立当初完成していない建物については、定款への記載はできない

ため、竣工後に所有権の登記を行った後、速やかに定款変更を行う必要があ

ります。

ウ 社会福祉施設を経営しない（社会福祉法第２条において、「○○施設を経

営する事業」とされないもの。）法人（社会福祉協議会及び共同募金会を除

く。）は、一般に設立後の収入に安定性を欠くおそれがあり、設立において

事業継続を可能とする財政基盤を有することが必要であるため、原則として

１億円以上の資産を基本財産として有していなければなりません。ただし、

委託費等で事業継続に必要な収入が安定的に見込める場合については、当該

法人の基本財産は、当該法人の安定的運営が図れるものとして伊勢市長等

（所轄庁）が認める額の資産とすることができます。
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エ 居宅介護等事業（母子家庭居宅介護等事業、寡婦居宅介護等事業、父子家

庭居宅介護等事業、老人居宅介護等事業又は障害福祉サービス事業（居宅介

護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に限ります。））の経営を目的とし

て法人を設立する場合については、「居宅介護等事業の経営を目的として社

会福祉法人を設立する場合の資産要件等について」（厚生省大臣官房障害保

健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）

に定めるとおりの取扱いとして差し支えありません。

オ 共同生活援助事業等の経営を目的として法人を設立する場合については、

「共同生活援助事業等の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資

産要件等について」（厚生労働省社会・援護局長、老健局長連名通知）に定

めるとおりの取扱いとして差し支えありません。

カ 介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として法人を設立する場

合については、「介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として社

会福祉法人を設立する場合の資産要件の緩和等について」（厚生労働省社

会・援護局長通知）に定めるとおりの取扱いとして差し支えありません。

キ 社会福祉協議会（社会福祉施設を経営するものを除きます。）及び共同募

金会にあっては、３００万円以上に相当する資産を基本財産として有しなけ

ればなりません。

ただし、市町社会福祉協議会にあっては、３００万円と１０円に当該市町

の人口を乗じて得た額（１００万円以下のときは１００万円とします。）と

のいずれか少ない方の額以上に相当する資産で差し支えありません。

ク イからキまで以外の財産であっても、法人が重要と認める財産は基本財産

として差し支えありません。

（２）その他財産

ア 基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産以外の財産は、全てその他

財産となります。

イ 法人を設立する場合にあっては、必要な資産として、その他財産のうちに

当該法人の年間事業費の１２分の１以上に相当する現金、普通預金又は当座

預金等を有していなければなりません。

なお、介護保険法上の事業、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律上の障害福祉サービス又は児童福祉法上の障害児通所支援

若しくは障害児入所支援にも該当する社会福祉事業を主として行う法人を設

立する場合にあっては、１２分の２以上に相当する現金、普通預金又は当座

預金等を有していることが望ましいとされています。

ウ その他財産の処分等に特別の制限はありませんが、社会福祉事業の存続要

件となるものは、みだりに処分しないよう留意する必要があります。

（３）公益事業用財産及び収益事業用財産

公益事業及び収益事業の用に供する財産は、他の財産と明確に区分して管理

する必要があります。

ただし、事業規模が小さい公益事業については、当該法人の行う社会福祉事

業の円滑な遂行を妨げるおそれのない限りで、他の財産を活用して差し支えあ

りません。

療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援の事業は、

社会福祉施設の扱い。この施設の経営を行う法人は、資産が１億円に達し

ていなくても構わない。（県に事前連絡及び事前協議が必要）
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３ 資産の管理

（１） 基本財産（社会福祉施設を経営する法人にあっては、社会福祉施設の用に供

する不動産を除きます。）の管理運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が

確実に回収できるほか、固定資産として常識的な運用益が得られ、又は利用価

値を生ずる方法で行う必要があり、次のような財産又は方法で管理運用するこ

とは、原則として適当ではありません。

ア 価格の変動が著しい財産（株式、株式投資信託、金、外貨建債券等）

イ 客観的評価が困難な財産（美術品、骨董品等）

ウ 減価する財産（建築物、建造物等減価償却資産）

エ 回収が困難になるおそれのある方法（融資）

（２） 基本財産以外の資産（その他財産、公益事業用財産及び収益事業用財産）の

管理運用にあたっても、安全、確実な方法で行うことが望ましいとされていま

す。

また、株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用も認められていま

す。

なお、子会社の保有のための株式の保有等は認められないものであり、株式

の取得は、公開市場を通してのもの等に限られています。ただし、上記にかか

わらず、以下の要件を満たす場合には、保有割合が２分の１を超えない範囲で、

未公開株を保有することが可能です。

ア 社会福祉に関する調査研究を行う企業の未公開株であること。

イ 法人において、実証実験の場を提供する等、企業が行う社会福祉に関する

調査研究に参画していること。

ウ 未公開株への拠出（額）が法人全体の経営に与える影響が少ないことにつ

いて公認会計士又は税理士による確認を受けていること。

（３） 法人の財産（基本財産、基本財産以外の財産双方）については、価値の変動

の激しい財産、客観的評価が困難な財産等価値の不安定な財産又は過大な負担

付財産が財産の相当部分を占めないようにする必要があります。

４ その他

（１） 社会福祉法人の設立に際して、寄附が予定されている場合には、法人設立後

にその履行がなされないときは法人運営に著しく支障をきたすことから、次の

要件を満たさなければなりません。

ア 書面による贈与契約が締結されていることについて、契約書の写し等によ

り、確認できること。

イ 寄附者の所得能力、営業実績、資産状況等から、当該寄附が確実に行われ

ることについて、所得証明書、納税証明書、残高証明書、資産証明書等によ

り確認できること。

（２） 独立行政法人福祉医療機構等からの借入金に対する償還財源、不動産の賃貸

料その他必要とされる経常経費について、寄附金を予定する場合には、次の要

件を満たさなければなりません。

ア 前記（１）ア及びイの要件が満たされていること。

イ 個人の寄附については、年間の寄附額をその者の年間所得から控除した後

の所得額が社会通念上その者の生活を維持できると認められる額を上回って

いなければならないこと。（年間の寄附額が概ね課税所得の２５％以下）

ウ 完済時（１０～２０年後）まで寄附できる年齢であること。
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第４ 社会福祉法人設立認可申請手続き

１ 概要

（１） 第１で述べたとおり、伊勢市内（主たる事務所が市の区域内にあって、その

行う事業が当該市の区域を越える場合を除きます。）において社会福祉法人を

設立する場合には、設立代表者等が伊勢市長に設立認可の申請を行い、その認

可を受けることが必要です。

また、施設を経営する法人を設立する場合には、その建設に係る補助金等の

関係及び施設の認可等を受ける必要があるため、事前に三重県の各施設担当課

又は所轄する三重県各福祉事務所（保健所）及び当市と十分に協議をしてくだ

さい。（図１・２５頁参照）

（２）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（３）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は認可後、認可書として交付します。

（４）提出書類

ア 社会福祉法人設立認可申請書（様式第１・２９頁）

イ 添付書類（別紙「社会福祉法人設立認可申請書一覧表」（２６頁参照）
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２ 設立認可申請書類作成にあたって留意すべき事項

（１） 提出書類一覧表（第５社会福祉法人設立認可申請書一覧表・２６頁参照）の

うち、適宜必要な書類を一覧表の順に、２穴の紐綴じとし、横見出し（インデ

ックス）を付けて提出してください。

（２） 履歴書等添付書類が重複する場合は、先に添付する１部のみで構いません

が、後の添付箇所には、省略した旨記載してください。

（３） 書類中、関係者から設立代表者あてに提出される書類等（贈与契約書等）に

ついては、法人が原本を保管し、申請時には写しを提出してください。

（４） 財産目録は、日付を設立当初とし、土地、建設資金、運転資金等が、贈与さ

れた後の形態としてください。

（５） 土地、建物等の表示は、不動産の登記事項証明書上の表示と一致させてくださ

い。

（６） 農地転用等が必要な場合は、手続きに長期間を要することがありますので、

早めに手続きを行うよう留意してください。

（７） 土地の評価書は、不動産鑑定士の鑑定書又は金融機関の発行する評価証明書

等としてください。

（８） 預貯金等残高証明書の日付は、全て同一日付としてください。

（９） 身分証明書、登記されていないことの証明書、不動産登記事項証明書等は、

申請前３か月以内のものとしてください。

（10） 事業計画書、収支予算書は、最低基準等に適合しなければなりませんので、

事前に県の各施設、事業担当課及び所轄する三重県各福祉事務所（保健所）に

相談してください。

なお、事業計画書には、予定している全ての事業、事業所について記載して

ください。

また、設立認可されるまでの間に、事業計画に変更が生じた場合は、速やか

に協議を行ってください。

（11） 設立発起人及び役員の履歴書には、現職、社会福祉経験の有無について明記

してください。

（12） 申請書類の原案ができた時点で、予め、当市の健康福祉部福祉監査室に協議

してください。
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図１

社会福祉法人設立手続概要（施設を経営する法人、単年度整備の場合）

「

第 １ 年 度 第 ２ 年 度

６月 ７月 ８月 ９月 12月 ２月 ３月 ４月 ６月５月 ７月 ８月 ９月 12 月 ３月 ４月

・設 立 登 記

・評議員選任
解任委員選任

・評議員選任

・役 員 選 任

・財 産 移 転

福祉医療機構

借 入 申 請

機 構 受 付

貸付内定通知

＝暫定理事

諸 準 備

工
事
着
工

入
札
等

県
（
市
町
）
補
助
申
請

職員募集等

諸準備

施
設
認
可
・
施
設
開
設
・
事
業
開
始

施
設
認
可
申
請
・
届
出

竣
工
（
３
月
末
日
ま
で
）

法

人

設

立

・設 立 趣 意 書

・名 称

・定 款

・基 本 財 産

・そ の 他 財 産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者選任

・諸 規 程

等々

検 討 決 定

計 画

・用 地

・構造、規模

・地元の同意

・資 金 計 画

・基 本 設 計

・職 員 数

・処 遇 方 針

・設 備 計 画

等々

施

設

設

備

市 町

整 備

計画書

整備計画書

（聴取り）

県各福祉事務所（保健所）

県 各 施 設 担 当 課

整備計画書

（聴取り）

民
間
補
助
申
請

計
画
書
提
出

国
―
県
（
市
町
）

いずれか一方

協 議

評議員選任解任委員選任

評議員選任

設 立 発 起 人 会 ・設立認可申請

・設立計画概要書

提出

設立認可

補
助
対
象
施
設
等
選
定

県
（
市
町
）
補
助
内
示

法人認可

審 査 会

建物基本財産編入

（定款変更届）

（例１） 国・県の補助金を受けて、法人を設立する場合 （例２） 自己資金（補助金を受けず）で法人を設立する場合 （例３） 既存の事業の譲渡を受けて、法人を設立する場合

・評議員選任解任委員の選任
・評議員選任

・法人設立認可申請書の提出

・法人設立計画概要書の提出

民 間 補 助 申 請 書 の 提 出

又は

計画書の提出（国、県、（市））

法人設立発起人会（設立準備会）の開催

・設立登記

・評議員選任解任委員選任

・評議員選任
・役員選任

福祉医療機構、民間金融機関等へ

の借入申請

・職員募集

・補助金申請（県）

・財産移転
・定款変更 等々

・入札（設計、工事）（市立会い）

・設計契約、工事契約

・工事着工
・竣工検査（３月末日まで）

施設認可申請・届出、事業開始 施設認可・施設開設、事業開始

・社会福祉法人審査会の開催

・設立認可（補助内示までに）

・設立認可書の交付

市

・補助対象施設等選定

・補助内示

市

・評議員選任解任委員の選任

・評議員選任

・法人設立認可申請書の提出

・法人設立計画概要書の提出

・設立登記

・評議員選任解任委員選任
・評議員選任

・役員選任

・職員募集

・財産移転

・定款変更 等々

・譲渡元法人との引継完了

・譲渡完了

施設認可申請・届出、事業開始 事 業 開 始

・事業関係課との事前協議

開始時期の確認

・伊勢市との法人設立の事前調整

法人設立要件（事業、資産等）、

設立スケジュールの確認
・設立趣意書
・法人名称

・定款

・基本財産、その他財産

・評議員、役員構成
・施設の建設計画

・設立代表者の選任

・諸規程の作成 等々

法人設立、事業認可

譲渡元法人との引継開始

・伊勢市、三重県との調整

・関係機関との調整

・事業運営の確認

・財務状況の確認

・利用者、利用者家族への説明

・職員への説明

・処遇方針

・譲渡元法人との調整 等々

事 業 譲 渡

・評議員選任解任委員の選任

・評議員選任

・法人設立認可申請書の提出
・法人設立計画概要書の提出

・設立登記
・評議員選任解任委員選任

・評議員選任

・役員選任

福祉医療機構、民間金融機関

等への借入申請

・職員募集

・財産移転

・定款変更 等々

・設計入札、工事入札

・設計契約、工事契約

・工事着工
・竣工検査

施設認可申請・届出、事業開始 施設認可・施設開設、事業開始

・事業関係課との事前協議

事業開始の可否、開始時期の確認

・伊勢市との法人設立の事前調整
法人設立要件（事業、資産等）、

設立スケジュールの確認

・設立趣意書

・法人名称
・定款
・基本財産、その他財産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者の選任

・諸規程の作成 等々

法人設立、事業認可

・伊勢市、三重県との調整

・用地の確保

・構造、規模

・地元の同意

・資金計画

・基本設計

・開発許可、農地転用許可等

・職員数

・処遇方針

・設備計画

・整備計画書の作成 等々

施 設 整 備

法人設立発起人会（設立準備会）の設置

・事業関係課との事前協議

事業開始の可否、開始時期の確認
・伊勢市との法人設立の事前調整

法人設立要件（事業、資産等）、

設立スケジュールの確認
・設立趣意書

・法人名称

・定款
・基本財産、その他財産

・評議員、役員構成

・施設の建設計画

・設立代表者の選任

・諸規程の作成 等々

法人設立、事業認可

・伊勢市、三重県との調整

・用地の確保

・構造、規模

・地元の同意

・資金計画

・基本設計

・開発許可、農地転用許可等

・職員数

・処遇方針

・設備計画

・整備計画書の作成 等々

施 設 整 備

法人設立発起人会（設立準備会）の設置

・社会福祉法人審査会の開催
・設立認可

・設立認可書の交付

市

法人設立発起人会（設立準備会）の開催

法人設立発起人会（設立準備会）の設置

・社会福祉法人審査会の開催

・設立認可

・設立認可書の交付

市

法人設立発起人会（設立準備会）の開催
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第５ 社会福祉法人設立認可申請書一覧表

１ 添付書類に漏れのないように確認してください。

２ 添付書類はこの順序で編綴してください。

添 付 書 類 様式及び記載例

１ 社会福祉法人設立認可申請書 様式第1・29頁

２ 定款（社会福祉法人定款例参照） 様式例1・30頁

３ 設立発起人会議事録（写）（設立趣意書含む） 様式例2・43頁

４ 添付書類目録 様式例3・44頁

５ 財産目録 様式例4・46頁

６

財
産
目
録
記
載
の
財
産
が
法
人
に
帰
属
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

(1) 贈与契約書（写） 様式例5・47頁

(2)
確約書（写）

又は補助予定通知書（写）(贈与者が地方公共団体の場合)
様式例6・48頁

(3)
贈与者の身分証明書（写） 様式例7・49頁

贈与者の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

(4) ア 定款（写） -

贈与者

が法人

の場合

イ 法人の登記事項証明書（現在事項全部証明書）（写） -

ウ 社員総会等議事録（写）及び決算書（写） 様式例9・50頁

(5) 預貯金等残高証明書（写）、所得証明書（写）等 -

(6)
不動産の登記事項証明書（写）及び地図又は地図に準

ずる図面
-

(7) 不動産の価格評価書（写） -

(8) 所有権移転登記確約書（写） 様式例10・50頁

(9) （農地転用許可書（写）） -

(10)
免責的債務引受契約証書
（寄附物件に付随する負債の引き受けを証する書類（写））

様式例11・51頁

７
（
借
地
の
場
合
）

(1) 地方公共団体からの無償貸与確約書（写） 様式例12・51頁

(2) 地上権設定契約書（写） 様式例13・52頁

(3) 地上権設定登記確約書（写） 様式例14・52頁

(4) 土地賃貸借契約書（写） 様式例15・53頁

(5) 賃借権登記確約書（写） 様式例16・54頁

(6)
地主の身分証明書（写） 様式例7・49頁

地主の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

(7)
不動産の登記事項証明書（写）及び地図又は地図に準

ずる図面
-
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添 付 書 類 様式及び記載例

７
（
借
地
の
場
合
）

(8) 地代贈与契約書（写） 様式例28・64頁

(9)

地代寄附者の身分証明書（写） 様式例7・49頁

地代寄附者の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

地代寄附者の所得証明書（写） -

(10) （農地転用許可書（写））

８

事

業

計

画

等

(1)
建設年度収支予算書

（資金収支予算書・資金収支予算内訳書）
様式例18・56頁

(2) 第１年度事業計画書 様式例17・55頁

(3)
第１年度収支予算書

（資金収支予算書・資金収支予算内訳書）
様式例18・56頁

(4) 第２年度事業計画書 様式例17・55頁

(5)
第２年度収支予算書

（資金収支予算書・資金収支予算内訳書）
様式例18・56頁

(6) 事業計画に係る確約書 -

９

設
立
者
、
設
立
後
の
評
議
員
及
び
役
員
に
関
す
る
書
類

(1) 設立代表者の履歴書（写） 様式例19・57頁

(2) 設立代表者の権限を証する書類（委任状）（写） 様式例20・57頁

(3) 評議員及び役員就任承諾書（写） 様式例21・58頁

(4) 評議員及び役員就任予定者の履歴書（写） 様式例19・57頁

(5) 欠格事由に該当しないことの申立書（写） 様式例22・59頁

(6)
特殊関係申立書（写）

（親族等の特殊の関係にある者に関する申立書）

様式例23・60頁

様式例23・61頁

10

施

設

建

設

関

係

書

類

(1) 施設建設計画書 様式例25・62頁

(2) 建設図面（付近見取図・配置図・平面図・立面図）（写） -

(3) 施設建設費見積書（写） -

(4) 設計監理費見積書（写） -

(5) 建築確認書（写） -

(6) 設備整備（初度調弁）計画書 様式例26・63頁

(7) 設備整備費見積書（写） -

(8) 補助金交付決定内定書（写） -

(9) 助成金等の交付決定内定書（写） -
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添 付 書 類 様式及び記載例

10

施

設

建

設

関

係

書

類

(10) 建設自己資金贈与契約書（写） -

(11) 贈与者の身分証明書（写） 様式例7・49頁

(12) 贈与者の登記されていないことの証明書（写） 様式例8・49頁

(13)
贈与者の預貯金等残高証明書（写）、所得証明書

（写）等
-

(14)

借

入

金

関

係

書

類

ア 貸付内定書（写） -

イ 償還計画（写） 様式例27・63頁

ウ 償還金贈与契約書（写） 様式例28・64頁

エ 寄附者及び保証人の身分証明書（写） 様式例7・49頁

オ
寄附者及び保証人の登記されていないことの証

明書（写）
様式例8・49頁

カ
寄附者及び保証人の所得証明書（写）又は納税

証明書（写）
－

キ
確約書（写）又は補助予定通知書（写）

（寄附者が地方公共団体の場合）
－

ク

定款（写）、登記事項証明書（写）、議事録

（写）及び決算書（写）

（寄附者が団体の場合）

－

ケ

規約（写）、会員名簿（写）、議事録（写）、

後援会の過去３～５年寄附実績（写）

（寄附者が後援会の場合）

－

施
設
長
関
係

11 (1) 施設長就任承諾書（写） 様式例29・65頁

(2) 施設長就任予定者の履歴書（写） 様式例19・57頁

(3) 施設長の資格を証する書類（写） －

12 基本財産編入誓約書 様式例30・65頁

13 諸規程（管理、就業、給与、経理等） －
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様
式
第
１

設
立

認
可
申
請
書

（
表

面
）

社
会
福
祉
法
人
設
立
認
可
申
請
書

設
立
者
又
は

設
立
代
表
者

ふ
り

が
な

住
所

〒
○
○
○

―
○
○
○
○

三
重
県
伊

勢
市
○
○
町
○
番
地

ふ
り

が
な

氏
名

○
○

○
○

申
請

年
月

日
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

社 会 福 祉 法 人 設 立 の 趣 意

本
社

会
福

祉
法
人

の
設

立
を
求

め
る

、
福
祉

作
業

所
○
○

（
令

和
○
年

開
所

）
は

、
障

が
い
の

あ
る

人
た
ち

が
、

地
域

の
中

で
い

き
い

き
と

豊
か

に
暮
ら

す
た

め
の

福
祉

就
労
の

場
と
し
て
、
多
く
の
市
民
の
支
援
を
受
け
て
長
年
活
動
し
て
き
ま
し
た

。

（
中
略
）

そ
こ

で
、

社
会
的

信
用

が
高
く

、
共

同
生
活

援
助

な
ど
新

し
い

障
害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

展
開
が

認
め

ら
れ
て

い
る

社
会

福
祉

法
人

の
設

立
が

必
要

と
な
り

ま
す

。
ま

た
、

○
○
市

内
に
お

け
る

、
本
社

会
福

祉
法

人
の

設
立

が
及

ぼ
す

影
響

は
大
き

く
、

地
域

福
祉

向
上
へ

大
き
く

寄
与

す
る
も

の
と

考
え

ま
す

。
以

上
の

こ
と

か
ら

、
○
○

市
の

協
力

、
指

導
を
得

な
が
ら

、
障

が
い
の

あ
る

人
た

ち
の

地
域

に
お

け
る

自
己

実
現
を

目
指

し
て

、
障

害
者
総

合
支
援

法
に

基
づ
く

多
機

能
型

（
生

活
介

護
、

就
労

継
続

支
援
Ｂ

型
）

を
行

な
う

こ
と
を

目
的
と
し
て
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
を
計
画
す
る
も
の
で

す
。

ふ
り

が
な

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

〒
○
○
○

―
○
○
○
○

三
重
県
伊
勢
市
△
△
町
△
番
地

ふ
り

が
な

法
人

の
名

称
社
会
福
祉
法
人

○
○
○
会

事 業 の 種 類

社
会
福
祉

事
業

第
１
種

第
２
種

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
経
営

公
益

事
業

収
益

事
業

設
立
の
経
緯
又
は
動
機
、
事
業
内
容
等
を
で
き
る
限
り

詳
し
く
記
載
す
る
こ
と
。
こ
の
欄
に
書
き
切
れ
な
い
場

合
は
、
別
紙
に
記
載
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

法
人
本
部
の
所
在
地
（
原
則
と
し
て
施
設
の
所
在
地
と
同

一
）
と
な
る
住
所
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。（

準
備
室
等
を
設

置
し
て
い
る
場
合
は
そ
の
住
所
と
し
、
設
立
後
に
定
款
変
更
を
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。）

住
居
表
示
地
区
（
住
所
に
「
伊
勢
市
△
△
□
丁
目
△
△
番
△
△
号
」
と
表
示
さ
れ
る
地
区
）
の
場
合
は
、
設
立
法
人
の
所

在
地
を
建
物
の
住
居
表
示
と
す
る
か
地
番
表
示
と
す
る
か
を
検
討
し
て
く
だ
さ
い
。

将
来

経
営
し

よ
う
と
す
る

事
業
を
列
挙

す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

社
会
福

祉
法

人
の

名
称
や

施
設

の
名
称

に
は

、

個
人
名

等
か

ら
引

用
し
た

も
の

は
好
ま

し
く

あ

り
ま
せ

ん
。

県
内

に
既
に

あ
る

法
人
と

同
一

の

名
称
を
用
い
る
こ
と
は
避
け
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、

法
人

名
と

施
設
名

は
、

区
別
で

き
る

名

称
を
用

い
て

く
だ

さ
い
。

た
だ

し
○
○

会
（

法

人
名
）
○
○
園
と
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
。

申
請
書
を
提
出
す
る
日
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

（
裏

面
）

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ

列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記

載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ

の
様
式
に
よ
る
こ
と
が

で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜

用
紙
（
大

き
さ

は
日

本
産

業
規

格
Ａ

列
４

番
と

し
ま

す
。）

の
枚

数
を

増
し

、
こ
の

様
式

に
準

じ
た

申

請
書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
こ

の
申
請
書
に
は
、
社
会
福

祉
法
施
行
規
則
第
２
条

第
２
項
各
号
に
掲
げ
る
書

類
を
添
付

し
て
く
だ
さ
い
。

資 産

純
資

産

⑤
－

⑥

内
訳

社
会
福
祉
事
業
用
財
産

③
公
益
事
業

用
財
産

④
収
益
事
業

用
財
産

⑤
財
産
計

①
+②

+③
+④

⑥
負

債

円
①
基

本
財

産
②

そ
の

他
財

産
円

円
円

円

円
円

役 員 等 と な る べ き 者

理 事 監 事 評 議 員 の 別

氏
名

親 族 等 の 特 殊 関 係 の 有 無

役
員
の
資
格
等

（
該
当
に
○
）

他
の
社
会
福
祉
法
人
の

理
事
長

へ
の
就
任
状
況

事 業 経 営 識 見

地 域 福 祉 関 係

管 理 者

事 業 識 見

財 務 管 理 識 見

有 無
法

人
名

理
事

監
事

評
議
員
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＜
様
式
例
１

社
会
福
祉
法

人
定
款
例
に
つ
い

て
の
説

明
＞

１
．
定

款
例
に

つ
い
て

・
各
法

人
の
定

款
に
記

載
さ
れ
る
こ
と
が
一
般
的
に
多

い
と
思
わ
れ
る
事

項
に
つ

い
て
、

定
款
の
定

め
方
の

一
例
を

記
載
し

て
い
ま

す
。

・
各
法

人
の
定

款
の
記

載
内
容
に
つ
い
て
は
、
当
該
定

款
例
の
文
言
に
拘

束
さ
れ

る
も
の

で
は
あ
り

ま
せ
ん

が
、
定

款
に
お

い
て
定

め
る
こ
と
が
必
要
な
事

項
が
入
っ

て
い
る

か
、
そ

の
内
容
が

法
令
に

沿
っ
た

も
の
で

あ
る
こ

と
が
必

要
で
す
。

２
．
記

載
事
項

の
種
類

・
必
要
的

記
載
事
項

（
実
線
）

→
必

ず
定
款
に

記
載
し
な

け
れ
ば
な

ら
な
い
事

項
で
あ
り

、
そ
の
一

つ
で

も
記

載
が

欠
け

る
と

、
定

款
の

効
力

が
生

じ
な

い
事

項
（

法
第

３
１
条
第
１
項
各
号
に

掲
げ
る
事
項
等
）

※
内

容
に
つ

い
て
は
、

法
令
に
沿

っ
た
も
の

で
あ
れ
ば

よ
く
、
当

該
定
款
例
の
文
言
に

拘
束
さ
れ

る
も
の

で
は
あ

り
ま
せ

ん
。

・
相
対
的

記
載
事
項

（
点
線
）

→
必

要
的
記
載

事
項
と
異

な
り
、
記

載
が
な
く

て
も
定
款

の
効
力
に

影
響

は
な

い
が

、
法

令
上

、
定

款
の

定
め

が
な

け
れ

ば
そ

の
効

力
を

生
じ
な
い
事
項

・
任
意
的

記
載
事

項
→

法
令
に
違
反

し
な
い

範
囲
で

任
意
に

記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
事

項

３
．
評

議
員
会

及
び
理

事
会
に

お
け
る
法
定
決
議

事
項

理
事

会
評

議
員

会

決 議 事 項

・
評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所
並
び
に
議
題
・
議
案
の

決
定

（
法
第

45
条
の

9
第

10
項
で
準
用
す
る
一
般
社
団
法
人
及
び

一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
一
般
法
人
法
」
と

い
う
。）

第
18
1
条
）

・
理
事
長

及
び
業
務
執
行
理
事
の
選
定
及
び
解
職

（
理

事
長
：
法
第

45
条
の

13
第

2
項
第

3
号
、
業
務
執
行
理
事
：
法
第

45

条
の

16
第

2
項
第

2
号
）

・
重
要
な
財
産
の
処
分
及
び
譲
受
け

（
法
第

45
条
の

13
第

4
項
第

1
号
）

・
多
額
の
借
財

（
法
第

45
条
の

13
第

4
項
第

2
号
）

・
重
要
な
役
割
を

担
う
職
員
の
選

任
及
び
解
任

（
法
第

45
条
の

13
第

4
項
第

3
号
）

・
従
た
る
事
務
所
そ
の
他
の
重
要
な
組
織
の
設
置
、
変

更
及
び
廃
止

（
法
第

45
条
の

13
第

4
項
第

4
号
）

・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
(法

令
遵
守
等
)
の
体
制
の
整
備

（
法
第

45
条
の

13
第

4
項
第

5
号
）
※
一
定
規
模
を
超
え
る
法
人

の
み

・
競
業
及
び
利
益
相
反
取
引

（
法
第

45
条
の

16
第

4
項
に
お

い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第
第

84
条
第

1
項
）

・
計
算
書
類
及
び
事
業
報
告
等
の
承
認

（
法
第

45
条
の

28

第
3
項
）

・
理
事
会
に
よ
る
役
員
、
会
計
監
査
人
の
責
任
の
一
部

免
除

（
法
第

45
条
の

20
第

4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法

第
11
4
条
第

1
項
）

・
そ
の
他
の
重
要
な
業
務
執
行
の
決
定

・
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
の
選
任

（
法
第

43
条
）

・
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
の
解
任

（
法
第

45
条
の

4
第

1
項
及
び
第

2
項
）
★

・
理
事
、
監
事
の
報
酬
等
の
決
議

（
理
事
：
法
第

45
条
の

16

第
4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

89
条
、
監
事
：
法
第

45

条
の

18
第

3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

10
5
条
）

・
理
事
等
の
責
任
の
免
除

（
全
て
の
免
除
：
法
第

4
5
条
の

20
第

4
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

11
2
条
（
※
総
評
議
員
の
同
意
が
必

要
）、

一
部
の
免
除
：
第

11
3
条
第

1
項
）
★

・
役
員
報
酬
等
基
準
の
承
認

（
法
第

45
条
の

35
第

2
項
）

・
計
算
書
類
の
承
認

（
法
第

45
条
の

30
第

2
項
）

・
定
款
の
変
更

（
法
第

45
条
の

36
第

1
項
）
★

・
解
散
の
決
議

（
法
第

46
条
第

1
項
第

1
号
）
★

・
合
併
の
承
認

（
吸
収
合
併
消
滅
法
人
：
法
第

52
条
、
吸
収
合
併

存
続
法
人
：
法
第

54
条
の

2
第

1
項
、
法
人
新
設
合
併
：
法
第

54
条

の
8）

★

・
社
会
福
祉
充
実
計
画
の
承
認
（
法
第

5
5
条
の

2
第

7

項
）

・
そ
の
他
定
款
で
定
め
た
事
項

★
：
法
第

45
条
の

9
第

7
項
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が

で
き
る
評
議
員
の
三
分
の
二
（
こ
れ
を
上
回
る
割
合
を
定
款
で
定
め
た

場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
割
合
）
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
つ
て
決
議

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項

様
式
例
１

社
会
福
祉
法
人
定
款
例

社
会

福
祉
法
人
〇
〇
〇
会

定
款

第
１
章

総
則

（
目
的
）

第
１
条

こ
の

社
会

福
祉

法
人

〇
〇

〇
会

（
以

下
「

法
人

」
と

い
う

。）
は

、
多

様
な
福

祉
サ

ー
ビ

ス

が
そ
の
利
用

者
の
意
向
を
尊
重
し
て
総

合
的
に
提
供
さ
れ

る
よ

う
創
意
工
夫
す
る

こ
と
に
よ
り
、
利

用
者
が
個
人

の
尊
厳
を
保
持
し
つ
つ
、

自
立
し
た
生
活
を

地
域

社
会
に
お
い
て
営

む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
支
援

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
次
の
社
会

福
祉
事
業
を
行
う
。

（
１
）
第

１
種
社
会
福
祉
事
業

（
イ

）
障
害
児
入
所
施
設
の
経
営

（
ロ

）
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
経
営

（
ハ

）
障
害
者
支
援
施
設
の
経
営

（
２
）
第

２
種
社
会
福
祉
事
業

（
イ

）
老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
経
営

（
ロ

）
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
経
営

（
ハ

）
保
育
所
の
経
営

（
ニ

）
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
経
営

（
ホ

）
一
般
相
談
支
援
事
業
の
経
営

（
ヘ

）
移
動
支
援
事
業
の
経
営

（
ト

）
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
の
経
営

（
チ

）
福
祉
ホ
ー
ム
の
経
営

（
備

考
）

①
具

体
的

な
記

載
は

、
社

会
福

祉
法

の
基

本
的

理
念

に
合

致
す

る
も

の
で

あ
る

と
と

も
に

、
そ

れ
ぞ

れ
の

法
人

の
設

立
の

理
念

を
体

現
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。

②
児

童
福

祉
に

関
す

る
事

業
を

行
う

法
人

に
お

い
て

は
、「

心
身

と
も

に
健

や
か

に
育

成
さ

れ
る

」
と

の
趣

旨
に

合

致
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。

③
上

記
の

記
載

は
、

あ
く

ま
で

一
例

で
あ

る
の

で
、

①
及

び
②

を
踏

ま
え

、
法

人
の

実
態

に
即

し
た

記
述

と
す

る
こ

と
。

④
社

会
福

祉
法

上
の

事
業

名
を

記
載

し
、

施
設

の
名

称
は

記
載

し
な

い
こ

と
。

⑤
市

町
村

社
会

福
祉

協
議

会
に

あ
っ

て
は

、
次

の
例

に
な

ら
っ

て
記

載
す

る
こ

と
。

（
目

的
）

第
１

条
こ

の
社

会
福

祉
法

人
〇

〇
〇

会
（

以
下

「
法

人
」

と
い

う
。）

は
、

○
○

市
（

区
町

村
）

に
お

け
る

社
会

福
祉

事
業

そ
の

他
の

社
会

福
祉

を
目

的
と

す
る

事
業

の
健

全
な

発
達

及
び

社
会

福
祉

に
関

す
る

活
動

の
活

性
化

に

よ
り

、
地

域
福

祉
の

推
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

次
の

事
業

を
行

う
。

（
１

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

企
画

及
び

実
施

（
２

）
社

会
福

祉
に

関
す

る
活

動
へ

の
住

民
の

参
加

の
た

め
の

援
助

（
３

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
に

関
す

る
調

査
、

普
及

、
宣

伝
、

連
絡

、
調

整
及

び
助

成

（
４

）
（

１
）

か
ら

（
３

）
ま

で
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

健
全

な
発

達

を
図

る
た

め
に

必
要

な
事

業

（
５

）
地

区
社

会
福

祉
協

議
会

の
相

互
の

連
絡

及
び

事
業

の
調

整
の

事
業

（
指

定
都

市
社

会
福

祉
協

議
会

に

限
る

。）

相
談
事
業
に
は
、
一
般
、
特
定
、
障
碍
児
の
３
種
類
が
あ
る
。
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（
６

）
共

同
募

金
事

業
へ

の
協

力

（
７

）
福

祉
サ

ー
ビ

ス
利

用
援

助
事

業

（
８

）
福

祉
関

係
各

法
に

基
づ

き
実

施
さ

れ
る

事
業

の
経

営

（
注

）
記

載
に

当
た

っ
て

は
、

第
１

条
の

（
１

）
及

び
（

２
）

の
例

に
よ

る
こ

と
。

（
９

）
そ

の
他

本
会

の
目

的
達

成
の

た
め

必
要

な
事

業

（
名
称
）

第
２
条

こ
の
法

人
は
、
社
会
福
祉
法
人
〇
〇
〇
会
と
い

う
。

（
経
営
の
原
則
等

）

第
３
条

こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
事
業

の
主
た
る
担
い
手
と
し
て
ふ

さ
わ
し
い
事
業
を
確

実
、
効
果

的
か
つ
適
正
に
行

う
た
め
、
自
主
的
に

そ
の
経
営
基
盤
の

強
化
を
図
る

と
と
も
に
、
そ
の
提
供
す
る

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

質
の
向
上
並
び
に
事

業
経
営
の
透
明
性

の
確
保
を
図

り
、
も
っ
て
地
域
福
祉
の
推

進
に
努
め
る
も

の
と
す
る
。

２
こ
の
法
人
は
、
地
域
社
会
に
貢
献
す

る
取
組
み
と
し
て
、
○
○
○

○
を
支
援
す
る
た
め

、
無
料
又

は
低
額
な
料
金

で
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
積
極
的
に
提
供
す

る
も
の
と
す
る
。

（
備

考
）

具
体

的
な

記
載

は
、

地
域

の
独

居
高

齢
者

、
子

育
て

世
帯

、
経

済
的

に
困

窮
す

る
者

等
を

記
載

す
る

こ
と

。

（
事
務
所
の
所
在

地
）

第
４
条

こ
の
法

人
の
事
務
所
を
三
重
県
伊
勢
市
〇
○
町

〇
〇
番
地
に
置
く
。

２
前
項
の
ほ
か

、
従
た
る
事
務
所
を
三
重
県
伊
勢
市
○

○
町
○
丁
目
○
番
○
号
に
置
く
。

（
備

考
）

①
住

居
表

示
地

区
（

○
丁

目
○

番
○

号
の

地
区

）
に

あ
っ

て
は

、
事

務
所

の
所

在
地

に
つ

い
て

、
住

居
表

示
と

す
る

か
、

地
番

（
○

○
町

○
○

番
地

）
と

す
る

か
事

前
に

検
討

し
て

お
く

こ
と

。

②
法

務
局

の
登

記
簿

と
同

一
と

す
る

こ
と

。

③
従

た
る

事
務

所
を

置
か

な
い

場
合

は
、

第
２

項
を

削
る

。

④
集

合
住

宅
に

事
務

所
を

置
く

場
合

、
特

定
を

容
易

に
す

る
た

め
、

室
番

号
ま

で
登

記
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。

第
２
章

評
議

員

（
評
議
員
の
定
数

）

第
５
条

こ
の
法

人
に
評
議
員
７
名
を
置
く
。

（
備

考
）

①
評

議
員

の
定

数
は

、「
評

議
員

○
○

名
以

上
○

○
名

以
内

」
と

不
確

定
数

と
す

る
こ

と
も

可
能

。

②
法

第
４

０
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

り
、

在
任

す
る

評
議

員
の

人
数

は
理

事
の

人
数

を
超

え
る

必
要

が
あ

る
。

（
評
議
員
の
選
任

及
び
解
任
）

第
６
条

こ
の
法
人
に
評
議
員
選
任
・
解

任
委
員
会
を
置
き
、
評
議
員

の
選
任
及
び
解
任
は

、
評
議
員

選
任
・
解
任
委

員
会
に
お
い
て
行
う
。

２
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
は
、
監

事
○
名
、
事
務
局
員
○
名
、

外
部
委
員
○
名
の
合

計
○
名
で

構
成
す
る
。

３
選
任
候
補
者
の
推
薦
及
び
解
任
の
提

案
は
、
理
事
会
が
行
う
。
評

議
員
選
任
・
解
任
委

員
会
の
運

営
に
つ
い
て
の

細
則
は
、
理
事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

４
選
任
候
補

者
の
推
薦
及
び
解
任
の
提

案
を
行
う
場
合
に
は
、

当
該
者
が
評
議
員
と
し
て

適
任
及
び

不
適
任
と

判
断
し
た
理
由
を
委
員
に
説
明
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

５
評
議
員
選

任
・
解
任
委
員
会
の
決
議

は
、
委
員
の
過
半
数
が

出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を

も
っ
て
行

う
。
た
だ
し

、
外
部
委
員
の
○
名
以
上

が
出
席
し
、
か
つ

、
外

部
委
員
の
○
名
以

上
が
賛
成
す
る
こ

と
を
要
す

る
。

（
備

考
）

①
評

議
員

の
選

任
及

び
解

任
は

、
上

記
の

評
議

員
選

任
・

解
任

委
員

会
以

外
の

中
立

性
が

確
保

さ
れ

た
方

法
に

よ
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。

な
お

、
理

事
又

は
理

事
会

が
評

議
員

を
選

任
し

、
又

は
解

任
す

る
旨

の
定

款
の

定
め

は
効

力
を

有
し

な
い

。（
法

第
３

１
条

第
５

項
）

②
評

議
員

選
任

・
解

任
委

員
会

の
構

成
の

う
ち

、「
事

務
局

員
」

は
「

職
員

」
と

定
め

て
も

よ
い

。

（
評
議
員
の

資
格
）

第
７
条

社
会
福

祉
法
第
４
０
条
第
４
項

及
び
第
５
項
を
遵
守
す

る
と
と
も
に
、
こ
の
法
人

の
評
議
員

の
う
ち
に
は

、
評
議
員
の
い
ず
れ
か
１

名
及
び
そ
の
親
族

そ
の

他
特
殊
の
関
係
が

あ
る
者
（
租
税
特

別
措

置
法
施

行
令

第
２
５

条
の

１
７
第

６
項

第
１

号
に

規
定
す

る
も

の
を
い

う
。

以
下
同

じ
。）

の

合
計
数
が

、
評
議
員
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
て

含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら
な
い

。

（
備

考
）

租
税

特
別

措
置

法
第

４
０

条
の

適
用

を
受

け
な

い
こ

と
と

す
る

場
合

は
、

こ
の

条
を

削
る

。

（
評
議
員
の

任
期
）

第
８
条

評
議
員

の
任
期
は
、
選
任
後
４

年
以
内
に
終
了
す
る
会

計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も

の
に
関
す

る
定
時
評

議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
と
し
、
再
任

を
妨
げ
な
い
。

２
任
期
の
満

了
前
に
退
任
し
た
評
議
員

の
補
欠
と
し
て
選
任
さ

れ
た
評
議
員
の
任
期
は
、

退
任
し
た

評
議
員
の

任
期
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

３
評
議
員
は

、
第
５
条
に
定
め
る
定
数

に
足
り
な
く
な
る
と
き

は
、
任
期
の
満
了
又
は
辞

任
に
よ
り

退
任
し
た
後

も
、
新
た
に
選
任
さ
れ
た

者
が
就
任
す
る
ま

で
、

な
お
評
議
員
と
し

て
の
権
利
義
務
を

有
す
る
。

（
備

考
）

①
法

第
４

１
条

第
１

項
に

基
づ

き
、

評
議

員
の

任
期

は
、

定
款

に
よ

っ
て

選
任

後
６

年
以

内
に

終
了

す
る

会
計

年
度

の
う

ち
最

終
の

も
の

に
関

す
る

定
時

評
議

員
会

の
終

結
の

時
ま

で
伸

長
す

る
こ

と
も

で
き

る
。

②
評

議
員

の
任

期
は

、
定

款
に

よ
っ

て
短

縮
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

た
め

、
増

員
と

し
て

選
任

さ
れ

た
評

議
員

の
任

期
は

、
他

の
評

議
員

の
任

期
満

了
日

と
異

な
り

ま
す

。

③
法

第
４

１
条

第
２

項
に

基
づ

き
、

補
欠

評
議

員
の

任
期

を
退

任
し

た
評

議
員

の
任

期
満

了
時

ま
で

と
し

な
い

場
合

は
、

第
２

項
を

削
り

、
第

３
項

を
繰

り
上

げ
る

こ
と

。

（
評
議
員
の

報
酬
等
）

第
９
条

評
議
員

に
対
し
て
、
各
年
度
の

総
額
が
○
○
○
○
○
○

円
を
超
え
な
い
範
囲
で
、

評
議
員
会

に
お
い
て
別

に
定
め
る
報
酬
等
の
支
給

の
基
準
に
従
っ
て

算
定

し
た
額
を
報
酬
と

し
て
支
給
す
る
こ

と
が
で
き

る
。

（
備

考
）

①
無

報
酬

の
場

合
は

、
そ

の
旨

を
定

め
る

こ
と

。
費

用
弁

償
分

に
つ

い
て

は
報

酬
等

に
含

ま
れ

な
い

。

②
民

間
事

業
者

の
役

員
の

報
酬

等
及

び
従

業
員

の
給

与
、

当
該

法
人

の
経

理
の

状
況

そ
の

他
の

事
情

を
考

慮
し

て
、

不
当

に
高

額
な

も
の

と
な

ら
な

い
よ

う
、

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
勤

務
形

態
に

応
じ

た
報

酬
等

の
区

分
及

び
そ

の
額

の
算

定
方

法
並

び
に

支
給

の
方

法
及

び
形

態
に

関
す

る
事

項
を

定
め

た
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

を
定

め
、
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公
表

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。（

法
第

４
５

条
の

３
５

、
第

５
９

条
の

２
第

１
項

第
２

号
）

第
３
章

評
議

員
会

（
構
成
）

第
１
０
条

評
議

員
会
は
、
全
て
の
評
議
員
を
も
っ
て
構

成
す
る
。

（
権
限
）

第
１
１
条

評
議

員
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す

る
。

（
１
）
理
事
及

び
監
事
の
選
任
又
は
解
任

（
２
）
理
事
及

び
監
事
の
報
酬
等
の
額

（
３
）
理
事
及

び
監
事
並
び
に
評
議
員
に
対
す
る
報
酬

等
の
支
給
の
基
準

（
４
）
事
業
計

画
及
び
収
支
予
算

（
５
）
臨
機
の

措
置
（
予
算
外
の
新
た
な
義
務
の
負
担

及
び
権
利
の
放
棄
）

（
６
）
計
算
書

類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）

及
び
財
産
目
録
の
承
認

（
７
）
公
益
事

業
・
収
益
事
業
に
関
す
る
重
要
な
事
項

（
８
）
定
款
の

変
更

（
９
）
解
散
（

合
併
又
は
破
産
に
よ
る
解
散
を
除
く
）

の
決
議

（
10
）
解
散
し

た
場
合
に
お
け
る
残
余
財
産
の
処
分

（
11
）
合
併
の

承
認

（
12
）
基
本
財

産
の
処
分

（
13
）
社
会
福

祉
充
実
計
画
の
承
認

（
14
）
そ
の
他

評
議
員
会
で
決
議
す
る
も
の
と
し
て
法

令
又
は
こ
の
定
款
で
定
め
ら
れ
た
事
項

（
備

考
）

①
会

計
監

査
人

を
置

く
場

合
は

、（
１

）
を

次
の

と
お

り
記

載
す

る
。

（
１

）
理

事
及

び
監

事
並

び
に

会
計

監
査

人
の

選
任

又
は

解
任

②
（

２
）

に
つ

い
て

は
、

本
定

款
で

報
酬

等
の

額
を

定
め

な
い

場
合

に
は

、
評

議
員

会
に

お
い

て
決

定
す

る
必

要
が

あ
る

。（
法

第
４

５
条

の
１

６
第

４
項

に
お

い
て

準
用

す
る

一
般

法
人

法
第

８
９

条
、

法
第

４
５

条
の

１
８

第
３

項

に
お

い
て

準
用

す
る

一
般

法
人

法
第

１
０

５
条

第
１

項
）

③
租

税
特

別
措

置
法

第
４

０
条

の
適

用
を

受
け

な
い

こ
と

と
す

る
場

合
は

、
こ

の
条

の
（

４
）、

（
５

）、
（

７
）、

（
9
）

を
削

る
。

（
開
催
）

第
１
２
条

評
議
員
会
は
、
定
時
評
議
員

会
と
し
て
毎
年
度
○
月
に
１

回
開
催
す
る
ほ
か
、

○
月
及
び

必
要
が
あ
る
場

合
に
開
催
す
る
。

（
備

考
）

定
時

評
議

員
会

は
、

年
に

１
回

、
毎

会
計

年
度

の
終

了
後

一
定

の
時

期
に

招
集

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
（

法
第

４
５

条
の

９
第

１
項

）
の

で
、

開
催

時
期

を
定

め
て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
。

な
お

、
「

毎
年

度
○

月
」

に
つ

い
て

は
、

４
月

か
ら

６
月

ま
で

の
範

囲
と

な
る

。
開

催
月

を
指

定
し

な
い

場
合

は

「
毎

年
度

○
月

」
を

「
毎

会
計

年
度

終
了

後
３

箇
月

以
内

」
と

す
る

こ
と

も
差

し
支

え
な

い
。

他
方

、
臨

時
評

議
員

会

は
、

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

い
つ

で
も

招
集

す
る

こ
と

が
で

き
る

。（
法

第
４

５
条

の
９

第
２

項
）

（
招
集
）

第
１
３
条

評
議
員
会
は
、
法
令
に
別
段

の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き

、
理
事
会
の
決
議
に

基
づ
き
理

事
長
が
招

集
す
る
。

２
評
議
員
は

、
理
事
長
に
対
し
、
評
議

員
会
の
目
的
で
あ
る
事

項
及
び
招
集
の
理
由
を
示

し
て
、
評

議
員
会
の

招
集
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
決
議
）

第
１
４
条

評
議
員
会
の
決
議
は
、
決
議

に
つ
い
て
特
別
の
利
害

関
係
を
有
す
る
評
議
員
を

除
く
評
議

員
の
過
半

数
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て

行
う
。

２
前
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の

決
議
は
、
決
議
に
つ
い

て
特
別
の
利
害
関
係
を
有

す
る
評
議

員
を
除
く

評
議
員
の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多

数
を
も
っ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。

（
１
）
監

事
の
解
任

（
２
）
定

款
の
変
更

（
３
）
そ

の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
項

３
理
事
又
は

監
事
を
選
任
す
る
議
案
を

決
議
す
る
に
際
し
て
は

、
候
補
者
ご
と
に
第
１
項

の
決
議
を

行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
理
事
又
は

監
事
の
候
補
者
の

合
計

数
が
第
１
６
条
に

定
め
る
定
数
を
上

回
る
場
合
に

は
、
過
半
数
の
賛
成
を
得

た
候
補
者
の
中
か

ら
得

票
数
の
多
い
順
に

定
数
の
枠
に
達
す

る
ま
で
の

者
を
選
任
す
る
こ
と
と
す
る
。

４
第
１
項
及

び
第
２
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
評
議
員
（
当

該
事
項
に
つ
い
て
議
決
に

加
わ
る
こ

と
が

で
き
る

も
の

に
限
る

。
）

の
全

員
が

書
面

又
は

電
磁

的
記
録

に
よ

り
同
意

の
意

思
表

示
を

し
た

と
き
は
、

評
議
員
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も
の
と
み

な
す
。

（
備

考
）

①
第

１
項

に
つ

い
て

は
、

法
第

４
５

条
の

９
第

６
項

に
基

づ
き

、
過

半
数

に
代

え
て

、
こ

れ
を

上
回

る
割

合
を

定
款

で
定

め
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。（
例

：
理

事
の

解
任

等
）

②
第

２
項

に
つ

い
て

は
、

法
第

４
５

条
の

９
第

７
項

に
基

づ
き

、
３

分
の

２
以

上
に

代
え

て
、

こ
れ

を
上

回
る

割
合

を
定

め
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。

（
議
事
録
）

第
１
５
条

評
議
員
会
の
議
事
に
つ
い
て

は
、
法
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
議
事
録
を

作
成
す
る
。

２
出
席
し

た
評
議
員
及
び
理
事
は
、
前
項
の
議
事

録
に
署
名
押
印
又
は
記
名
押
印
す
る
。

（
備

考
）

①
署

名
の

場
合

の
押

印
は

認
印

、
記

名
の

場
合

の
押

印
は

実
印

と
す

る
こ

と
。

②
第

２
項

に
関

わ
ら

ず
、

議
長

及
び

会
議

に
出

席
し

た
評

議
員

の
う

ち
か

ら
選

出
さ

れ
た

議
事

録
署

名
人

２
名

が
こ

れ
に

署
名

押
印

し
、

又
は

記
名

押
印

す
る

こ
と

と
し

て
も

差
し

支
え

な
い

こ
と

。

第
４
章

役
員
及
び
職

員

（
役
員
の
定

数
）

第
１
６
条

こ
の
法
人
に
は
、
次
の
役
員
を
置
く
。

（
１
）
理

事
６
名

（
２
）
監

事
２
名

２
理
事
の

う
ち
１
名
を
理
事
長
と
す
る
。

３
理
事
長

以
外
の
理
事
の
う
ち
、
○
名
を
業
務
執

行
理
事
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備

考
）

①
理

事
は

６
名

以
上

、
監

事
は

２
名

以
上

と
す

る
こ

と
。

②
理

事
及

び
監

事
の

定
数

は
、

次
の

と
お

り
不

確
定

数
と

す
る

こ
と

も
可

能
。
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（
１

）
理

事
〇

〇
名

以
上

○
○

名
以

内

（
２

）
監

事
〇

〇
名

以
内

③
会

計
監

査
人

を
置

く
場

合
は

、「
第

４
章

役
員

及
び

会
計

監
査

人
並

び
に

職
員

」
と

し
、

第
１

６
条

の
見

出
し

を
「（

役
員

及
び

会
計

監
査

人
の

定
数

）」
と

す
る

こ
と

。
ま

た
、

第
３

項
の

次
に

、
次

の
１

項
を

加
え

る
こ

と
。

４
こ

の
法

人
に

会
計

監
査

人
を

置
く

。

⑤
社

会
福

祉
法

の
名

称
と

は
異

な
る

通
称

名
や

略
称

を
定

款
に

使
用

す
る

場
合

（
例

え
ば

、
理

事
長

を
「

会
長

」
と

表
記

す
る

よ
う

な
場

合
）

に
は

、「
法

律
上

の
名

称
」

と
定

款
で

使
用

す
る

名
称

が
ど

の
よ

う
な

関
係

に
あ

る
の

か

を
、

定
款

上
、

明
確

に
す

る
必

要
が

あ
る

こ
と

。

理
事

長
、

業
務

執
行

理
事

の
役

職
名

を
、

会
長

、
常

務
理

事
と

す
る

場
合

の
例

を
次

に
示

す
。

２
理

事
の

う
ち

１
名

を
会

長
、

○
名

を
常

務
理

事
と

す
る

。

３
前

項
の

会
長

を
も

っ
て

社
会

福
祉

法
の

理
事

長
と

し
、

常
務

理
事

を
も

っ
て

同
法

第
４

５
条

の
１

６
第

２
項

第
２

号
の

業
務

執
行

理
事

と
す

る
。

（
役
員
の
選
任
）

第
１
７
条

理
事

及
び
監
事
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ

っ
て
選
任
す
る
。

２
理
事
長
及
び

業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
会
の
決
議
に

よ
っ
て
理
事
の
中
か
ら
選
定
す
る
。

（
備

考
）

会
計

監
査

人
を

置
く

場
合

は
、

第
１

７
条

の
見

出
し

を
「（

役
員

及
び

会
計

監
査

人
の

選
任

）」
と

し
、

監
事

の
次

に

「
並

び
に

会
計

監
査

人
」

を
加

え
る

こ
と

。

（
役
員
の
資
格
）

第
１
８
条

社
会
福
祉
法
第
４
４
条
第
６

項
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、

こ
の
法
人
の
理
事
の

う
ち
に
は
、

理
事
の
い
ず
れ
か

１
名
及
び
そ
の
親
族

そ
の
他
特
殊
の
関

係
が
あ
る
者

の
合
計
数
が
、
理
事
総
数
の

３
分
の
１
を
超

え
て
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら

な
い
。

２
社
会
福
祉
法
第
４
４
条
第
７
項
を
遵

守
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
法

人
の
監
事
に
は
、
こ

の
法
人
の

理
事

（
そ
の

親
族

そ
の
他

特
殊

の
関
係

が
あ

る
者

を
含

む
。
）
及

び
評

議
員
（

そ
の

親
族

そ
の

他
特

殊
の

関
係
が

あ
る

者
を
含

む
。
）

並
び
に

、
こ

の
法

人
の

職
員
が

含
ま

れ
て
は

な
ら

な
い

。
ま

た
、

各
監
事
は
、
相

互
に
親
族
そ
の
他
特
殊
の
関
係
が
あ
る

者
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

（
備

考
）

①
監

事
の

人
数

が
６

名
以

上
で

あ
る

場
合

に
は

、
第

２
項

を
次

の
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。

２
社

会
福

祉
法

第
４

４
条

第
７

項
を

遵
守

す
る

と
と

も
に

、
こ

の
法

人
の

監
事

に
は

、
こ

の
法

人
の

理
事

（
そ

の
親

族
そ

の
他

特
殊

の
関

係
が

あ
る

者
を

含
む

。）
及

び
評

議
員

（
そ

の
親

族
そ

の
他

特
殊

の
関

係
が

あ
る

者

を
含

む
。）

並
び

に
、

こ
の

法
人

の
職

員
が

含
ま

れ
て

は
な

ら
な

い
。

監
事

の
う

ち
に

は
、

監
事

の
い

ず
れ

か

１
名

及
び

そ
の

親
族

そ
の

他
特

殊
の

関
係

が
あ

る
者

の
合

計
数

が
監

事
総

数
（

現
在

数
）

の
３

分
の

１
を

超
え

て
含

ま
れ

る
こ

と
に

な
っ

て
は

な
ら

な
い

。

②
租

税
特

別
措

置
法

第
４

０
条

の
適

用
を

受
け

な
い

こ
と

と
す

る
場

合
は

、
こ

の
条

を
削

る
。

（
理
事
の
職
務
及

び
権
限
）

第
１
９
条

理
事
は
、
理
事
会
を
構
成
し

、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

、
職
務
を

執
行
す
る
。

２
理
事
長
は
、
法
令
及
び
こ
の
定
款
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
こ

の
法
人
を
代
表
し
、

そ
の
業
務

を
執
行
し
、
業
務

執
行
理
事
は
、
理
事

会
に
お
い
て
別
に

定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
こ
の
法
人
の
業

務
を
分
担
執
行

す
る
。

３
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
は
、
３

箇
月
に
１
回
以
上
、
自
己
の

職
務
の
執
行
の
状
況

を
理
事
会

に
報
告
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

一
般
理
事
と
の
職
務
権
限
を
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
備

考
）

理
事

長
及

び
業

務
執

行
理

事
の

自
己

の
職

務
の

執
行

の
状

況
を

理
事

会
に

報
告

す
る

頻
度

に
つ

い
て

は
、

定
款

で
、

毎
会

計
年

度
に

４
月

を
超

え
る

間
隔

で
２

回
以

上
と

す
る

こ
と

も
可

能
（

法
第

４
５

条
の

１
６

第
３

項
）

で
あ

る
。

そ

の
場

合
は

、
第

３
項

を
次

の
と

お
り

記
載

す
る

。

３
理

事
長

及
び

業
務

執
行

理
事

は
、

毎
会

計
年

度
に

４
箇

月
を

超
え

る
間

隔
で

２
回

以
上

、
自

己
の

職
務

の
執

行

の
状

況
を

理
事

会
に

報
告

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
監
事
の
職

務
及
び
権
限
）

第
２
０
条

監
事
は
、
理
事
の
職
務
の
執

行
を
監
査
し
、
法
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

監
査
報
告

を
作
成
す

る
。

２
監
事
は
、

い
つ
で
も
、
理
事
及
び
職

員
に
対
し
て
事
業
の
報

告
を
求
め
、
こ
の
法
人
の

業
務
及
び

財
産
の
状

況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
備

考
）

会
計

監
査

人
を

置
く

場
合

は
、

次
の

条
を

追
加

す
る

こ
と

。

（
会

計
監

査
人

の
職

務
及

び
権

限
）

第
○

条
会

計
監

査
人

は
、

法
令

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
こ

の
法

人
の

計
算

書
類

（
貸

借
対

照
表

、
資

金
収

支

計
算

書
及

び
事

業
活

動
計

算
書

）
並

び
に

こ
れ

ら
の

附
属

明
細

書
及

び
財

産
目

録
を

監
査

し
、

会
計

監
査

報
告

を

作
成

す
る

。

２
会

計
監

査
人

は
、

い
つ

で
も

、
次

に
掲

げ
る

も
の

の
閲

覧
及

び
謄

写
を

し
、

又
は

理
事

及
び

職
員

に
対

し
、

会

計
に

関
す

る
報

告
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

る
。

（
１

）
会

計
帳

簿
又

は
こ

れ
に

関
す

る
資

料
が

書
面

を
も

っ
て

作
成

さ
れ

て
い

る
と

き
は

、
当

該
書

面

（
２

）
会

計
帳

簿
又

は
こ

れ
に

関
す

る
資

料
が

電
磁

的
記

録
を

も
っ

て
作

成
さ

れ
て

い
る

と
き

は
、

当
該

電
磁

的
記

録
に

記
録

さ
れ

た
事

項
を

法
令

で
定

め
る

方
法

に
よ

り
表

示
し

た
も

の

（
役
員
の
任

期
）

第
２
１
条

理
事
又
は
監
事
の
任
期
は
、

選
任
後
２
年
以
内
に
終

了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち

最
終
の
も

の
に
関
す

る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
と

し
、
再
任
を
妨
げ
な
い
。

２
補
欠
又
は

増
員
と
し
て
選
任
さ
れ
た

役
員
（
理
事
又
は
監
事

）
の
任
期
は
、
前
任
者
又

は
他
の
役

員
（
理
事

又
は
監
事
）
の
任
期
の
満
了
す
る
時
ま

で
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
理
事
又
は

監
事
は
、
第
１
６
条
に
定

め
る
定
数
に
足
り
な
く

な
る
と
き
は
、
任
期
の
満

了
又
は
辞

任
に
よ
り
退

任
し
た
後
も
、
新
た
に
選

任
さ
れ
た
者
が
就

任
す

る
ま
で
、
な
お
理

事
又
は
監
事
と
し

て
の
権
利

義
務
を
有
す
る
。

（
備

考
）

①
会

計
監

査
人

を
置

く
場

合
は

、
第

２
１

条
の

見
出

し
を

「（
役

員
及

び
会

計
監

査
人

の
任

期
）」

と
す

る
こ

と
。

ま

た
、

第
３

項
の

次
に

次
の

１
項

を
加

え
る

こ
と

。

４
会

計
監

査
人

の
任

期
は

、
選

任
後

１
年

以
内

に
終

了
す

る
会

計
年

度
の

う
ち

、
最

終
の

も
の

に
関

す
る

定
時

評

議
員

会
の

終
結

の
時

ま
で

と
す

る
。

た
だ

し
、

そ
の

定
時

評
議

員
会

に
お

い
て

別
段

の
決

議
が

さ
れ

な
か

っ
た

と

き
は

、
再

任
さ

れ
た

も
の

と
み

な
す

。

②
役

員
（

理
事

又
は

監
事

）
の

任
期

は
、

定
款

に
よ

っ
て

短
縮

す
る

こ
と

も
で

き
る

。（
法

第
４

５
条

）

③
法

第
４

５
条

に
基

づ
き

、
補

欠
理

事
又

は
監

事
の

任
期

を
退

任
し

た
理

事
又

は
監

事
の

任
期

満
了

時
ま

で
と

し
な

い
場

合
は

、
第

２
項

を
削

り
、

第
３

項
を

繰
り

上
げ

る
こ

と
。

（
役
員
の
解

任
）

第
２
２
条

理
事
又
は
監
事
が
、
次
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
と

き
は
、
評
議
員
会
の
決
議

に
よ
っ
て

解
任
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
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（
１
）
職
務
上

の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ

た
と
き
。

（
２
）
心
身
の

故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が

あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
。

（
備

考
）

会
計

監
査

人
を

置
く

場
合

は
、

第
２

２
条

の
見

出
し

を
「（

役
員

及
び

会
計

監
査

人
の

解
任

）」
と

す
る

こ
と

。
ま

た
、

第
１

項
の

次
に

次
の

１
項

を
加

え
る

こ
と

。

２
会

計
監

査
人

が
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
と

き
は

、
評

議
員

会
の

決
議

に
よ

っ
て

解
任

す
る

こ
と

が
で

き

る
。

（
１

）
職

務
上

の
義

務
に

違
反

し
、

又
は

職
務

を
怠

っ
た

と
き

。

（
２

）
会

計
監

査
人

と
し

て
ふ

さ
わ

し
く

な
い

非
行

が
あ

っ
た

と
き

。

（
３

）
心

身
の

故
障

の
た

め
、

職
務

の
執

行
に

支
障

が
あ

り
、

又
は

こ
れ

に
堪

え
な

い
と

き
。

３
監

事
は

、
会

計
監

査
人

が
、

前
項

各
号

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

と
き

は
、

監
事

全
員

の
同

意
に

よ
り

、
会

計

監
査

人
を

解
任

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
こ

の
場

合
、

監
事

は
、

解
任

し
た

旨
及

び
解

任
の

理
由

を
、

解
任

後
最

初

に
招

集
さ

れ
る

評
議

員
会

に
報

告
す

る
も

の
と

す
る

。

（
役
員
の
報
酬
等

）

第
２
３
条

理
事
及
び
監
事
に
対
し
て
、

評
議
員
会
に
お
い
て
別
に
定

め
る
総
額
の
範
囲
内

で
、
評
議

員
会
に
お
い
て
別

に
定
め
る
報
酬
等
の

支
給
の
基
準
に
従

っ
て
算
定
し

た
額
を
報
酬
等
と
し
て
支
給

す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
備

考
）

①
会

計
監

査
人

を
置

く
場

合
は

、
第

２
３

条
の

見
出

し
を

「（
役

員
及

び
会

計
監

査
人

の
報

酬
等

）」
と

す
る

こ
と

。

ま
た

、
第

１
項

の
次

に
次

の
１

項
を

加
え

る
。

２
会

計
監

査
人

に
対

す
る

報
酬

等
は

、
監

事
の

過
半

数
の

同
意

を
得

て
、

理
事

会
に

お
い

て
定

め
る

。

②
理

事
及

び
監

事
の

報
酬

等
の

額
を

定
款

に
定

め
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。
記

載
は

、
あ

く
ま

で
一

例
で

あ
る

の
で

、

法
人

の
実

態
に

即
し

た
記

述
と

す
る

こ
と

。

③
無

報
酬

の
場

合
は

、
そ

の
旨

を
定

め
る

こ
と

。
費

用
弁

償
分

に
つ

い
て

は
報

酬
等

に
含

ま
れ

な
い

。

④
民

間
事

業
者

の
役

員
の

報
酬

等
及

び
従

業
員

の
給

与
、

当
該

法
人

の
経

理
の

状
況

そ
の

他
の

事
情

を
考

慮
し

て
、

不
当

に
高

額
な

も
の

と
な

ら
な

い
よ

う
、

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
勤

務
形

態
に

応
じ

た
報

酬
等

の
区

分
及

び
そ

の
額

の
算

定
方

法
並

び
に

支
給

の
方

法
及

び
形

態
に

関
す

る
事

項
を

定
め

た
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

を
定

め
、

公
表

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。（

法
第

４
５

条
の

３
５

、
第

５
９

条
の

２
第

１
項

第
２

号
）

（
職
員
）

第
２
４
条

こ
の

法
人
に
、
職
員
を
置
く
。

２
こ

の
法
人

の
設

置
経

営
す

る
施

設
の

長
、

他
の

重
要

な
職

員
（

以
下

「
施

設
長

等
」

と
い
う

。）

は
、
理
事
会
に

お
い
て
、
選
任
及
び
解
任
す
る
。

３
施
設
長
等
以

外
の
職
員
は
、
理
事
長
が
任
免
す
る
。

（
備

考
）

運
営

協
議

会
（

地
域

や
利

用
者

の
意

見
を

法
人

運
営

に
反

映
さ

せ
る

べ
く

、
地

域
の

代
表

者
や

利
用

者
又

は
利

用
者

の
家

族
の

代
表

者
等

を
構

成
員

と
し

て
社

会
福

祉
法

人
が

任
意

で
設

置
す

る
も

の
）

を
設

け
る

場
合

に
は

、
定

款
に

次

の
章

を
加

え
る

こ
と

。

第
〇

章
運

営
協

議
会

（
運

営
協

議
会

の
設

置
）

第
〇

条
こ

の
法

人
に

、
運

営
協

議
会

を
置

く
。

（
運

営
協

議
会

の
委

員
の

定
数

）

第
○

条
運

営
協

議
会

の
委

員
は

○
名

と
す

る
。

（
運

営
協

議
会

の
委

員
の

選
任

）

第
○

条
運

営
協

議
会

の
委

員
は

、
各

号
に

掲
げ

る
者

か
ら

理
事

長
が

選
任

す
る

。

（
１

）
地

域
の

代
表

者

（
２

）
利

用
者

又
は

利
用

者
の

家
族

の
代

表
者

（
３

）
そ

の
他

理
事

長
が

適
当

と
認

め
る

者

（
運

営
協

議
会

の
委

員
の

定
数

の
変

更
）

第
○

条
法

人
が

前
々

条
に

定
め

る
定

数
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

運
営

協
議

会
の

意
見

を
聴

か
な

け
れ

ば

な
ら

な
い

。

（
意

見
の

聴
取

）

第
○

条
理

事
長

は
、

必
要

に
応

じ
て

、
運

営
協

議
会

か
ら

、
地

域
や

利
用

者
の

意
見

を
聴

取
す

る
も

の
と

す
る

。

（
そ

の
他

）

第
〇

条
運

営
協

議
会

に
つ

い
て

は
、

こ
の

定
款

に
定

め
の

あ
る

も
の

の
ほ

か
、

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
も

の

と
す

る
。

（
備

考
）

社
会

福
祉

協
議

会
及

び
社

団
的

な
法

人
で

、
会

員
制

度
を

設
け

る
社

会
福

祉
法

人
は

、
定

款
に

次
の

章
を

加
え

る
こ

と
。 第

〇
章

会
員

（
会

員
）

第
〇

条
こ

の
法

人
に

会
員

を
置

く
。

２
会

員
は

、
こ

の
法

人
の

目
的

に
賛

同
し

、
目

的
達

成
の

た
め

必
要

な
援

助
を

行
う

も
の

と
す

る
。

３
会

員
に

関
す

る
規

程
は

、
別

に
定

め
る

。

第
５
章

理
事

会

（
構
成
）

第
２
５
条

理
事
会
は
、
全
て
の
理
事
を
も
っ
て
構

成
す
る
。

（
権
限
）

第
２
６
条

理
事
会
は
、
次
の
職
務
を
行

う
。
た
だ
し
、
日
常
の

業
務
と
し
て
理
事
会
が
定

め
る
も
の

に
つ
い
て

は
理
事
長
が
専
決
し
、
こ
れ
を
理
事
会

に
報
告
す
る
。

（
１
）
こ

の
法
人
の
業
務
執
行
の
決
定

（
２
）
理

事
の
職
務
の
執
行
の
監
督

（
３
）
理

事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
の
選
定
及
び

解
職

（
備

考
）

「
日

常
の

業
務

と
し

て
理

事
会

が
定

め
る

も
の

」
の

例
と

し
て

は
、

次
の

よ
う

な
業

務
が

あ
る

。

な
お

、
こ

れ
ら

は
例

示
で

あ
っ

て
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
き

、
こ

れ
ら

以
外

の
業

務
で

あ
っ

て
も

理
事

会
に

お
い

て
定

め
る

こ
と

は
差

し
支

え
な

い
こ

と
。

ま
た

、
こ

れ
ら

の
中

に
は

、
諸

規
程

に
お

い
て

定
め

る
契

約
担

当
者

に
委

任
さ

れ
る

も
の

も
含

ま
れ

る
。

①
「

施
設

長
等

の
任

免
そ

の
他

重
要

な
人

事
」

を
除

く
職

員
の

任
免

（
注

）
理

事
長

が
専

決
で

き
る

人
事

の
範

囲
に

つ
い

て
は

、
法

人
と

し
て

の
判

断
に

よ
り

決
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

の
で

、
理

事
会

が
あ

ら
か

じ
め

法
人

の
定

款
細

則
等

に
規

定
し

て
お

く
こ

と
。

②
職

員
の

日
常

の
労

務
管

理
・

福
利

厚
生

に
関

す
る

こ
と

③
債

権
の

免
除

・
効

力
の

変
更

の
う

ち
、

当
該

処
分

が
法

人
に

有
利

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
、

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
特

別
の

理
由

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
。

た
だ

し
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
く

。
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④
設

備
資

金
の

借
入

に
係

る
契

約
で

あ
っ

て
予

算
の

範
囲

内
の

も
の

⑤
建

設
工

事
請

負
や

物
品

納
入

等
の

契
約

の
う

ち
次

の
よ

う
な

軽
微

な
も

の

ア
日

常
的

に
消

費
す

る
給

食
材

料
、

消
耗

品
等

の
日

々
の

購
入

イ
施

設
設

備
の

保
守

管
理

、
物

品
の

修
理

等

ウ
緊

急
を

要
す

る
物

品
の

購
入

等

（
注

）
理

事
長

が
専

決
で

き
る

契
約

の
金

額
及

び
範

囲
に

つ
い

て
は

、
随

意
契

約
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

場

合
の

基
準

も
参

酌
し

な
が

ら
、

法
人

の
判

断
に

よ
り

決
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

の
で

、
理

事
会

が

あ
ら

か
じ

め
法

人
の

定
款

細
則

等
に

規
定

し
て

お
く

こ
と

。

⑥
基

本
財

産
以

外
の

固
定

資
産

の
取

得
及

び
改

良
等

の
た

め
の

支
出

並
び

に
こ

れ
ら

の
処

分
。

た
だ

し
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
く

。

（
注

）
理

事
長

が
専

決
で

き
る

取
得

等
の

範
囲

に
つ

い
て

は
、

法
人

の
判

断
に

よ
り

決
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ

る
の

で
、

理
事

会
が

あ
ら

か
じ

め
法

人
の

定
款

細
則

等
に

規
定

し
て

お
く

こ
と

。

⑦
損

傷
そ

の
他

の
理

由
に

よ
り

不
要

と
な

っ
た

物
品

又
は

修
理

を
加

え
て

も
使

用
に

耐
え

な
い

と
認

め
ら

れ
る

物
品

の
売

却
又

は
廃

棄
。

た
だ

し
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
固

定
資

産
を

除
く

。

（
注

）
理

事
長

が
専

決
で

処
分

で
き

る
固

定
資

産
等

の
範

囲
に

つ
い

て
は

、
法

人
の

判
断

に
よ

り
決

定
す

る
こ

と

が
必

要
で

あ
る

の
で

、
理

事
会

が
あ

ら
か

じ
め

法
人

の
定

款
細

則
等

に
規

定
し

て
お

く
こ

と
。

⑧
予

算
上

の
予

備
費

の
支

出

⑨
入

所
者

・
利

用
者

の
日

常
の

処
遇

に
関

す
る

こ
と

⑩
入

所
者

の
預

り
金

の
日

常
の

管
理

に
関

す
る

こ
と

⑪
寄

付
金

の
受

入
れ

に
関

す
る

決
定

。
た

だ
し

、
法

人
運

営
に

重
大

な
影

響
が

あ
る

も
の

を
除

く
。

（
注

）
寄

付
金

の
募

集
に

関
す

る
事

項
は

専
決

で
き

な
い

こ
と

。

（
招
集
）

第
２
７
条

理
事

会
は
、
理
事
長
が
招
集
す
る
。

２
理
事
長
が
欠

け
た
と
き
又
は
理
事
長
に
事
故
が
あ
る

と
き
は
、
各
理
事
が
理
事
会
を
招
集
す
る
。

（
決
議
）

第
２
８
条

理
事
会
の
決
議
は
、
決
議
に

つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を

有
す
る
理
事
を
除
く

理
事
の
過

半
数
が
出
席
し

、
そ
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事

（
当
該
事
項
に
つ
い
て
議
決

に
加
わ
る
こ
と
が
で

き
る
も
の

に
限

る
。
）
の

全
員

が
書
面

又
は

電
磁
的

記
録

に
よ

り
同

意
の
意

思
表

示
を
し

た
と

き
（

監
事

が
当

該
提

案
に
つ

い
て

異
議
を

述
べ

た
と
き

を
除

く
。
）

は
、

理
事
会

の
決

議
が
あ

っ
た

も
の

と
み

な
す
。

（
備

考
）

第
１

項
に

つ
い

て
は

、
法

第
４

５
条

の
１

４
第

４
項

に
基

づ
き

、
過

半
数

に
代

え
て

、
こ

れ
を

上
回

る
割

合
を

定
款

で
定

め
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。

（
議
事
録
）

第
２
９
条

理
事

会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
法
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
議
事
録
を
作
成
す
る
。

２
出
席
し
た
理

事
及
び
監
事
は
、
前
項
の
議
事
録
に
署

名
押
印
又
は
記
名
押
印
す
る
。

（
備

考
）

①
署

名
の

場
合

の
押

印
は

認
印

、
記

名
の

場
合

の
押

印
は

実
印

と
す

る
こ

と
。

②
定

款
で

、
署

名
押

印
又

は
記

名
押

印
す

る
者

を
、

当
該

理
事

会
に

出
席

し
た

理
事

長
及

び
監

事
と

す
る

こ
と

も
で

き
る

。（
法

第
４

５
条

の
１

４
第

６
項

）

第
６
章

資
産
及
び
会

計

（
資
産
の
区

分
）

第
３
０
条

こ
の
法
人
の
資
産
は
、
こ
れ
を
分
け
て

基
本
財
産
と
そ
の
他
財
産
の
２
種
と
す

る
。

２
基
本
財

産
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
財
産
を
も

っ
て
構
成
す
る
。

（
１
）
土

地

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
〇
〇

番
所
在
の
○
○
○
○
ホ

ー
ム
○
○
園

敷
地
（
○
○
平
方
メ

ー
ト
ル
）

②
伊
勢
市
○
○
町
〇
〇
番
所

在
の
○
○
○
○
ホ
ー
ム

○
○
園

敷
地
（
○
○
平

方
メ
ー
ト

ル
）

（
２
）
建

物

①
伊
勢
市
○
○
一
丁
目
〇
〇

番
○
○
号
所
在
の
○
○

造
○
○
屋
根
○
階
建
〇
〇

○
○
ホ
ー

ム
○
○
園

１
棟
（
○
階
○
○
平
方
メ

ー
ト
ル
、
○
階
○
○
平
方
メ
ー
ト
ル
）

②
伊
勢
市
〇
○
町
〇
〇
番
地

所
在
の
○
○
造
○
○
屋

根
平
家
建
〇
〇
○
○
ホ
ー

ム
○
○
園

１
棟
（
○
階
○
○
平
方
メ
ー
ト
ル
）

３
そ
の
他

財
産
は
、
基
本
財
産
以
外
の
財
産
と
す

る
。

４
基
本
財
産

に
指
定
さ
れ
て
寄
附
さ
れ

た
金
品
は
、
速
や
か
に

第
２
項
に
掲
げ
る
た
め
、

必
要
な
手

続
を
と
ら

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備

考
）

①
法

務
局

の
登

記
簿

に
記

載
さ

れ
た

地
番

と
同

一
の

も
の

を
記

載
す

る
こ

と
。

②
土

地
は

１
筆

ご
と

、
建

物
は

１
棟

ご
と

に
記

載
す

る
こ

と
。

ま
た

、
建

物
が

２
階

建
て

以
上

で
あ

る
場

合
は

、
階

層
ご

と
の

面
積

を
記

載
す

る
こ

と
。

③
公

益
及

び
収

益
を

目
的

と
す

る
事

業
を

行
う

場
合

に
は

、
次

の
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。

（
資

産
の

区
分

）

第
３

０
条

こ
の

法
人

の
資

産
は

、
こ

れ
を

分
け

て
基

本
財

産
、

そ
の

他
財

産
、

公
益

事
業

用
財

産
及

び
収

益
事

業

用
財

産
（

公
益

事
業

又
は

収
益

事
業

の
い

ず
れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
、

当
該

事
業

用
財

産
の

み
を

記
載

）
の

４

種
（

公
益

事
業

又
は

収
益

事
業

の
い

ず
れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
３

種
）

と
す

る
。

２
本

文
第

２
項

に
同

じ
。

３
そ

の
他

財
産

は
、

基
本

財
産

、
公

益
事

業
用

財
産

及
び

収
益

事
業

用
財

産
（

公
益

事
業

又
は

収
益

事
業

の
い

ず

れ
か

一
方

を
行

う
場

合
は

、
当

該
事

業
用

財
産

の
み

を
記

載
）

以
外

の
財

産
と

す
る

。

４
公

益
事

業
用

財
産

及
び

収
益

事
業

用
財

産
（

公
益

事
業

又
は

収
益

事
業

の
い

ず
れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
、

当

該
事

業
用

財
産

の
み

を
記

載
）

は
、

第
〇

条
に

掲
げ

る
公

益
を

目
的

と
す

る
事

業
及

び
第

〇
条

に
掲

げ
る

収
益

を

目
的

と
す

る
事

業
（

公
益

を
目

的
と

す
る

事
業

又
は

収
益

を
目

的
と

す
る

事
業

の
い

ず
れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
、

当
該

事
業

の
み

を
記

載
）

の
用

に
供

す
る

財
産

と
す

る
。

５
本

文
第

４
項

に
同

じ
。

（
基
本
財
産

の
処
分
）

第
３
１
条

基
本
財
産
を
処
分
し
、
又
は

担
保
に
供
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
理
事
総
数
の

３
分
の
２

以
上
の
同
意

及
び
評
議
員
会
の
承
認
を

得
て
、
伊
勢
市
長

の
承

認
を
得
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
伊
勢
市
長

の
承
認
は
必
要
と
し
な
い
。

（
１
）

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
に
対
し

て
基
本
財
産
を
担
保
に
供
す
る
場
合

（
２
）

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機

構
と
協
調
融
資
（
独
立

行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構

の
福
祉
貸

付
が
行
う
施
設
整
備
の
た
め
の
資
金
に
対

す
る
融
資
と

併
せ
て
行
う
同
一
の
財
産
を
担
保

と

す
る

当
該

施
設

整
備

の
た

め
の

資
金

に
対

す
る

融
資

を
い

う
。

以
下

同
じ

。）
に

関
す

る
契

約
を
結
ん
だ
民
間
金
融
機
関
に
対
し
て
基

本
財
産
を
担

保
に
供
す
る
場
合
（
協
調
融
資
に

係
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る
担
保

に
限
る
。）

（
３
）

社
会
福
祉
施
設
整
備
の
た
め

の
資
金
に
対
す
る
融
資
を
行

う
確
実
な
民
間
金
融

機
関
に
対

し
て

基
本

財
産

を
担

保
に

供
す

る
場

合
で

、
当

該
事

業
計
画

が
適

切
で

あ
る

と
の

関
係

行

政
庁

に
よ

る
意

見
書

を
伊

勢
市

長
に

届
け

出
た

場
合

。
な
お

、
当

該
貸

付
に

係
る

償
還

が

滞
っ
た
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
伊
勢
市
長
に
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。

（
備

考
）

租
税

特
別

措
置

法
第

４
０

条
の

適
用

を
受

け
な

い
こ

と
と

す
る

場
合

は
、「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

及

び
評

議
員

会
の

承
認

」
を

「
理

事
会

及
び

評
議

員
会

の
承

認
」

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

（
資
産
の
管
理
）

第
３
２
条

こ
の

法
人
の
資
産
は
、
理
事
会
の
定
め
る
方

法
に
よ
り
、
理
事
長
が
管
理
す
る
。

２
資
産
の
う
ち
現
金
は
、
確
実
な
金
融

機
関
に
預
け
入
れ
、
確
実
な

信
託
会
社
に
信
託
し

、
又
は
確

実
な
有
価
証
券

に
換
え
て
、
保
管
す
る
。

（
備

考
）

基
本

財
産

以
外

の
資

産
に

お
い

て
、

株
式

投
資

又
は

株
式

を
含

む
投

資
信

託
等

に
よ

る
管

理
運

用
を

行
う

場
合

に
は

、

第
２

項
の

次
に

次
の

１
項

を
加

え
る

。

３
前

項
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
基

本
財

産
以

外
の

資
産

の
現

金
の

場
合

に
つ

い
て

は
、

理
事

会
の

議
決

を
経

て
、

株
式

等
に

換
え

て
保

管
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

（
事
業
計
画
及
び

収
支
予
算
）

第
３
３
条

こ
の
法
人
の
事
業
計
画
書
及

び
収
支
予
算
書
に
つ
い
て
は

、
毎
会
計
年
度
開
始

の
日
の
前

日
ま
で
に
理
事
長

が
作
成
し
、
理
事
総

数
の
３
分
の
２
以

上
の
同
意
及

び
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け

な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
こ
れ
を
変
更
す
る
場
合
も
、
同

様
と
す
る
。

２
前
項
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
主
た
る

事
務
所
に
当
該
会
計
年
度
が

終
了
す
る
ま
で
の
間

備
え
置
き
、

一
般
の
閲
覧
に

供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
備

考
）

①
租

税
特

別
措

置
法

第
４

０
条

の
適

用
を

受
け

な
い

こ
と

と
す

る
法

人
に

あ
っ

て
は

、
事

業
計

画
書

及
び

収
支

予
算

書
に

つ
い

て
、

第
１

項
を

次
の

と
お

り
記

載
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

第
３

３
条

こ
の

法
人

の
事

業
計

画
書

及
び

収
支

予
算

書
に

つ
い

て
は

、
毎

会
計

年
度

開
始

の
日

の
前

日
ま

で
に

理

事
長

が
作

成
し

、
理

事
会

の
承

認
（

又
は

、
理

事
会

の
決

議
を

経
て

、
評

議
員

会
の

承
認

）
を

受
け

な
け

れ
ば

な

ら
な

い
。

こ
れ

を
変

更
す

る
場

合
も

、
同

様
と

す
る

。

②
書

類
の

備
え

置
き

及
び

閲
覧

に
つ

い
て

、
法

務
局

に
従

た
る

事
務

所
の

登
記

が
さ

れ
て

い
る

場
合

は
、

主
た

る
事

務
所

の
次

に
「

及
び

従
た

る
事

務
所

」
を

加
え

る
こ

と
。

（
事
業
報
告
及
び

決
算
）

第
３
４
条

こ
の
法
人
の
事
業
報
告
及
び

決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計

年
度
終
了
後
、
理
事

長
が
次
の

書
類
を
作
成
し

、
監
事
の
監
査
を
受
け
た
上
で
、
理
事

会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）

事
業

報
告

（
２
）

事
業

報
告
の
附
属
明
細
書

（
３
）

貸
借

対
照
表

（
４
）

収
支

計
算
書
（
資
金
収
支
計
算
書
及
び
事
業

活
動
計
算
書
）

（
５
）

貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算

書
（
資
金
収
支
計
算
書
及
び

事
業
活
動
計
算
書
）

の
附
属
明

細
書

（
６
）

財
産

目
録

２
前
項
の
承
認
を
受
け
た
書
類
の
う
ち

、
第
１
号
、
第
３
号
、
第
４

号
及
び
第
６
号
の
書

類
に
つ
い

て
は
、
定
時

評
議
員
会
に
提
出
し
、
第

１
号
の
書
類
に
つ

い
て

は
そ
の
内
容
を
報

告
し
、
そ
の
他
の

書
類
に
つ

い
て
は
、
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

３
第
１
項
の

書
類
の
ほ
か
、
次
の
書
類

を
主
た
る
事
務
所
に
５

年
間
、
ま
た
、
従
た
る
事

務
所
に
３

年
間
備
え
置

き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す

る
と
と
も
に
、
定

款
を

主
た
る
事
務
所
及

び
従
た
る
事
務
所

に
備
え
置

き
、
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す

る
。

（
１
）
監

査
報
告

（
２
）
理

事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
名
簿

（
３
）
理

事
及
び
監
事
並
び
に
評
議
員
の
報
酬
等

の
支
給
の
基
準
を
記
載
し
た
書
類

（
４
）
事

業
の
概
要
等
を
記
載
し
た
書
類

（
備

考
）

①
法

務
局

に
従

た
る

事
務

所
が

登
記

さ
れ

て
い

な
い

場
合

は
、「

従
た

る
事

務
所

」
を

削
る

。

②
会

計
監

査
人

を
置

く
場

合
は

、
次

の
と

お
り

記
載

す
る

こ
と

。

第
３

４
条

こ
の

法
人

の
事

業
報

告
及

び
決

算
に

つ
い

て
は

、
毎

会
計

年
度

終
了

後
、

理
事

長
が

次
の

書
類

を
作

成
し

、
監

事
の

監
査

を
受

け
、

か
つ

、
第

３
号

か
ら

第
６

号
ま

で
の

書
類

に
つ

い
て

会
計

監
査

人
の

監
査

を
受

け
た

上
で

、
理

事
会

の
承

認
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

（
１

）
事

業
報

告

（
２

）
事

業
報

告
の

附
属

明
細

書

（
３

）
貸

借
対

照
表

（
４

）
収

支
計

算
書

（
資

金
収

支
計

算
書

及
び

事
業

活
動

計
算

書
）

（
５

）
貸

借
対

照
表

及
び

収
支

計
算

書
（

資
金

収
支

計
算

書
及

び
事

業
活

動
計

算
書

）
の

附
属

明
細

書

（
６

）
財

産
目

録

２
前

項
の

承
認

を
受

け
た

書
類

の
う

ち
、

第
１

号
、

第
３

号
、

第
４

号
及

び
第

６
号

の
書

類
に

つ
い

て
は

、
定

時
評

議
員

会
に

報
告

す
る

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

社
会

福
祉

法
施

行
規

則
第

２
条

の
３

９
に

定
め

る
要

件
に

該
当

し
な

い
場

合
に

は
、

第
１

号
の

書
類

を
除

き
、

定
時

評
議

員
会

へ
の

報
告

に
代

え
て

、
定

時
評

議
員

会
の

承
認

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

３
第

１
項

の
書

類
の

ほ
か

、
次

の
書

類
を

主
た

る
事

務
所

に
５

年
間

、
ま

た
、

従
た

る
事

務
所

に
３

年
間

備
え

置
き

、
一

般
の

閲
覧

に
供

す
る

と
と

も
に

、
定

款
を

主
た

る
事

務
所

及
び

従
た

る
事

務
所

に
備

え
置

き
、

一
般

の
閲

覧
に

供
す

る
も

の
と

す
る

。

（
１

）
監

査
報

告

（
２

）
会

計
監

査
報

告

（
３

）
理

事
及

び
監

事
並

び
に

評
議

員
の

名
簿

（
４

）
理

事
及

び
監

事
並

び
に

評
議

員
の

報
酬

等
の

支
給

の
基

準
を

記
載

し
た

書
類

（
５

）
事

業
の

概
要

等
を

記
載

し
た

書
類

（
会
計
年
度

）

第
３
５
条

こ
の
法
人
の
会
計
年
度
は
、

毎
年
４
月
１
日
に
始
ま

り
、
翌
年
３
月
３
１
日
を

も
っ
て
終

わ
る
。

（
会
計
処
理

の
基
準
）

第
３
６
条

こ
の
法
人
の
会
計
に
関
し
て

は
、
法
令
等
及
び
こ
の

定
款
に
定
め
の
あ
る
も
の

の
ほ
か
、

理
事
会
に

お
い
て
定
め
る
経
理
規
程
に
よ
り
処
理

す
る
。

（
備

考
）

法
人

の
会

計
の

処
理

に
つ

い
て

は
、「

社
会

福
祉

法
人

会
計

基
準

」（
平

成
２

８
年

３
月

３
１

日
厚

生
労

働
省

令
第

７

９
号

）
の

定
め

に
従

う
こ

と
。
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（
臨
機
の
措
置
）

第
３
７
条

予
算
を
も
っ
て
定
め
る
も
の

の
ほ
か
、
新
た
に
義
務
の
負

担
を
し
、
又
は
権
利

の
放
棄
を

し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
理
事
総
数
の

３
分
の
２
以
上
の

同
意
及
び
評

議
員
会
の
承
認
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い

。

（
備

考
）

租
税

特
別

措
置

法
第

４
０

条
の

適
用

を
受

け
な

い
こ

と
と

す
る

場
合

は
、「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

及
び

評
議

員
会

の
承

認
」

を
「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

」
と

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

第
７
章

公
益
を
目
的
と
す
る
事

業

（
種
別
）

第
３
８
条

こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法

第
２
６
条
の
規
定
に
よ
り
、

利
用
者
が
、
個
人
の

尊
厳
を
保

持
し
つ
つ
、
自
立

し
た
生
活
を
地
域
社

会
に
お
い
て
営
む

こ
と
が
で
き

る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
な
ど

を
目
的
と
し
て

、
次
の
事
業
を
行
う
。

（
１
）
福
祉
用

具
貸
与
の
事
業

（
２
）
サ
ー
ビ

ス
付
高
齢
者
住
宅
の
事
業

（
３
）
事
業
所

内
保
育
の
事
業

２
前
項
の
事
業
の
運
営
に
関
す
る
事
項

に
つ
い
て
は
、
理
事
総
数
の

３
分
の
２
以
上
の
同

意
及
び
評

議
員
会
の
承
認

を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備

考
）

①
事

業
種

類
は

、
事

業
の

内
容

が
理

解
で

き
る

よ
う

具
体

的
に

記
載

す
る

こ
と

。（
法

律
の

「
号

」
単

位
で

記
載

）

②
上

記
の

記
載

は
、

あ
く

ま
で

一
例

で
あ

る
の

で
、

法
人

の
実

態
に

即
し

た
記

述
と

す
る

こ
と

。

③
公

益
事

業
の

う
ち

、
規

模
が

小
さ

く
社

会
福

祉
事

業
と

一
体

的
に

行
わ

れ
る

事
業

又
は

社
会

福
祉

事
業

の
用

に
供

す
る

施
設

の
機

能
を

活
用

し
て

行
う

事
業

に
つ

い
て

は
、

伊
勢

市
長

へ
事

前
協

議
を

行
う

こ
と

。

④
租

税
特

別
措

置
法

第
４

０
条

の
適

用
を

受
け

な
い

こ
と

と
す

る
場

合
は

、
第

２
項

の
「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

及
び

評
議

員
会

の
承

認
」

を
「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

」
と

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

第
８
章

収
益
を
目
的
と
す
る
事

業

（
種
別
）

第
３
９
条

こ
の

法
人
は
、
社
会
福
祉
法
第
２
６
条
の
規

定
に
よ
り
、
次
の
事
業
を
行
う
。

（
１
）
不
動
産
賃
貸
事
業

（
２
）
自
動
販
売
機
設
置
事
業

２
前
項
の
事
業
の
運
営
に
関
す
る
事
項

に
つ
い
て
は
、
理
事
総
数
の

３
分
の
２
以
上
の
同

意
及
び
評

議
員
会
の
承
認

を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備

考
）

①
租

税
特

別
措

置
法

第
４

０
条

の
適

用
を

受
け

な
い

こ
と

と
す

る
場

合
は

、
第

２
項

の
「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

及
び

評
議

員
会

の
承

認
」

を
「

理
事

総
数

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

」
と

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

②
収

益
事

業
の

経
営

の
継

続
に

支
障

が
出

た
場

合
、

社
会

福
祉

事
業

及
び

公
益

事
業

か
ら

の
資

金
補

填
が

で
き

な
い

た
め

、
基

本
的

に
は

収
益

事
業

の
経

営
は

認
め

て
い

な
い

。

（
収
益
の
処
分
）

第
４
０
条

前
条
の
規
定
に
よ
っ
て
行
う

事
業
か
ら
生
じ
た
収
益
は
、

こ
の
法
人
の
行
う
社

会
福
祉
事

独
立

採
算
の
事

業
で
、

他
の
事

業
か

ら
赤
字
を

補
填
で

き
な
い

た
め

、
経
営
は

慎
重
に

行
う
必

要
が
あ
る
。

社
会

福
祉

事
業

と
分
け

、
別
の

会
計
で
経
営
を
行
う

。

業
又
は
公
益

事
業
（
社
会
福
祉
法
施
行

令
（
昭
和
３
３
年

政
令

第
１
８
５
号
）
第

１
３
条
及
び
平
成

１
４
年
厚

生
労
働
省
告
示
第
２
８
３
号
に
掲
げ
る

も
の
に
限
る
。）

に
充
て
る
も
の
と
す
る
。

（
備

考
）

①
事

業
種

類
は

、
事

業
の

内
容

が
理

解
で

き
る

よ
う

具
体

的
に

記
載

す
る

こ
と

。

②
上

記
の

記
載

は
、

あ
く

ま
で

一
例

で
あ

る
の

で
、

法
人

の
実

態
に

即
し

た
記

述
と

す
る

こ
と

。

③
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和
３

９
年

法
律

第
１

２
９

号
）

第
１

４
条

に
基

づ
く

資
金

の
貸

付
を

受
け

て
行

う
同

法
施

行
令

（
昭

和
３

９
年

政
令

第
２

２
４

号
）

第
６

条
第

１
項

各
号

に
掲

げ
る

事
業

に
つ

い
て

は
、

本
条

は
必

要
な

い
こ

と
。

第
９
章

解
散
及
び
合

併

（
解
散
）

第
４
１
条

こ
の
法
人
は
、
社
会
福
祉
法

第
４
６
条
第
１
項
第
１

号
及
び
第
３
号
か
ら
第
６

号
ま
で
の

解
散
事
由

に
よ
り
解
散
す
る
。

（
残
余
財
産

の
帰
属
）

第
４
２

条
解

散
（

合
併

又
は

破
産

に
よ

る
解

散
を

除
く

。）
し
た

場
合

に
お
け

る
残
余

財
産

は
、

評

議
員
会
の
決

議
を
得
て
、
社
会
福
祉
法

人
並
び
に
社
会
福

祉
事

業
を
行
う
学
校
法

人
及
び
公
益
財
団

法
人
の
う

ち
か
ら
選
出
さ
れ
た
も
の
に
帰
属
す
る

。

（
保
有
す
る

株
式
に
係
る
議
決
権
の
行
使
）

第
４
３
条

こ
の
法
人
が
保
有
す
る
株
式

（
出
資
）
に
つ
い
て
、

そ
の
株
式
（
出
資
）
に
係

る
議
決
権

を
行
使
す
る

場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め

理
事
会
に
お
い
て

理
事

総
数
の
３
分
の
２

以
上
の
承
認
を
要

す
る
。

（
備

考
）

①
株

式
（

出
資

）
を

保
有

し
て

い
な

い
場

合
は

、
第

４
3

条
を

全
て

削
る

こ
と

。

②
第

４
3

条
に

つ
い

て
、

下
記

の
と

お
り

と
す

る
こ

と
も

で
き

る
。

第
４

3
条

こ
の

法
人

は
、

保
有

す
る

株
式

（
出

資
）

に
係

る
議

決
権

を
行

使
し

て
は

な
ら

な
い

。

③
租

税
特

別
措

置
法

第
４

０
条

の
適

用
を

受
け

な
い

こ
と

と
す

る
場

合
は

、
こ

の
条

を
削

る
。

（
合
併
）

第
４
４
条

合
併
し
よ
う
と
す
る
と
き
は

、
理
事
会
の
決
議
及
び

評
議
員
会
の
承
認
を
経
て

、
伊
勢
市

長
の
認
可

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
１
０
章

定
款
の
変

更

（
定
款
の
変

更
）

第
４
５
条

こ
の
定
款
を
変
更
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
評
議
員

会
の
決
議
を
得
て
、
伊
勢

市
長
の
認

可
（
社
会
福

祉
法
第
４
５
条
の
３
６
第

２
項
に
規
定
す
る

厚
生

労
働
省
令
で
定
め

る
事
項
に
係
る
も

の
を
除
く

。）
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
前
項
の
厚

生
労
働
省
令
で
定
め
る
事

項
に
係
る
定
款
の
変
更

を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な

く
そ
の
旨

を
伊
勢
市

長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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第
１
１
章

公
告
の
方
法
そ
の
他

（
公
告
の
方
法
）

第
４
６
条

こ
の
法
人
の
公
告
は
、
社
会

福
祉
法
人
〇
〇
福
祉
会
の
掲

示
場
に
掲
示
す
る
と

と
も
に
、

官
報
、
新
聞
又

は
電
子
公
告
に
掲
載
し
て
行
う
。

（
備

考
）

①
公

告
の

方
法

は
、

第
４

６
条

に
規

定
す

る
方

法
に

加
え

、
多

様
な

手
法

を
活

用
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。

②
解

散
時

の
債

権
申

出
の

催
告

及
び

破
産

手
続

の
開

始
に

つ
い

て
は

、
官

報
に

よ
っ

て
公

告
す

る
こ

と
。

（
施
行
細
則
）

第
４
７
条

こ
の

定
款
の
施
行
に
つ
い
て
の
細
則
は
、
理

事
会
に
お
い
て
定
め
る
。

附
則

１
こ
の
法
人

の
設
立
当
初
の
役
員
、
評
議
員
、
会
計

監
査
人
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

た
だ
し
、
こ
の
法
人
の
成
立
後
遅

滞
な
く
、
こ
の
定
款
に
基
づ

き
、
役
員
等
の
選
任

を
行
う
も

の
と
す
る
。

理
事
長

理
事

〃 〃 〃 〃

監
事

〃

評
議
員

〃 〃 〃 〃 〃 〃

会
計
監
査
人

２
こ
の
定
款

は
、
伊
勢
市
長
の
認
可
の
日
(令

和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
備

考
）

①
会

計
監

査
人

を
置

か
な

い
法

人
に

あ
っ

て
は

、「
会

計
監

査
人

」
を

削
る

。

②
定

款
を

変
更

す
る

場
合

は
、

現
行

定
款

の
附

則
の

最
後

に
、

次
の

と
お

り
記

載
を

追
加

す
る

こ
と

。

附
則

こ
の

定
款

は
、

伊
勢

市
長

の
認

可
の

日
(令

和
○

○
年

○
○

月
○

○
日

）
か

ら
施

行
す

る
。

③
定

款
を

変
更

す
る

場
合

に
お

い
て

、
附

則
に

複
数

の
事

項
を

規
定

す
る

場
合

は
、

番
号

を
付

し
て

記
載

す
る

こ
と

。

（
注
）

定
款
例
中
の
ア
ン
ダ
ー
ラ
イ
ン

（
波
線
）
の
部
分
は
、
租
税

特
別
措
置
法
第
４
０

条
の
特
例

を
受
け
よ

う
と
す
る
場
合
に
お
け
る
国
税
庁
長
官

の
審
査
事
項
で
あ
る
。
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社
会
福
祉
法
人
○

○
○
会

定
款
施
行
細
則

第
１
章

総
則

(目
的
)

第
１
条

こ
の

定
款

施
行

細
則

は
、

社
会

福
祉

法
人

○
○

〇
会

（
以

下
「

法
人

」
と

い
う

。）
が
法

令

及
び
定
款
の
定
め

に
従
っ
て
適
切
な
法

人
運
営
を
行
う
た

め
、
定
款
第

４
７
条
の
規
定
に
よ
り
、
法

人
の
運
営
管
理

及
び
業
務
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め

る
も
の
と
す
る
。

（
備

考
）

定
款

例
で

は
「

第
４

７
条

」
と

し
て

い
ま

す
が

、
法

人
で

定
め

る
定

款
の

「
施

行
規

則
」

の
条

を
規

定
し

て
く

だ
さ

い
。

第
２
章

評
議

員

(評
議
員
の
改
選
時
期
)

第
２
条

評
議
員

の
改
選
は
、
在
任
す
る
評
議
員
の
任
期

満
了
前
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(評
議
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
を
す
る
と
き
の
事
前
確
認
資
料
)

第
３
条

評
議
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案

を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
提

案
を
決
議
す
る
理
事

会
の
開
催

前
に
、
当
該
評
議

員
の
選
任
候
補
者
と

し
て
予
定
し
て
い

る
者
か
ら
、

次
の
資
料
を
徴
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
１
）
履
歴
書

（
２
）
親
族
等

特
殊
関
係
申
立
書

（
３
）
欠
格
事

項
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書

（
４
）
身
分
証

明
書
（
※
重
任
の
場
合
は
不
要
）

２
在
任
す
る
評
議
員
を
選
任
候
補
者
と

し
て
提
案
す
る
場
合
は
、
前

項
第
３
号
の
規
定
は

適
用
し
な

い
。

(就
任
承
諾
書
の
提
出
等
)

第
４
条

評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
で

評
議
員
と
し
て
選
任
さ
れ
た

者
は
、
速
や
か
に
就

任
承
諾
書

を
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

２
就
任
承
諾
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は

、
前
条
第
１
項
の
資
料
と
と

も
に
、
個
人
情
報
保

護
に
留
意

し
て
保
管
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
前

条
第
１

項
の

資
料

を
徴

し
た

者
の

う
ち

、
評

議
員

（
補

欠
を

含
む

。
）
に

選
任
さ

れ
な

い
者

が

あ
っ
た
場
合
に

は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
を
当
該
者
に

返
却
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
備

考
）

定
時

評
議

員
会

よ
り

も
前

の
日

に
評

議
員

選
任

・
解

任
委

員
会

を
開

催
す

る
場

合
は

、
就

任
承

諾
書

等
の

日
付

を
当

該
定

時
評

議
委

員
会

の
日

と
し

て
く

だ
さ

い
。

(中
途
辞
任
)

第
５
条

評
議
員
は
、
や
む
を
得
な
い
事

由
に
よ
り
任
期
の
途
中
で
辞

任
し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
あ

ら
か
じ
め
理
事

長
に
書
面
で
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

(評
議
員
の
解
任
の
提
案
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
の
手
続
)

第
６
条

評
議
員

選
任
・
解
任
委
員
会
に

評
議
員
の
解
任
の
提
案

を
行
う
場
合
に
は
、
当
該

提
案
を
決

議
す
る
理
事

会
の
開
催
前
に
、
解
任
し

よ
う
と
す
る
評
議

員
に

対
し
、
そ
の
理
由

を
示
し
た
上
で
、

聴
聞
の
機

会
を
付
与
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
当
該
評
議

員
は
、
聴
聞
の
期
日
に
出

頭
し
て
意
見
を
述
べ
、

及
び
証
拠
書
類
ま
た
は
証

拠
物
（
以

下
「

証
拠
書

類
等

」
と
い

う
。
）

を
提
出

し
、

ま
た

は
聴

聞
の
期

日
へ

の
出
頭

に
代

え
て

陳
述

書
及

び
証
拠
書

類
等
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
聴
聞
の
主

催
者
は
、
聴
聞
の
審
理
の

経
過
を
記
載
し
た
聴
聞

調
書
を
作
成
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

４
当
該
評

議
員
は
、
前
項
の
聴
聞
調
書
の
閲
覧
を

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

(欠
員
の
補
充
)

第
７
条

評
議
員

に
欠
員
が
生
じ
た
場
合

、
ま
た
は
在
任
す
る
評

議
員
が
理
事
の
人
数
を
超

え
な
い
人

数
と
な
っ

た
場
合
は
、
速
や
か
に
補
充
選
任
を
行

う
も
の
と
す
る
。

(評
議
員
名
簿
)

第
８
条

理
事
長

は
、
評
議
員
の
選
任
後

速
や
か
に
評
議
員
名
簿

を
作
成
し
、
主
た
る
事
務

所
に
５
年

間
及
び
従

た
る
事
務
所
に
３
年
間
備
え
置
く
も
の

と
す
る
。

（
備

考
）

従
た

る
事

務
所

を
設

置
し

て
い

な
い

場
合

は
、「

及
び

従
た

る
事

務
所

に
３

年
間

」
を

削
っ

て
く

だ
さ

い
。

第
３
章

評
議
員
会

(報
告
事
項
)

第
９
条

評
議
員
会
へ
報
告
す
べ
き
事
項
は
次
の
と

お
り
と
す
る
。

（
１
）

事
業
報
告

（
２
）

監
督
官

庁
が
実
施
し
た
検

査
ま
た
は

調
査
の

結
果
（
改
善

指
示
が
あ
る
場
合
は

、
そ
の
改

善
状
況
）

（
３
）

そ
の
他

、
法
令
の
定
め
に

従
い
、
理

事
及
び

監
事
が
、
評

議
員
か
ら
報
告
を
求

め
ら
れ
た

事
項

(評
議
員
会
の
招
集
)

第
１
０
条

評
議
員
会
の
招
集
は
、
次
の

招
集
事
項
に
つ
い
て
理

事
会
の
承
認
を
得
た
上
で

、
招
集
事

項
を
記
載

し
た
書
面
に
よ
り
、
招
集
日
の
１
週
間

前
ま
で
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）

評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）

評
議
員
会
の
目
的
で
あ
る
事
項
（
議
題

）

＜
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の
場
合
＞

計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産
目
録
に
つ
い
て
は
、
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
１
（
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の

特
則
）
の
規
定
に
よ
り
、
会
計
監
査
人
の
会
計
監
査
報
告
に
お
い
て
無
限
定
適
正
意
見
が
あ
る
場
合
な
ど
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
３
９
に
定
め

る
要
件
を
全
て
満
た
す
場
合
に
は
、
定
時
評
議
員
会
の
報
告
事
項
に
な
り
ま
す
。

【
定
款
（
定
款
例
）
並
び
に
定
款
施
行
細
則
の
記
載
例
（
下
線
部
分
を
追
記
）】

●
定
款
（
定
款
例
）
第
１
０
条

（
４
）

計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産
目
録
の
承
認
（
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
１
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。）

●
定
款
施
行
細
則
第
９
条

（
１
）

事
業
報
告
並
び
に
社
会
福
祉
法
第
４
５
条
の
３
１
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
財
産

目
録
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（
３
）

議
案

の
概
要

（
４
）

定
時
評

議
員
会
の
招
集
に

あ
っ
て
は

、
計
算
書
類
（

貸
借

対
照
表
及
び
収
支
計

算
書
）
及

び
事
業
報
告
並
び
に
監
査
報
告
＜
（
会
計
監
査
報
告
を
含
む
）
＞

２
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
評
議

員
会
は
、
評
議
員
の
全
員
の

同
意
が
あ
る
と
き
は

、
招
集
の

手
続
き
を
経
る

こ
と
な
く
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
前
項
の
規
定
に
よ
り
召
集
の
通
知
を

省
略
し
た
場
合
は
、
評
議
員

全
員
の
同
意
が
あ
っ

た
こ
と
が

確
認
で
き
る
書

類
を
作
成
し
、
保
存
す
る
も
の
と
す
る

。

(評
議
員
会
の
運
営
)

第
１
１
条

評
議

員
会
に
議
長
を
置
き
、
議
長
は
そ
の
都

度
選
任
す
る
も
の
と
す
る
。

２
評

議
員
会

の
決

議
（

特
別

決
議

を
除

く
。
）

は
、

可
否

同
数
の

と
き

は
、
議

長
が
こ

れ
を

決
す

る

も
の
と
す
る
。

３
評
議
員
会
は
、
必
要
が
あ
る
と
き
は

、
職
員
等
関
係
者
の
出
席
を

求
め
、
議
案
の
内
容

等
に
つ
い

て
説
明
さ
せ
る

こ
と
が
で
き
る
。

(議
事
録
)

第
１
２
条

評
議

員
会
の
議
事
録
に
は
、
次
の
事
項
を
記

載
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）

評
議

員
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）

議
事

の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

（
３
）

特
別

の
利
害
関
係
を
有
す
る
評
議
員
の
氏
名

（
４
）

社
会
福

祉
法
施
行
規
則
第

２
条
の
１

５
第
３
項
第
４

号
に

規
定
す
る
監
事
＜
ま

た
は
会
計

監
査
人
＞
の
意
見
等

（
５
）

出
席
し

た
評
議
員
、
理
事

及
び
監
事

＜
理
事
、
監
事

及
び

会
計
監
査
人
＞
の
氏

名
ま
た
は

名
称

（
６
）

議
長

の
氏
名

（
７
）

議
事

録
を
作
成
し
た
者
の
氏
名

２
議
長
は
、
議
事
録
の
正
確
を
期
す
る

た
め
適
当
と
認
め
る
職
員
に

評
議
員
会
の
議
事
の

経
過
及
び

結
果
を
記
録
さ

せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
作
成
し
た
議

事
録
は
、
各
評
議
員
に
周
知
す
る
も
の

と
す
る
。

４
議
事
録
は
、
議
案
書
、
報
告
書
並
び

に
そ
れ
ら
の
説
明
の
た
め
の

参
考
資
料
を
添
付
し

て
、
評
議

員
会
の
日
か
ら
１

０
年
間
主
た
る
事
務

所
に
備
え
置
く
も

の
と
す
る
。

ま
た
、
そ
の
写
し
を
評
議
員

会
の
日
か
ら
５

年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の

と
す
る
。

（
備

考
）

従
た

る
事

務
所

を
設

置
し

な
い

法
人

は
、

第
４

項
の

う
ち

、「
ま

た
、

そ
の

写
し

を
評

議
員

会
の

日
か

ら
５

年
間

従

た
る

事
務

所
に

備
え

置
く

も
の

と
す

る
。」

を
削

っ
て

く
だ

さ
い

。

(欠
席
者
へ
の
報
告
)

第
１
３
条

理
事
長
は
、
評
議
員
会
に
欠

席
し
た
評
議
員
に
対
し
て
、

議
事
の
概
要
及
び
決

議
結
果
を

記
載
し
た
書
面

を
評
議
員
会
終
了
後
１
４
日
以
内
に
送

付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
４
章

役
員

(役
員
の
改
選
)

第
１
４
条

役
員

の
改
選
は
、
在
任
す
る
理
事
及
び
監
事

の
任
期
満
了
前
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
評
議
員
会

に
対
す
る
役
員
の
選
任
候

補
者
の
提
案
は
、
理
事

会
の
決
議
に
よ
り
行
う
も

の
と
す
る
。

３
監
事
の
選

任
候
補
者
の
提
案
は
、
前

項
の
手
続
き
に
加
え
、

在
任
す
る
監
事
の
過
半
数

の
同
意
を

得
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

４
前

項
の
同

意
が

あ
っ

た
と

き
は

、
「

監
事
選

任
に

関
す

る
監
事

の
同

意
書
」

の
徴
取

、
ま

た
は

第

２
項
の
決

議
を
行
っ
た
旨
を
理
事
会
議
事
録
へ
記

録
す
る
も
の
と
す
る
。

(役
員
の
選
任
候
補
者
の
提
案
を
す
る
と
き
の
事
前
確
認
資
料
)

第
１
５
条

評
議
員
会
に
役
員
の
選
任
候

補
者
の
提
案
を
行
う
場

合
に
は
、
当
該
提
案
を
決

議
す
る
理

事
会
の
開
催

前
に
、
当
該
役
員
の
選
任

候
補
者
と
し
て
予

定
し

て
い
る
者
か
ら
、

次
の
資
料
を
徴
さ

な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
１
）
履

歴
書

（
２
）
親

族
等
特
殊
関
係
申
立
書

（
３
）
欠

格
事
項
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書

（
４
）
身

分
証
明
書
（
※

重
任
の
場
合
は
不
要
）

２
在
任
す
る

役
員
を
選
任
候
補
者
と
し

て
提
案
す
る
場
合
は
、

前
項
第
３
号
の
規
定
は
適

用
し
な
い
。

(就
任
承
諾
書
の
提
出
等
)

第
１
６
条

評
議
員
会
で
役
員
と
し
て
選

任
さ
れ
た
者
は
、
速
や

か
に
就
任
承
諾
書
を
提
出

し
な
け
れ

ば
な
ら
な

い
。

２
就
任
承
諾

書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は

、
前
条
第
１
項
の
資
料

と
と
も
に
、
個
人
情
報
保

護
に
留
意

し
て
保
管

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
前

条
第
１

項
の

資
料

を
徴

し
た

者
の

う
ち

、
役

員
（

補
欠

を
含

む
。）

に
選

任
さ
れ

な
い

者
が

あ

っ
た
場
合

に
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
を
当
該
者

に
返
却
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(中
途
辞
任

)

第
１
７
条

役
員
は
、
や
む
を
得
な
い
事

由
に
よ
り
任
期
の
途
中

で
辞
任
し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
あ

ら
か
じ
め

理
事
長
に
書
面
で
届
け
出
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

(役
員
の
解
任
)

第
１
８
条

役
員
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
と
き
は
、
評
議

員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
、

当
該
役
員

を
解
任
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
職

務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
ま
た
は
職
務

を
怠
っ
た
と
き
。

（
２
）
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
ま
た
は
こ
れ

に
堪
え
な
い
と
き
。

(役
員
の
解

任
の
提
案
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
の
手

続
)

第
１
９
条

評
議
員
会
に
役
員
の
解
任
の

提
案
を
行
う
場
合
に
は

、
当
該
提
案
を
決
議
す
る

理
事
会
の

開
催
前
に
、

解
任
し
よ
う
と
す
る
役
員

に
対
し
、
そ
の
理

由
を

示
し
た
上
で
、
聴

聞
の
機
会
を
付
与

し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２
当
該
役
員

は
、
聴
聞
の
期
日
に
出
頭

し
て
意
見
を
述
べ
、
及

び
証
拠
書
類
ま
た
は
証
拠

物
（
以
下

「
証

拠
書
類

等
」

と
い
う

。
）

を
提

出
し

、
ま

た
は

聴
聞

の
期
日

へ
の

出
頭
に

代
え

て
陳

述
書

及
び

証
拠
書
類

等
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
聴
聞
の
主

催
者
は
、
聴
聞
の
審
理
の

経
過
を
記
載
し
た
聴
聞

調
書
を
作
成
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

４
当
該
役

員
は
、
前
項
の
聴
聞
調
書
の
閲
覧
を
求

め
る
こ
と
が
で
き
る
。

40



(欠
員
の
補
充
)

第
２
０
条

理
事
ま
た
は
監
事
に
欠
員
が

生
じ
た
場
合
は
、
す
み
や
か

に
補
充
選
任
を
行
う

も
の
と
す

る
。

(役
員
名
簿
)

第
２
１
条

理
事
長
は
、
役
員
の
選
任
後

速
や
か
に
役
員
名
簿
を
作
成

し
、
主
た
る
事
務
所

に
５
年
間

及
び
従
た
る
事

務
所
に
３
年
間
備
え
置
く
も
の
と
す
る

。

（
備

考
）

従
た

る
事

務
所

を
設

置
し

て
い

な
い

場
合

は
、「

及
び

従
た

る
事

務
所

に
３

年
間

」
を

削
っ

て
く

だ
さ

い
。

第
５
章

理
事

会

(法
人
の
業
務
執
行
の
決
定
)

第
２
２
条

理
事

会
で
決
定
す
べ
き
法
人
の
業
務
は
次
の

と
お
り
と
す
る
。

（
１
）

事
業

計
画
、
予
算

（
２
）

予
算

外
の
新
た
な
義
務
の
負
担
ま
た
は
権
利

の
放
棄

（
３
）

事
業

報
告
、
決
算

（
４
）

定
款

の
変
更

（
５
）

社
会

福
祉
施
設
の
許
認
可
関
係

（
６
）

施
設

長
等
の
任
免
そ
の
他
重
要
な
人
事

（
７
）

基
本

財
産
の
取
得
・
処
分
、
担
保
提
供
等

（
８
）

金
銭

の
借
入

（
９
）

法
人

の
運
営
に
関
す
る
規
則
の
制
定
及
び
変

更

（
10
）

施
設

用
財
産
に
関
す
る
契
約
そ
の
他
主
要
な

契
約

（
11
）

寄
附

金
の
募
集
に
関
す
る
事
項

（
12
）

合
併

、
解
散
、
解
散
し
た
場
合
に
お
け
る
残

余
財
産
の
帰
属
先
の
選
定

（
13
）

新
た

な
事
業
の
経
営
ま
た
は
受
託

（
14
）

社
会

福
祉
充
実
計
画
の
策
定

（
15
）

評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
運
営
、
評
議
員
選
任
候
補
者
の
推
薦
及
び
解
任
の
提
案

（
16
）

そ
の
他
日

常
の
業
務
と
し
て

理
事
会

が
定
め
る
理
事

長
の

専
決
事
項
以
外
の
全

て
の
法
人

の
業
務
に
関
す
る
事
項

(報
告
事
項
)

第
２
３
条

理
事
会
へ
報
告
す
べ
き
法
人
の
業
務
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）

理
事

長
＜
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
＞
の

職
務
の
執
行
の
状
況

（
２

）
監

督
官

庁
が

実
施

し
た

検
査

ま
た

は
調

査
の

結
果

(
改
善

指
示

が
あ
る

場
合

は
、

そ
の

改

善
状
況
)

（
３
）

そ
の

他
役
員
か
ら
報
告
を
求
め
ら
れ
た
事
項

(理
事
会
の
招
集
)

第
２
４
条

理
事
会
の
招
集
は
、
次
の
招

集
事
項
を
記
載
し
た
書
面
に

よ
り
招
集
日
の
１
週

間
前
ま
で

に
、
各
理
事
及

び
各
監
事
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）
理
事
会

の
日
時
及
び
場
所

（
２
）
議
題

２
前
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事

会
は
、
理
事
及
び
監
事

の
全
員
の
同
意
が
あ
る
と

き
は
、
招

集
の
手
続

き
を
経
る
こ
と
な
く
開
催
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

３
前
項
の
規

定
に
よ
り
召
集
の
通
知
を

省
略
し
た
場
合
は
、
理

事
及
び
役
員
全
員
の
同
意

が
あ
っ
た

こ
と
が
確

認
で
き
る
書
類
を
作
成
し
、
保
存
す
る

も
の
と
す
る
。

(理
事
会
の
運
営
)

第
２
５
条

理
事
会
に
議
長
を
置
き
、
議
長
は
そ
の

都
度
選
任
す
る
も
の
と
す
る
。

２
理

事
会
の

決
議

（
特

別
決

議
を

除
く

。
）
に

お
い

て
、

可
否
同

数
の

と
き
は

、
議
長

が
こ

れ
を

決

す
る
も
の

と
す
る
。

３
理
事
会
は

、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

職
員
等
関
係
者
の
出
席

を
求
め
、
議
案
の
内
容
等

に
つ
い
て

説
明
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
。

(議
事
録
)

第
２
６
条

理
事
会
の
議
事
録
に
は
、
次
の
事
項
を

記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

（
１
）

理
事
会
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）

社
会
福

祉
法
施
行
規
則
第

２
条
の
１

７
第
３

項
第
２
号
に

定
め
る
方
法
で
招
集

さ
れ
た
と

き
は
、
そ
の
旨

（
３
）

議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

（
４
）

特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
理
事
の
氏

名

（
５
）

社
会
福

祉
法
施
行
規
則
第

２
条
の
１

７
第
３

項
第
５
号
に

規
定
す
る
意
見
、
ま

た
は
発
言

の
概
要

（
６
）

出
席
し
た
理
事
及
び
監
事
の
氏
名

（
７
）

議
長
の
氏
名

（
８
）

議
事
録
を
作
成
し
た
理
事
の
氏
名

２
議
長
は
、

議
事
録
の
正
確
を
期
す
る

た
め
適
当
と
認
め
る
職

員
に
、
理
事
会
の
議
事
の

経
過
及
び

結
果
を
記

録
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
作
成
し

た
議
事
録
は
、
各
理
事
及
び
各
監
事
に

周
知
す
る
も
の
と
す
る
。

４
議
事
録
は

、
議
案
書
、
報
告
書
並
び

に
そ
れ
ら
の
説
明
の
た

め
の
参
考
資
料
を
添
付
し

て
、
理
事

会
の
日
か
ら

１
０
年
間
主
た
る
事
務
所

に
備
え
置
く
も
の

と
す

る
。
ま
た
、
そ
の

写
し
を
理
事
会
の

日
か
ら
５

年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の

と
す
る
。

（
備

考
）

①
会

計
監

査
人

を
置

く
場

合
は

、（
６

）
の

次
に

、
次

の
１

項
を

追
加

し
、

以
降

項
番

号
を

繰
り

下
げ

て
く

だ
さ

い
。 （

７
）

出
席

し
た

会
計

監
査

人
の

氏
名

ま
た

は
名

称

②
従

た
る

事
務

所
を

設
置

し
な

い
法

人
は

、
第

４
項

の
う

ち
、「

ま
た

、
そ

の
写

し
を

理
事

会
の

日
か

ら
５

年
間

従
た

る
事

務
所

に
備

え
置

く
も

の
と

す
る

。」
を

削
っ

て
く

だ
さ

い
。

(欠
席
者
へ
の
報
告
)

第
２
７
条

理
事
長
は
、
理
事
会
に
欠
席

し
た
理
事
及
び
監
事
に

対
し
て
議
事
の
概
要
及
び

決
議
結
果

を
記
載
し

た
書
面
を
理
事
会
終
了
後
１
４
日
以
内

に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
６
章

決
算
・
監
査

(資
料
の
作
成
)
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第
２
８

条
理

事
長

は
、

会
計

年
度

終
了

後
、

計
算

書
類

（
貸

借
対

照
表

及
び

収
支

計
算

書
）、

事
業

報
告
及
び
こ
れ

ら
の
附
属
明
細
書
並
び
に
財
産
目
録
を

作
成
し
、
監
事
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

(監
事
の
監
査
)

第
２
９
条

監
事
は
前
条
の
資
料
を
受
け

た
後
、
監
査
を
実
施
し
、
理

事
長
に
対
し
、
監
査

報
告
の
内

容
を
通
知
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(監
査
報
告
の
内

容
)

第
３
０
条

前
条

の
監
査
報
告
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
。

（
１
）

監
査

の
日
時
及
び
場
所

（
２
）

監
査

の
方
法
及
び
そ
の
内
容

（
３
）

計
算
書
類
及
び
そ
の
附
属
明

細
書
が
当
該
社
会
福
祉
法
人

の
財
産
、
収
支
及
び

純
資
産
の

増
減
の
状
況
を
全
て
の
重
要
な
点
に
お
い

て
適
正
に
表
示
し

て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て

の

意
見

（
４
）

追
記

情
報
（
会
計
方
針
の
変
更
、
重
要
な
偶

発
事
象
、
重
要
な
後
発
事
象
）

（
５
）

事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明

細
書
が
法
令
ま
た
は
定
款
に

従
い
、
当
該
社
会
福

祉
法
人
の

状
況
を

正
し
く
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い

て
の
意
見

（
６
）

理
事
の
職
務
の
執
行
に
関
し

、
不
正
の
行
為
ま
た
は
法
令

若
し
く
は
定
款
に
違

反
す
る
重

大
な
事

実
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
事
実

（
７
）

監
査

の
た
め
に
必
要
な
調
査
が
で
き
な
か
っ

た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
８
）

社
会
福
祉
法
人
の
業
務
の
適

正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要

な
体
制
の
整
備
（
内

部
管
理
体

制
の
整
備
）
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当

該
事
項
の
内
容
が

相
当
で
な
い
と
認
め
る
と
き

は
、

そ
の
旨

及
び
そ
の
理
由

（
９
）

監
査

報
告
を
作
成
し
た
日

（
備
え
置
き
）

第
３
１
条

第
２
８
条
の
資
料
並
び
に
監

査
報
告
は
、
理
事
会
の
承
認

を
受
け
、
定
時
評
議

員
会
の
２

週
間
前
の
日
か
ら

５
年
間
主
た
る
事
務

所
に
備
え
置
く
も

の
と
す
る
。

ま
た
、
そ
の
写
し
を
定
時
評

議
員
会
の
２
週

間
前
の
日
か
ら
３
年
間
従
た
る
事
務
所

に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
備

考
）

従
た

る
事

務
所

を
設

置
し

な
い

法
人

は
、「

ま
た

、
そ

の
写

し
を

定
時

評
議

員
会

の
２

週
間

前
の

日
か

ら
３

年
間

従

た
る

事
務

所
に

備
え

置
く

も
の

と
す

る
。」

を
削

っ
て

く
だ

さ
い

。

（
評
議
員
へ
の
提

供
）

第
３
２
条

理
事
長
は
、
定
時
評
議
員
会

の
招
集
通
知
に
際
し
て
、
評

議
員
に
対
し
、
計
算

書
類
及
び

事
業
報
告
並
び

に
監
査
報
告
を
提
供
す
る
も
の
と
す
る

。

＜
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の
場
合
＞

第
６
章
は
、
次
の
例
を
参
考
に
定
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

第
６
章

決
算
・
監
査

(決
算
資
料
の
作
成
及
び
提
供
)

第
２
８
条

理
事
長
は
、
会
計
年
度
終
了
後
１
月
以
内
に
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計
算
書
）
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
並
び
に
財
産
目
録
を
作

成
し
、
会
計
監
査
人
及
び
監
事
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

２
理
事
長
は
、
会
計
年
度
終
了
後
１
月
以
内
に
事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
を
作
成
し
、
監
事
に
提
供
す
る
も
の
と
す
る
。

(会
計
監
査
人
の
会
計
監
査
)

第
２
９
条

会
計
監
査
人
は
、
前
条
第
１
項
の
資
料
を
受
領
し
た
日
か
ら
４
週
間
以
内
に
、
理
事
長
及
び
監
事
に
対
し
、
法
令
に
基
づ
く
会
計
監
査
報
告

の
内
容
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

第
７
章

事
務
の
専
決

(事
務
の
専
決
)

第
３
３
条

定
款
第
２
６
条
の
規
定
に
よ

り
、
理
事
長
が
専
決
す

る
こ
と
の
で
き
る
事
項
は

、
別
に
定

め
る
と
お

り
と
す
る
。

２
理
事
長
が

専
決
す
る
こ
と
の
で
き
る

事
項
に
つ
い
て
は
、
そ

の
一
部
を
施
設
長
＜
施
設

長
ま
た
は

業
務
執
行

理
事
＞
の
専
決
事
項
と
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
備

考
）

定
款

例
で

は
「

第
２

６
条

」
と

し
て

い
る

が
、

法
人

で
定

め
る

定
款

の
「

権
限

」
の

条
を

規
定

し
て

く
だ

さ
い

。

(専
決
の
報

告
)

第
３
４
条

理
事
長
＜
理
事
長
ま
た
は
業

務
執
行
理
事
＞
が
専
決

を
行
っ
た
事
項
の
う
ち
、

そ
の
内
容

が
重
要
で
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
事
項
に

つ
い
て
は
、
理
事

長
＜

理
事
長
及
び
業
務

執
行
理
事
＞
の
自

己
の
職
務

の
執
行
の
状
況
の
報
告
の
中
で
理
事
会

に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
施
設
長
＜

業
務
執
行
理
事
ま
た
は
施

設
長
＞
が
専
決
を
行
っ

た
事
項
の
う
ち
、
そ
の
内

容
が
重
要

で
あ
る
と

認
め
ら
れ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
速
や

か
に
理
事
長
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

附
則

こ
の
細
則

は
、
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
か
ら

施
行
す
る
。

(監
事
の
監
査
)

第
３
０
条

監
事
は
、
前
条
の
会
計
監
査
報
告
を
受
領
し
た
日
か
ら
１
週
間
以
内
に
監
査
を
実
施
し
、
理
事
長
及
び
会
計
監
査
人
に
対
し
、
監
査
報
告
の

内
容
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(監
査
報
告
の
内
容
)

第
３
１
条

前
条
の
監
査
報
告
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）

監
査
の
日
時
及
び
場
所

（
２
）

監
査
の
方
法
及
び
そ
の
内
容

（
３
）

会
計
監
査
人
の
監
査
の
方
法
ま
た
は
結
果
を
相
当
で
な
い
と
認
め
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
４
）

重
要
な
後
発
事
象
（
会
計
監
査
報
告
の
内
容
と
な
っ
て
い
る
も
の
を
除
く
。）

（
５
）

会
計
監
査
人
の
職
務
の
執
行
が
適
正
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
に
関
す
る
事
項

（
６
）

事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
が
法
令
ま
た
は
定
款
に
従
い
、
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
状
況
を
正
し
く
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
の

意
見

（
７
）

理
事
の
職
務
の
執
行
に
関
し
、
不
正
の
行
為
ま
た
は
法
令
若
し
く
は
定
款
に
違
反
す
る
重
大
な
事
実
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
事
実

（
８
）

監
査
の
た
め
に
必
要
な
調
査
が
で
き
な
か
っ
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
９
）

社
会
福
祉
法
人
の
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
（
内
部
管
理
体
制
の
整
備
）
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
事
項
の

内
容
が
相
当
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由

（
10
）

監
査
報
告
を
作
成
し
た
日

（
備
え
置
き
）

第
３
２
条

第
２
８
条
各
項
の
資
料
並
び
に
監
査
報
告
は
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
、
定
時
評
議
員
会
の
２
週
間
前
の
日
か
ら
５
年
間
主
た
る
事
務
所
に

備
え
置
く
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
そ
の
写
し
を
定
時
評
議
員
会
の
２
週
間
前
の
日
か
ら
３
年
間
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
す
る
。

（
評
議
員
へ
の
提
供
）

第
３
３
条

理
事
長
は
、
定
時
評
議
員
会
の
招
集
通
知
に
際
し
て
、
評
議
員
に
対
し
、
計
算
書
類
及
び
事
業
報
告
並
び
に
監
査
報
告
を
提
供
す
る
も
の
と

す
る
。
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様
式
例
２

設
立

発
起
人
会
議
事
録

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立

発
起
人
会
議
事
録

１
．

日
時

令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

午
前
・
午
後

〇
〇
時
〇
〇
分

～
午
前
・
午
後

〇
〇
時
〇
〇
分
ま
で

２
．

場
所

３
．

出
席
者

設
立
発
起
人

理
事

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

以
上

計
６
名

監
事

○
○

○
○

○
○

○
○

以
上

計
２
名

４
．

議
長
の
選
任

設
立

発
起
人

の
全
員

の
出

席
を
み

た
の

で
、

発
起
人

○
○

○
○
が

仮
議
長

と
な

り
、
直

ち
に

議
長

の
選

任
を

求
め

た
と

こ
ろ
、

発
起
人
○

○
○

○
か

ら
仮

議
長

を
推

し
た

い
旨
の

動
議

の
提

出
が

あ
り

、
満

場
の

賛
同
を

得
て
、
発

起
人

○
○

○
○

が
議

長
と

な
り

、
議
事

に
入
る
。

５
．

議
事
録
署
名
人
の
指
名

議
長

よ
り
議

事
録
署

名
人

を
指
名

し
た

旨
を

述
べ
た

と
こ

ろ
、
全

員
異
議

な
く

賛
成
し

た
の
で
、
議
長
は
、
下
記
両
名
を
議
事
録
署
名
人
と
し
て
指
名
し
た
。

○
○

○
○

○
○

○
○

以
上

計
２
名

６
．

議
案
及
び
議
事
の
顛
末

第
○
号
議
案

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
に
つ
い
て

議
長

が
別
紙

設
立
趣

意
書

を
朗
読

、
そ

の
趣

旨
に
基

づ
き

社
会
福

祉
法
人

○
○

○
会
を

設
立
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
満
場
一
致
を
も
っ
て
議
決
し
た
。

第
○
号
議
案

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
定
款
の
承
認
に
つ
い
て

議
長

が
別
紙

定
款
を

朗
読

、
原
案

を
社

会
福

祉
法
人

○
○

○
会
定

款
と
し

て
採

択
す
る

こ
と
に
満
場
一
致
議
決
し
た
。

第
○
号
議
案

設
立
当
初
の
財
産
目
録
、
事
業
計
画
、
収
支
予
算
に
つ
い
て

設
立

当
初
の

資
産
、

事
業

内
容
、

収
支

予
算

に
つ
い

て
議

長
か
ら

承
認
を

求
め

た
と
こ

ろ
全
員
異
議
な
く
賛
成
し
た
。

第
○

号
議

案
社

会
福

祉
法

人
○

○
○

会
、

設
立

者
及

び
設

立
当

初
の

役
員

並
び

設
立

代

表
者
に
つ
い
て

設
立

者
及

び
設

立
当

初
の

役
員

に
は

、
設

立
発

起
人

全
員

が
な

る
こ

と
と

な
り

、
役

員

と
し
て
理
事
○
名
・
監
事
○
名
を
選
ぶ
こ
と
と
し
、
互
選
の
結
果
、
次
の
と
お
り
決
定
、

全
員
就
任
を
承
諾
し
た
。

更
に

設
立

代
表

者
及

び
理

事
長

に
理

事
○

○
○

○
を

選
出

し
、

こ
れ

に
設

立
手

続
に

関

す
る
一
切
の
権
限
を
委

任
す
る
こ
と
に
満
場
一
致
議
決
し
た
。

理
事
長

○
○

○
○

理
事

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

監
事

○
○

○
○

○
○

○
○

第
○
号
議
案

評
議
員
会
の
設

置
及
び
評
議
員
の
選
任
に
つ
い
て

法
人
に

評
議

員
会

を
設

置
し

、
設
立

当
初

の
評

議
員

と
し

て
下
記

の
〇

〇
名

を
選

任
す

る
こ
と
を
決
議
し
た
。

評
議
員

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

第
○
号
議
案

特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
○
○
園
の
建
設
に
つ
い
て

特
別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

○
○

園
の
建

設
計

画
及

び
建

設
費

に
つ
い

て
審

議
し

た
と

こ
ろ

鉄
骨

造
２

階
建

延
○

○
㎡

建
設

総
額

○
○

○
○
円

、
そ

の
内

訳
は

、
本

体
工

事
費
○

○
○

○
円

、
附

帯
設

備
費

○
○

○
○

円
、

初
度

調
弁
費

○
○

○
○

円
、

設
計

監
理

費
○
○

○
○

円
で
も
っ
て
建
設
す
る
こ
と
に

満
場
一
致
で
議
決
し
た
。

第
○
号
議
案

建
設
資
金
計
画

と
借
入
金
に
つ
い
て

建
設
資

金
○

○
○

○
円

の
財

源
と
し

て
寄

附
金

○
○

○
○

円
、
国

県
市

補
助

金
○

○
○

○
円

を
充

当
す

る
が

、
な

お
不

足
す

る
○

○
○
○

円
を

福
祉

医
療

機
構

か
ら

借
り
入

れ
る

こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
認
し

た
。

第
○
号
議
案

借
入
金
に
関
す

る
担
保
物
件
に
つ
い
て

建
設
に

伴
う

福
祉

医
療

機
構

か
ら
借

入
金

○
○

○
○

円
の

担
保
物

件
に

つ
い

て
は

、
建

設
予
定
地
及
び
建
物
を
担
保
提

供
す
る
こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
認
し
た
。

第
○
号
議
案

借
入
金
に
関
す

る
連
帯
保
証
人
に
つ
い
て

特
養
建

設
に

伴
う

福
祉

医
療

機
構
か

ら
の

借
入

金
○

○
○

○
円
の

連
帯

保
証

人
に

つ
い

て
は

、
理

事
長

○
○

氏
及

び
○

○
氏

を
充

て
る

こ
と

と
し

て
本

人
も

承
諾

し
て

い
る

た

め
、
全
員
異
議
な
く
承
認
し
た

。

第
○
号
議
案

借
入
金
に
関
す

る
償
還
財
源
に
つ
い
て

特
養
建

設
に

伴
う

福
祉

医
療

機
構
か

ら
の

借
入

金
の

償
還

財
源
に

つ
い

て
は

、
全

額
○

○
氏

か
ら

の
寄

附
金

を
充

当
す

る
こ

と
と

し
、
別

紙
贈

与
契

約
書

（
案

）
の

と
お
り

贈
与

契
約
を
締
結
す
る
こ
と
を
全
員

異
議
な
く
承
認
し
た
。

な
お

、
償

還
に

つ
い

て
は

、
理

事
全

員
が

責
任

を
持

ち
、

将
来

滞
納

が
生

じ
た

と
き

は
、
理
事
全
員
が
連
帯
し
て
償

還
す
る
こ
と
を
全
員
異
議
な
く
承
諾
し
た
。
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（
注
）

法
人
の

役
員
及
び
評
議
員
に
つ
い
て
は
、
設
立

の
認
可
を
受
け
、
設
立
登
記
を
行
っ
た
後
に

定
款
の
規

定
に
基
づ
き
、
改
め
て
選
任
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

選
任

の
手
続
き
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）

設
立
時
の
理
事
に
よ
り
理
事
会
を
開
催

し
、
以
下
の
こ
と
を
決
議

ア
役
員
候
補
者
の
選
任

イ
評
議
員
会
召
集
の
決
議

（
２
）

設
立
時
の
評
議
員
に
よ
り
評
議
員
会
を

開
催
し
、
役
員
を
選
任

（
３
）

理
事
会
を
開
催
し
、
次
の
こ
と
を
決
議

ア
理
事
長
を
選
定

イ
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
の
選
任

ウ
評
議
員
候
補
者
の
選
任

（
４
）

評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
を
開
催
し

、
評
議
員
を
選
任

第
○
号
議
案

贈
与
契
約
締
結
に
伴
う
特
別
代
理
人
の
選
任
に
つ
い
て

理
事
長

（
又

は
設

立
代

表
者
）
○

○
○

○
と
法

人
と

の
贈

与
契

約
締
結

に
際

し
て

、
本

人
の

特
別

代
理
人

と
し
て

設
立

発
起
人

△
△
△

△
を
選

任
す

る
と
と

も
に
、

本
契
約

締
結

に
関
す
る
一
切
の
権
限
を
△
△
△
△
に
委
任
す
る
こ
と
を
満
場
一
致
議
決
し
た
。

７
．
会
議
資
料

議
案
は
議
事
録
に
添
付

こ
の
議
事
録
の
正
確
を
期
す
る
た
め
、
次
の
と
お
り
署
名
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

設
立
発
起
人
会

議
長

○
○

○
○

㊞

署
名
人

○
○

○
○

㊞

署
名
人

○
○

○
○

㊞

記
名
の
場
合
は
実
印

署
名
の
場
合
は
認
印
可

様
式
例
３

添
付
書
類
目
録

添
付

書
類

目
録
（
例
）

添
付

書
類

添
付

し
た

書
類

に
○

印

１
社
会
福
祉
法
人
設
立
認
可
申
請
書

○

２
定
款

○

３
設
立
発
起
人
会
議
事
録
（
写
）（

設
立
趣
意
書
含
む
）

○

４
添
付
書
類
目
録

○

５
財
産
目
録

○

６ 財 産 目 録 記 載 の 財 産 が 法 人 に 帰 属 す る こ と を 証 す る 書 類

(1
)

贈
与
契
約
書
（
写
）

○

(2
)

確
約
書
（
写
）
又
は
補
助
予
定
通
知
書
（
写
）

（
贈
与
者
が
地
方
公
共
団
体
の
場
合
）

○

(3
)

贈
与

者
の

身
分

証
明

書
（

写
）

、
登

記
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
の

証
明

書
（

写
）

○

（
4）

贈
与

者

が
法

人

の
場

合

ア
定
款
（
写
）

イ
法
人
の
登
記
事

項
証
明
書
（
現
在
事
項
全
部
証
明
書
）（

写
）

ウ
社
員
総
会
等
議

事
録
（
写
）
及
び
決
算
書
（
写
）

(5
)

預
貯
金
等
残
高
証
明
書
（
写
）、

所
得
証
明
書
（

写
）
等

○

(6
)

不
動

産
の

登
記

事
項

証
明

書
（

写
）

及
び

地
図

又
は

地
図

に
準

ず
る

図
面

○

(7
)

不
動
産
の
価
格
評
価
書
（
写
）

○

(8
)

所
有
権
移
転
登
記
確
約
書
（
写
）

○

(9
)

（
農
地
転
用
許
可
書
（
写
））

(1
0)

免
責
的
債
務
引
受
契
約
証
書
（
写
）

（
寄
附
物
件
に
付
随
す
る
負
債
の
引
受
け
を
証
す
る
書
類
（
写
））

７ （ 借 地 の 場 合 ）

(1
)

地
方
公
共
団
体
の
無
償
貸
与
確
約
書
（
写
）

(2
)

地
上
権
設
定
契
約
書
（
写
）

(3
)

地
上
権
設
定
登
記
確
約
書
（
写
）

(4
)

土
地
賃
貸
借
契
約
書
（
写
）

(5
)

賃
借
権
登
記
確
約
書
（
写
）

(6
)

地
主
の
身

分
証
明

書
（
写

）
、
登
記

さ
れ
て

い
な
い

こ
と

の
証

明
書
（

写
）

(7
)

不
動

産
の

登
記

事
項

証
明

書
（

写
）

及
び

地
図

又
は

地
図

に
準

ず
る

図
面

(8
)

地
代
贈
与
契
約
書
（
写
）

(9
)

ア
地
代

寄
附

者
の

身
分

証
明

書
（

写
）

、
登

記
さ

れ
て

い
な

い

こ
と
の
証
明
書

（
写
）

イ
地
代
寄
附
者
の

所
得
証
明
書
（
写
）

(1
0)

（
農
地
転
用
許
可
書
（
写
））
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添
付

書
類

添
付

し
た

書
類

に
○

印

８ 事 業 計 画 等

(1
)

建
設
年
度
収
支
予
算
書

（
資
金
収
支
予
算
書
・
資
金
収
支
予
算
内
訳
書
）

○

(2
)

第
１
年
度
事
業
計
画
書

○

(3
)

第
１
年
度
収
支
予
算
書

（
資
金
収
支
予
算
書
・
資
金
収
支
予
算
内
訳
書
）

○

(4
)

第
２
年
度
事
業
計
画
書

○

(5
)

第
２
年
度
収
支
予
算
書

（
資
金
収
支
予
算
書
・
資
金
収
支
予
算
内
訳
書
）

○

(6
)

事
業
計
画
に
係
る
確
約
書

○

９ 設 立 者 、 設 立 後 の 評 議 員

及 び 役 員 に 関 す る 書 類

(1
)

設
立
代
表
者
の
履
歴
書
（
写
）

○

(2
)

設
立
代
表
者
の
権
限
を
証
す
る
書
類
（
委

任
状
）（

写
）

○

(3
)

評
議
員
及
び
役
員
就
任
承
諾
書
（
写
）

○

(4
)

評
議
員
及
び
役
員
就
任
予
定
者
の
履
歴
書
（
写
）

○

(5
)

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
写
）

○

(6
)

特
殊
関
係
申
立
書
（
写
）

（
親
族
等
の
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書
）

○

施 設 建 設 関 係 書 類10

(1
)

施
設
建
設
計
画
書

○

(2
)

建
設
図
面
（
付
近
見
取
図
・
配
置
図
・
平
面
図
・
立
面
図
）（

写
）

○

(3
)

施
設
建
設
費
見
積
書
（
写
）

○

(4
)

設
計
監
理
費
見
積
書
（
写
）

○

(5
)

建
築
確
認
書
（
写
）

(6
)

設
備
整
備
（
初
度
調
弁
）
計
画
書

○

(7
)

設
備
整
備
費
見
積
書
（
写
）

○

(8
)

補
助
金
交
付
決
定
内
定
書
（
写
）

○

(9
)

助
成
金
等
の
交
付
決
定
内
定
書
（
写
）

○

(1
0)

建
設
自
己
資
金
贈
与
契
約
書
（
写
）

○

(1
1)

贈
与
者
の
身
分
証
明
書
（
写
）

○

(1
2)

贈
与
者
の
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
（
写
）

○

(1
3)

贈
与
者
の
預
貯
金
等
残
高
証
明
書
（
写
）、

所
得
証
明
書
（
写

）
等

○

添
付

書
類

添
付

し
た

書
類
に
○
印

施 設 建 設 関 係 書 類10

(1
4) 借 入 金 関 係 書 類

ア
貸

付
内
定
書
（
写
）

○

イ
償

還
計
画
（
写
）

○

ウ
償

還
金
贈
与
契
約
書
（
写
）

○

エ
寄

附
者
及
び
保
証
人
の
身
分
証
明
書
（
写

）
○

オ
寄
附
者
及
び
保
証
人
の
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書

○

カ
寄
附

者
及

び
保
証

人
の

所
得
証
明
書

（
写
）

又
は
納

税
証
明
書

（
写
）

○

キ
確
約
書
（
写
）
又
は
補
助
予
定
通
知
書
（
写
）

（
寄
附
者
が
地
方
公
共
団
体
の
場
合
）

○

ク

定
款
（
写
）
、
登
記
事
項
証
明
書
（
写
）
、
議
事
録
（
写
）
及

び
決
算
書
（
写
）

（
寄
附
者
が
団
体
の
場
合
）

○

ケ

規
約
（
写
）
、
会
員
名
簿
（
写
）
、
議
事
録
（
写
）
、
後
援
会

の
過
去
３
～
５
年
寄
附
実
績
（
写
）

（
寄
附
者
が
後
援
会
の
場
合
）

○

施 設 長 関 係11
(1
)

施
設
長
就
任
承
諾
書
（
写
）

○

(2
)

施
設
長
就
任
予
定
者
の
履
歴
書
（
写
）

○

(3
)

施
設
長
の
資
格
を
証
す
る
書
類
（
写
）

○

12
基
本
財
産
編
入
誓
約
書

○

13
諸
規
程
（
管
理
、
就
業
、
給
与
、
経
理
等
）

○

事 務 担 当 者

役
職

名
（

）
氏

名
（

）

電
話
番
号
（

）
F
A
X
番

号
（

）

電
子
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
（

）

住
所

（
〒

）
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様
式
例
４

財
産

目
録

（
注
）
１

法
人
設
立
に
あ
た
っ
て
、

贈
与
契
約
に
基
づ
き
法
人
が

取
得
す
る
財
産
に
つ

い
て
記
載

し
て

く
だ
さ
い
。
ま
た
、
不
要
の
項
目
は
削

除
し
て
く
だ
さ
い
。

２
土

地
は
、
不

動
産
の
登

記
事
項
証
明
書
の
と

お
り
１
筆
ご
と
に
記
入
し

て
く

だ
さ
い
。

３
建

物
に
つ
い
て
は
、
既
存
の
建
物
の
贈
与

を
受
け
る
場
合
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
記
載
は
不
動
産
の

登
記
事
項
証
明
書
の
と
お
り

に
、
１
棟
ご
と
に
記

載
し
て
く

だ
さ

い
。

４
什

器
備
品
に
つ
い
て
は
、
什
器
備
品
の
贈

与
を
受
け
る
場
合
は
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

５
負
債
を
抱
え
て
の
法
人
設

立
は
、
原
則
と
し
て
認
め
な

い
た
め
、
負
債
の
部

は
０
円
と

な
り

ま
す
。

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

財
産

目
録

（
設

立
当

初
）

Ⅰ
資
産
の
部

○
○
○
○
円

１
．
基
本
財
産

○
○
○
○
円

（
内

訳
）

（
１
）
土
地

○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
所
在
の
（
地
目
、
面
積
㎡
を
記
載
）

㎡
単
価
○
○
円

総
額
○
○
○
○
円

（
２
）
建
物

○
○
市
○
○
丁
目
○
○
番
地
所
在
の
建
物
（
構
造
、
面
積
㎡
を
記
載
）

○
○
○
○
円

（
３
）
基
本
財
産
基
金

○
○
○
○
円

２
．
そ
の
他
財
産

○
○
○
○
円

（
内

訳
）

（
１
）
建
物
自
己
資
金

○
○
○
○
円

（
２
）
運
転
資
金

○
○
○
○
円

（
３
）
法
人
事
務
費

○
○
○
○
円

（
４
）
什
器
備
品

○
○
○
○
円

（
５
）
権
利

○
○
○
○
円

Ⅱ
負
債
の
部

○
○
○
○
円

Ⅲ
差
引
純
資
産

○
○
○
○
円
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様
式
例
５

贈
与

契
約
書

※
設
立
代
表

者
か
ら
贈
与
の
あ
る
場
合
に
つ
い
て
は

、
次
の
例
に
よ
っ
て
く
だ
さ
い
。

○
○
○
○
（

以
下
「
甲
」

と
い
う
。）

と
社
会
福
祉
法
人

○
○
○
会
設
立
代
表

者
特
別
代
理

人
○
○
○
○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）

は
、
次
の
と
お
り
贈
与
契
約
を
締
結
す
る
。

（
注
）
１

法
人
設
立
認
可
申
請
書
に
は
契
約
書
原
本

の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
契
約
書
の
原
本
は
、
関
係
者
が
そ

れ
ぞ
れ
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

２
既

に
設
立
さ
れ
た
社
会
福
祉
法
人
が
、
当

該
理
事
長
か
ら
の
贈
与
に
関
す
る
契
約
を
締

結
す

る
場
合
は
、
理
事
長
の
職
務
代
理
の
規

定
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
職
務
代
理
者

を
選

定
せ
ず
、
理
事
長
名
で
契
約
を
締
結
し

、
理
事
会
で
の
承
認
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

贈
与

契
約

書

○
○

○
○

（
以

下
「

甲
」

と
い

う
。
）

と
社

会
福

祉
法

人
○

○
○

会
設

立
代

表
者

○
○

○
○

（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）

は
、
次
の
と
お
り
贈
与
契
約
を
締

結
す
る
。（

※
）

第
１

条
甲
は
、
社
会

福
祉
法
人

○
○
○
会
の

設
立
が
認

可
さ
れ
た

と
き
は

、
同

法
人
の
○

○
資

金
と

し
て
、
金

○
○
○

○
○
○
円
、

資
産
と
し

て
、
別
記

目
録
記
載
の

財
産
を

同
法
人
に

贈
与

す
る
こ
と
を
約
し
、
乙
は
こ
れ
を
承
諾
し
た
。

第
２

条
甲

は
、

前
条

に
よ

る
贈

与
を

同
法

人
設

立
後

１
週

間
以

内
に

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

第
３

条
社
会
福
祉
法

人
○
○
○

会
の
設
立
の

認
可
が
得

ら
れ
な
い

と
き
は

、
こ

の
契
約
は

無
効

と
し

、
こ
れ
に

よ
り
損

害
が
発
生
し

た
場
合
、

甲
は
、
損

害
の
賠
償
を

請
求
す

る
こ
と
が

で
き

な
い
。

第
４

条
こ
の
契
約
に

定
め
て
い

な
い
事
項
に

つ
い
て
は

、
甲
、
乙

は
誠
意

を
も

っ
て
協
議

の
う

え
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。

上
記

契
約
を
証

す
る
た

め
、
同
文
２

通
を
作
成

し
、
甲
、

乙
署
名
捺
印

の
う
え

各
１
通
を

所
持

す
る
。 令

和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

乙
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立

代
表
者
（
注
２
）

別
記

（
注
）
１

不
動
産
の
登
記
事
項
証
明

書
記
載
の
と
お
り
に
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。
従
っ

て
、
土
地

の
一
部
の
贈
与
が
行
わ
れ
る
場

合
は
、
分
筆
登
記

を
済
ま
せ
た
後
の
不
動
産
の
登
記
事

項

証
明
書
に
よ
り
記
入
す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

２
既
存
の
建
物
の
贈
与
を
受
け
る
と
き

に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
記
入
は
不
動
産
の
登
記
事
項

証
明
書
記
載
の
と
お
り
と
し
て
く
だ
さ

い
。

ま
た
、
建
設
中
の
建
物
に
つ
い
て
は

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

３
什

器
備
品

に
つ

い
て

、
別

紙
を

添
付

す
る

と
き

は
、「

別
紙

明
細

書
の
と

お
り

」
と

記

載
し
、
別
紙
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

目
録

１
．
現

金

金
○
○
○
○
○
○
○
円

（
内

訳
）

建
設
自
己
資
金

○
○
○
○
円

運
転
資
金

○
○
○
○
円

法
人
事
務
費

○
○
○
○
円

２
．
土

地

○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

所
在
の
土
地
１
筆

○
○
㎡

３
．
建

物

○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○

番
地
所
在
の
○
○
造
○
階
建

建
物

１
棟

延
べ
○
○
㎡

４
．
什
器
備
品

〇
〇
〇
〇

〇
個

〇
〇
〇
〇

〇
個
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様
式
例
６
（
１
）

確
約
書

確
約

書

社
会

福
祉

法
人

○
○
○

会
が

設
立

さ
れ

た
場
合

に
は

、
○

○
事

業
の
資

金
と

し
て

、
下

記
金
額

を
交
付
す
る
こ
と
を
確
約
す
る
。

令
和

○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○

○
○

㊞

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

記

一
金
○
○
円
也

様
式
例
６
（

２
）

補
助
予
定
通
知
書

補
助
予
定
通
知
書

社
会
福

祉
法

人
○

○
○

会
が
設

立
さ
れ

た
場

合
に

は
、

○
○
事

業
の

資
金

と
し

て
、
下

記
金

額

を
議
会
の
議
決
を
得
て
補

助
す
る
予
定
で
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

○
○

○
○

㊞

社
会
福

祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

記

一
金
○
○
円
也
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様
式
例
７

身
分

証
明
書

（
注
）

本
籍
地

の
市
区
町
村
で
発
行
を
受
け
て
く
だ
さ

い
。

身
分

証
明

書

本
籍

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○

○
○

大
正

昭
和

平
成

令
和

１
．
禁
治
産
又
は
準
禁
治
産
者
の
宣
告
の
通
知
を
受
け
て
い
な
い
。

２
．
破
産
宣
告
の
通
知
を
受
け
て
い
な
い
。

３
．
後
見
の
登
記
の
通
知
を
受
け
て
い
な
い
。

上
記
の
と
お
り
相
違
な
い
こ
と
を
証
明
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

○
○
市
長

○
○

○
○

㊞

○
○
年
○
○
月
○
○
日
生

様
式
例
８

登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書

※
証
明
事
項
（
証
明
範
囲
）
は
、
そ
の
用
途
（
提
出
先
等
）
に
よ
っ
て
異
な
り
、
一
般
的
に
は
、

「
成
年
被
後
見
人
，
被
保
佐
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
」

「
成
年
被
後
見
人
，
被
保
佐
人
，
被
補
助
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
」

「
成
年
被
後
見
人
，
被
保
佐
人
，
被
補
助
人
，
任
意
後
見
契
約
の
本
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
」

の
い
ず
れ
か
に
つ
い
て
証
明
さ
れ
ま
す
が
、
上
記
記
載
の
範
囲
で
証
明
を
得
て
く
だ
さ
い
。

登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書

上
記

の
者

に
つ

い
て

，
後
見

登
記

等
フ

ァ
イ

ル
に

成
年

被
後
見

人
、

被
保

佐
人

、
被
補

助
人
、

任
意
後
見
契
約
の

本
人
と
す
る
記
録
が
な
い
こ
と
を
証
明
す
る
。

令
和
◯
◯
年

◯
◯
月
◯
◯
日

東
京
法
務
局

登
記
官

○
○

○
○

㊞

氏
名

○
○

○
○

生
年
月
日

大
正

昭
和

平
成

令
和

西
暦

□
□

□
□

又
は

□
○
○
年
○
○
月

○
○
日

住
所

三
重
県

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

本
籍

又
は
国
籍

三
重
県
○
○
郡
○
○
町
大
字
○
○
○
番
地

又
は

○
○
国
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様
式
例
９

社
員

総
会
議
事
録

医
療
法
人
○
○
○
会

社
員
総
会
議
事
録

１
．
日

時
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

午
前
・
午
後

○
○
時
〇
〇
分

～
午
前
・
午
後

○
○
時
〇
〇
分

２
．
場

所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

○
○
病
院

会
議
室

３
．
出

席
者

社
員
総
数

○
○
名

出
席
社
員

○
○
名

定
刻

に
至

り
、

定
款

第
○

○
条

の
規

定
に

よ
り

、
理

事
長

○
○

○
○

が
議

長
と

な
り

、
定

款
第

○
○

条
の

規
定

に
よ

り
、

総
会

が
成

立
し

た
こ

と
を

宣

言
し
、
議
事
録
署
名
人
に
○
○
及
び
○
○
を
選
出
し
て
議
事
に
入
っ
た
。

４
．
議

題
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
へ
の
寄
附
等
に
つ
い
て

（
１
）
敷
地
の
贈
与
に
つ
い
て

（
２
）
建
設
資
金
自
己
負
担
分
の
寄
附
に
つ
い
て

（
３
）
借
入
金
償
還
金
の
寄
附
に
つ
い
て

５
．
審

議
経
過

○
○
社
員
「（

発
言
要
旨
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
」

○
○
社
員
「
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･」

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

議
事
録
署
名
人

○
○

○
○

㊞

○
○

○
○

㊞

こ
の

議
事
録
謄
本
は
原
本
の
と
お
り
相
違
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

医
療
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○

○
○

㊞

様
式
例
１
０

所
有
権
移
転
登
記
確
約
書

所
有
権
移
転

登
記
確
約
書

社
会
福

祉
法

人
○

○
○

会
の
設

立
が

認
可

さ
れ
た

と
き

は
、

下
記

財
産
に

つ
い

て
、

直
ち

に
貴

法
人
に
対
し
所
有
権
移
転
登
記
を
行

う
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

（
所
有
者
）

氏
名

○
○

○
○

実
印

社
会
福
祉
法
人
○

○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

記

１
．
土
地

○
○
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

所
在
の
土
地
１
筆

○
○
㎡

２
．
建
物

○
○
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

○
○
号
所
在
の
○
○
造
○
階
建

建
物
１

棟
延
べ
○
○
㎡

50



様
式
例
１
１

免
責
的
債
務
引
受
契
約
証
書

免
責
的
債
務
引
受
契

約
証
書

第
１
条

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
〇
〇
〇
〇
（
以
下
「
丙
」
と
い
う
。）

は
、
乙
野

太
郎

（
以

下
「

乙
」

と
い

う
。
）

が
令

和
○

年
○

月
○

日
付

金
銭

消
費

貸
借

契
約

証
書

（
以

下

「
原

契
約
書

」
と

い
う

。）
に

基
づ

き
、

○
○

信
用

金
庫

（
以

下
「
甲

」
と
い

う
。）

か
ら

借
り

受
け

、
現
に

負
担

し
て

い
る
債

務
金

○
○

円
（
元

高
金

○
○

円
）

及
び
こ

れ
に

付
帯

す
る

一
切

の
債

務
を
原

契
約

書
の

特
約
条

項
を

承
認

の
う
え

、
か

つ
、

そ
の

債
務
の

同
一

性
を

維
持

し
て

引
き
受
け
る
こ
と
を
申
込
み
、
甲
は
こ
れ

を
承
認
し
、
乙
は
こ
れ
に
同
意
し
た
。

第
２
条

乙
は
丙
が
前
条
の
債
務
を
引
き
受

け
た
こ
と
に
よ
り
そ
の
債
務
を
免
れ
る
。

第
３
条

丙
は
、

本
契
約

に
よ

り
引

き
受

け
た

債
務

を
原

契
約
書

の
特

約
条

項
に

従
っ

て
覆

行
す

る
も
の
と
す
る
。

第
４
条

丙
は
、

甲
の
抵

当
権

付
の

末
尾

記
載

の
物

件
に

つ
い
て

は
、

本
債

務
引

き
受

け
の

登
記

手
続
き
を
す
み
や
か
に
完
了
し
、
そ
の
登

記
簿
謄
本
を
甲
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

第
５
条

こ
の
証

書
の
作

成
並

び
に

登
記

そ
の

他
の

契
約

に
関
す

る
一

切
の

費
用

は
丙

が
こ

れ
を

負
担
す
る
。

第
６
条

○
○
○

○
は
、

本
債

務
引

受
契

約
を

承
認

し
、

引
き
続

き
保

証
人

と
な

り
、

保
証

人
相

互
間

に
連
帯

し
て

、
丙

と
保
証

人
と

の
間

に
保
証

委
託

契
約

の
効

力
に
か

か
わ

ら
ず

債
務

履
行

の
責
を
負
う
も
の
と
す
る
。

第
７
条

丙
及
び

保
証
人

は
、

甲
が

請
求

し
た

と
き

は
い

つ
で
も

、
公

証
人

に
委

嘱
し

て
原

契
約

書
及

び
こ
の

契
約

書
に

基
づ
く

債
務

の
承

認
並
び

に
強

制
執

行
の

認
諾
の

あ
る

公
正

証
書

の
作

成
に
必
要
な
手
続
を
と
る
も
の
と
す
る
。

第
８
条

こ
の
契

約
に
関

し
て

は
、

こ
の

証
書

に
別

段
の

定
め
が

あ
る

も
の

の
ほ

か
、

全
て

原
契

約
書
の
各
条
項
を
適
用
又
は
準
用
す
る
も

の
と
す
る
。

こ
の
契
約
を
証
す
る
た
め
証
書
１
通
を
作
成

し
、
甲
が
こ
れ
を
保
有
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○

○
日

甲
所
在
地

名
称

○
○
信
用
金
庫

代
表
取
締
役

○
○

○
○

㊞

乙
住

所

氏
名

乙
野

太
郎

㊞

丙
所
在
地

名
称

社
会
福
祉
法

人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

㊞

連
帯
保
証
人

住
所

○
○
市
○
○
町

○
○
番
地

氏
名

○
○

○
○

連
帯
保
証
人

住
所

○
○
市
○
○
町

○
○
番
地

氏
名

○
○

○
○

連
帯
保
証
人

住
所

○
○
市
○
○
町

○
○
番
地

氏
名

○
○

○
○

様
式
例
１
２

地
方
公
共
団
体
か
ら
の
貸
与
確
約
書

記
号

番
号

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

土
地
の

無
償
貸
与
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

伊
勢
市
長

○
○

○
○

㊞

社
会

福
祉

法
人

○
○
○

会
の

設
立

が
認

可
さ
れ

た
時

は
、

当
市

が
所
有

す
る

下
記

の
土

地
に
つ

い
て
（
無
償
）
貸
与
す
る
こ
と

を
確
約
し
ま
す
。 記

所
在

地
地

目
地
積
（
㎡
）

１
○
○
県
○
○

市
○
○
町
○
○
番

○
○
○

○
○

２
○
○
県
○
○

市
○
○
丁
目
○
○
番

○
○
○

○
○
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様
式
例
１
３

地
上
権
設
定
契
約
書

※
設
立
代
表
者
が
所
有
す
る
土
地
に
地

上
権
の
設
定
を
す
る
場
合
は

、
次
の
例
に
よ
っ
て

く
だ
さ
い
。

○
○
○

○
（

以
下

「
甲

」
と

い
う

。
）
と

社
会

福
祉

法
人
○

○
○

会
設
立

代
表
者

特
別

代
理

人

○
○
○
〇
（

以
下
「
乙
」
と
い
う
。）

は
、
次
の
と
お
り
地
上
権
設
定
の
契
約
を
締
結
す
る
。

（
注
）
１

法
人
設
立
認
可
申
請
書
に
は
契
約
書
原
本

の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
契
約
書
の
原
本
は
、
関
係
者
が
そ

れ
ぞ
れ
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

２
既
に
設
立
さ
れ
た
社
会
福

祉
法
人
が
、
当
該
理
事
長
の

土
地
に
地
上
権
を
設

定
す
る
契

約
を

締
結
す
る
場
合
は
、
理
事

長
の
職
務
代
理
の
規
定
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
職

務

代
理

者
を
選
定
せ
ず
、
理
事
長

名
で
契
約
を
締
結
し
、
理
事
会
で
の
承
認
を
受
け
て
く

だ

さ
い

。

地
上
権
設

定
契
約
書

土
地
所
有
者
○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）

と
社
会

福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者
○

○
○
○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）

は
、
土
地
の
地
上
権
設
定

に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
契
約
を
締

結
す
る
。（

※
）

土
地
の
表
示

１
．
所

在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

２
．
地

目
宅
地

３
．
公
簿
面
積

○
○
㎡

（
地
上
権
設
定
の
目
的
）

第
１

条
甲

は
、

そ
の

所
有

に
か

か
る
末
尾

記
載

の
土
地

を
乙

が
、

建
設

す
る
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム
の
用
に
供
さ
せ
る
目
的
を
も
っ
て
、
地
上
権
者
乙
の
た
め
地
上
権
を
設
定
す
る
。

（
契
約
期
間
）

第
２

条
前

条
の

地
上

権
の

契
約

期
間
は
、

令
和

○
○
年

○
○

月
○

○
日

か
ら
前

条
の

目
的

に
よ

っ
て
使
用
す
る
期
間
と
す
る
。

（
地
代
）

第
３
条

地
代
は
無
償
と
す
る
。

（
登
記
）

第
４

条
甲

は
、

乙
に

対
し

、
こ

の
契
約
締

結
と

同
時
に

地
上

権
設

定
登

記
確
約

書
を

提
出

す
る

も
の
と
す
る
。

（
土
地
の
維
持
管
理
）

第
５

条
こ

の
契

約
の

対
象

と
な

る
土
地
が

、
天

災
等
に

よ
り

流
出

又
は

崩
壊
し

た
と

き
の

損
害

の
補
填
又
は
復
旧
に
要
す
る
費
用
は
、
乙
の
負
担
と
す
る
。

（
協
議
）

第
６

条
こ

の
契

約
に

定
め

の
な

い
事
項
に

つ
い

て
は
、

必
要

に
応

じ
甲

乙
協
議

の
う

え
定

め
る

も
の
と
す
る
。

こ
の

契
約

が
甲

乙
両

者
間

に
成
立

し
た
こ

と
を

証
し

、
か

つ
こ
れ

を
確

守
す

る
た

め
２
通

作
成

し
、
各
１
通
を
保
持
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住

所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号

氏
名

○
○

○
○

実
印

乙
住

所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者

○
○

○
○

実
印

様
式
例
１
４

地
上
権
設
定
登
記
確
約
書

地
上
権

設
定
登
記
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

こ
の

た
び

、
特

別
養
護

老
人

ホ
ー

ム
○

○
園
用

地
と

し
て

地
上

権
設
定

契
約

の
締

結
を

行
っ
た

土
地
に

つ
い

て
は

、
法

人
設

立
後

、
直

ち
に

地
上

権
の
登

記
を

設
定

す
る

こ
と

を
確

約
い

た
し
ま

す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

○
○
県
○

○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
○
○
号

所
有
者

氏
名

○
○

○
○

実
印

記

土
地
の
表
示

１
．
所

在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番

２
．
地

目
宅
地

３
．
公
簿
面
積

○
○
㎡
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様
式
例
１
５

土
地
賃
貸
借
契
約
書

土
地
賃
貸
借
契
約
書

貸
地
人

○
○
○

○
を

甲
と

し
て

借
地
人

社
会

福
祉

法
人

○
○
○

会
設

立
代

表
者

○
○
○

○
を
乙

と
し
て
、
土
地
の
賃
貸
借
に

関
し
、
次
の
と
お
り
契
約
を
締
結
す
る

。（
※
）

記

１
．
貸
借
物
件

所
在

地
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番

土
地

○
○
㎡

２
．
貸
借
条
件

①
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

②
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

③
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･

（
目

的
）

第
１

条
こ
の

土
地

は
、

社
会

福
祉
法

人
○
○

○
会
経

営
の

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
敷
地

に
充
て

る
た
め
賃
借
す
る
。

（
期

間
）

第
２

条
貸
借

の
期

間
は

、
令

和
○
○

年
○
○

月
○
○

日
か

ら
、

前
条

の
目

的
に

よ
っ
て

使
用
す

る
期
間
と
す
る
。

（
賃
貸
料
）

第
３
条

賃
貸
料
は
、
○
○

円
と
す
る
。

（
転
貸
の
禁
止
）

第
４
条

乙
は
、
こ
の
契
約

に
か
か
る
土
地
を
他
に
転
貸
し
て
は
な

ら
な
い
。

（
契
約
の
解
除
）

第
５

条
乙
が

正
当

な
理

由
な

く
こ
の

契
約
の

各
条
項

に
違

背
し

た
と

き
、

甲
は

こ
の
契

約
を
解

除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
返

還
）

第
６

条
乙
は

、
こ

の
契

約
に

よ
る
土

地
を
返

還
す
る

場
合

、
原

形
に

復
し

た
後

、
返
還

し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し

、
甲
の
承
認
を
得
た
場
合
は
こ
の
限
り

で
な
い
。

（
そ
の
他
）

第
７

条
以
上

に
定

め
る

も
の

の
ほ
か

、
疑
義

の
生
じ

た
場

合
は

、
甲

、
乙

協
議

の
う
え

決
定
す

る
。

上
記
契
約
の
証
と
し
て
本

契
約
書
２
通
を
作
成
し
、
両
者
各
１
通

を
保
有
す
る
。

※
設
立
代

表
者
の
土
地
を
賃
貸
借
す
る
場
合
に
つ

い
て
は
、
次
の
例
に
よ
っ
て
く
だ
さ
い

。

○
○

○
○

（
以

下
「

甲
」

と
い

う
。）

と
社

会
福

祉
法

人
○

○
○
会

設
立

代
表
者

特
別

代
理

人
○

○

○
○
（
以
下
「
乙
」
と
い
う
。）

は
、
次
の
と
お
り
土
地
賃
貸
借
契
約
を
締
結
す
る
。

（
注
）
１

法
人
設
立
認
可
申
請
書
に
は
契
約
書

原
本
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
契
約
書
の
原
本
は
、
関
係
者

が
そ
れ
ぞ
れ
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

２
既
に
設
立
さ
れ
た
社
会
福

祉
法
人
が
、
当
該
理
事

長
か
ら
の
賃
貸
借
に
関
す

る
契
約
を

締
結
す
る
場
合
は
、
理
事
長
の

職
務
代
理
の
規
定

が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
職
務
代

理

者
を
選
定
せ
ず
、
理
事
長
名
で

契
約
を
締
結
し
、

理
事
会
で
の
承
認
を
受
け
て
く
だ
さ

い
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住

所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○

○
○

実
印

乙
住

所
○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○
○
○

㊞
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様
式
例
１
６

賃
借
権
登
記
確
約
書

賃
借

権
登
記
確
約
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

こ
の

た
び

、
特

別
養
護

老
人

ホ
ー

ム
○

○
○
建

設
用

地
と

し
て

賃
貸
借

契
約

の
締

結
を

行
っ
た

借
地
人

社
会

福
祉

法
人

○
○

○
会

設
立

代
表

者
○

○
○
○

氏
と

の
土

地
の

賃
貸

借
に

つ
い

て
は
、

法
人
設
立
後
、
直
ち
に
賃
借
権
の
登

記
を
設
定
す
る
こ
と
を
確
約
い
た
し
ま

す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

〇
〇

〇
〇

様 住
所

○
○
県
○
○
市
○

○
町
○
○
番
地

氏
名

○
○

○
○

実
印

記

土
地
の
表
示

１
．
所

在
地

○
○
県
○
○
市
○
○
町
○
○

丁
目
○
○
番

２
．
地

目
宅
地

３
．
公
簿
面

積
○
○
㎡
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様
式
例
１
７

事
業
計
画
書

令
和
○
○
年
度

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
事
業
計
画

１
．
利
用
定
員

○
○
名

２
．
職
員
定
数

○
○
名

３
．
事
業
開
始
予
定
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

４
．
事
業
運
営
基
本
計
画

５
．
利
用
者
の
援
助

６
．
健
康
管
理

７
．
防
災
計
画

８
．
日
課

９
．
職
員
名
簿

別
紙
「
職
員
名
簿
」
の
と
お
り
。

10
．
資
金
計
画

別
紙
「
収
支
予
算
書
」
の
と
お
り
。

（
別
紙
）

（
注
）
１

必
要
職
種
は
、
全
て
に
つ
い
て
記
入
し

て
く
だ
さ
い
。

２
選
考
中
で
未
定
の
場
合
は
、
そ
の
旨
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

９
．
職
員
名
簿

職
種
名
(注

１
)

氏
名
(注

２
)

前
歴

資
格

年
齢

本
俸

施
設

長

事
務

長

事
務

員

〃 〃

保
育

士

〃

生
活

相
談

員

介
護

職
員

〃 〃 〃 〃

医
師

看
護

師

〃

機
能

訓
練

指
導

員

〃 〃

介
護

支
援

専
門

員

栄
養

士

調
理

員

〃

55



予
算

(
A
)

前
年

度
予

算
(
B
)

差
異

(
A
)
-
(
B
)

備
考

介
護

保
険

事
業

収
入

老
人

福
祉

事
業

収
入

児
童

福
祉

事
業

収
入

保
育

事
業

収
入

就
労

支
援

事
業

収
入

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
事

業
収

入
生

活
保

護
事

業
収

入
医

療
事

業
収

入
退

職
共

済
事

業
収

入
○

○
事

業
収

入
○

○
収

入
借

入
金

利
息

補
助

金
収

入
経

常
経

費
寄

附
金

収
入

受
取

利
息

配
当

金
収

入
そ

の
他

の
収

入
流

動
資

産
評

価
益

等
に

よ
る

資
金

増
加

額
事

業
活

動
収

入
計

(
１

)
人

件
費

支
出

事
業

費
支

出
事

務
費

支
出

就
労

支
援

事
業

支
出

授
産

事
業

支
出

退
職

共
済

事
業

支
出

○
○

支
出

利
用

者
負

担
軽

減
額

支
払

利
息

支
出

そ
の

他
の

支
出

流
動

資
産

評
価

損
等

に
よ

る
資

金
減

少
額

事
業

活
動

支
出

計
(
２

)

施
設

整
備

等
補

助
金

収
入

施
設

整
備

等
寄

附
金

収
入

設
備

資
金

借
入

金
収

入
固

定
資

産
売

却
収

入
そ

の
他

の
施

設
整

備
等

に
よ

る
収

入
施

設
整

備
等

収
入

計
(
４

)
設

備
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

固
定

資
産

取
得

支
出

固
定

資
産

除
却

・
廃

棄
支

出
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

支
出

そ
の

他
の

施
設

整
備

等
に

よ
る

支
出

施
設

整
備

等
支

出
計

(
５

)

長
期

運
営

資
金

借
入

金
元

金
償

還
寄

附
金

収
入

長
期

運
営

資
金

借
入

金
収

入
役

員
等

長
期

借
入

金
収

入
長

期
貸

付
金

回
収

収
入

投
資

有
価

証
券

売
却

収
入

積
立

資
産

取
崩

収
入

そ
の

他
の

活
動

に
よ

る
収

入
そ

の
他

の
活

動
収

入
計

(
７

)
長

期
運

営
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

役
員

等
長

期
借

入
金

元
金

償
還

支
出

長
期

貸
付

金
支

出
投

資
有

価
証

券
取

得
支

出
積

立
資

産
支

出
そ

の
他

の
活

動
に

よ
る

支
出

そ
の

他
の

活
動

支
出

計
(
８

)

様
式

例
１

８
　

資
金

収
支

予
算

書
、

資
金

収
支

予
算

サ
ー

ビ
ス

区
分

別
内

訳
書

例
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

資
　

金
　

収
　

支
　

予
　

算
　

書
（

自
）

令
和

○
〇

年
〇

〇
月

〇
〇

日
　

　
　

（
至

）
令

和
○

〇
年

〇
〇

月
〇

〇
日

（
単

位
：

円
）

勘
　

　
　

　
定

　
　

　
　

科
　

　
　

　
目

　
事

業
活

動
資

金
収

支
差

額
(
３

)
=
(
１

)
－

(
２

)

　
施

設
整

備
等

資
金

収
支

差
額

(
６

)
=
(
４

)
－

(
５

)

　
そ

の
他

の
活

動
資

金
収

支
差

額
(
９

)
=
(
７

)
－

(
８

)
　

予
備

費
支

出
(
1
0
)

　
当

期
資

金
収

支
差

額
合

計
(
1
1
)
=
(
３

)
+
(
６

)
+
(
９

)
－

(
1
0
)

　
前

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
2
)

　
当

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
1
)
＋

(
1
2
)

 (
注

) 
　

勘
定
科

目
は

、
会

計
基

準
の

勘
定
科

目
説

明
の

大
区

分
の

み
を
記

載
す

る
が

、
必

要
の

な
い
も

の
は

省
略

で
き

ま
す

。

収 入 支 出

事 業 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出

施 設 整 備 等 に よ る 収 支 そ の 他 の 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出

事
業

区
分

公
益

事
業

△
△

本
部

○
○

事
業

△
△

事
業

介
護

保
険

事
業

収
入

　
施

設
介

護
料

収
入

　
　

介
護

報
酬

収
入

　
　

利
用

者
負

担
金

収
入

（
公

費
）

　
　

利
用

者
負

担
金

収
入

（
一

般
）

　
居

宅
介

護
料

収
入

　
（

介
護

報
酬

収
入

）
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
活

動
収

入
計

(
１

)
人

件
費

支
出

　
役

員
報

酬
支

出
　

役
員

退
職

慰
労

金
支

出
　

職
員

給
料

支
出

　
職

員
賞

与
支

出
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
費

支
出

・
・

・
・

・
・

・
・

事
務

費
支

出
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
活

動
支

出
計

(
２

)

施
設

整
備

等
補

助
金

収
入

　
施

設
整

備
等

補
助

金
収

入
　

設
備

資
金

借
入

金
元

金
償

還
補

助
金

収
入

施
設

整
備

等
寄

附
金

収
入

　
施

設
整

備
等

寄
附

金
収

入
　

設
備

資
金

借
入

金
元

金
償

還
寄

附
金

収
入

設
備

資
金

借
入

金
収

入
・

・
・

・
・

・
・

・
そ

の
他

の
施

設
整

備
等

に
よ

る
収

入
　

○
○

収
入 施

設
整

備
等

収
入

計
(
４

)
設

備
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

固
定

資
産

取
得

支
出

　
土

地
取

得
支

出
　

建
物

取
得

支
出

　
車

輌
運

搬
具

取
得

支
出

　
器

具
及

び
備

品
取

得
支

出
　

○
○

取
得

支
出

　
・

・
・

・
・

・
・

・
そ

の
他

の
施

設
整

備
等

に
よ

る
支

出
　

○
○

支
出 施

設
整

備
等

支
出

計
(
５

)

長
期

運
営

資
金

借
入

金
元

金
償

還
寄

附
金

収
入

長
期

運
営

資
金

借
入

金
収

入
・

・
・

・
・

・
・

・
事

業
区

分
間

長
期

借
入

金
収

入
拠

点
区

分
間

長
期

借
入

金
収

入
事

業
区

分
間

長
期

貸
付

金
回

収
収

入
拠

点
区

分
間

長
期

貸
付

金
回

収
収

入
事

業
区

分
間

繰
入

金
収

入
拠

点
区

分
間

繰
入

金
収

入
そ

の
他

の
活

動
に

よ
る

収
入

　
○

○
収

入 そ
の

他
の

活
動

収
入

計
(
７

)
長

期
運

営
資

金
借

入
金

元
金

償
還

支
出

役
員

等
長

期
借

入
金

元
金

償
還

支
出

・
・

・
・

・
・

・
・

事
業

区
分

間
長

期
貸

付
金

支
出

拠
点

区
分

間
長

期
貸

付
金

支
出

事
業

区
分

間
長

期
借

入
金

返
済

支
出

拠
点

区
分

間
長

期
借

入
金

返
済

支
出

事
業

区
分

間
繰

入
金

支
出

拠
点

区
分

間
繰

入
金

支
出

そ
の

他
の

活
動

に
よ

る
支

出
　

○
○

支
出 そ
の

他
の

活
動

支
出

計
(
８

)

資
金

収
支

予
算

サ
ー

ビ
ス

区
分

別
内

訳
書

（
自

）
令

和
○

○
年

○
○

月
○

○
日

　
（

至
）

令
和

○
○

年
○

○
月

○
○

日

（
単

位
：

円
）

社
会

福
祉

事
業

　
勘

定
科

目
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
拠

点
区

分
○

○
　

　
　

　
　

　
　

　
　

サ
ー

ビ
ス

区
分

　
事

業
活

動
資

金
収

支
差

額
(
３

)
=
(
１

)
－

(
２

)

　
施

設
整

備
等

資
金

収
支

差
額

(
６

)
=
(
４

)
－

(
５

）

　
そ

の
他

の
活

動
資

金
収

支
差

額
(
９

)
=
(
７

)
－

(
８

)
　

予
備

費
支

出
(
1
0
)

　
当
期

資
金
収

支
差

額
合
計

(
1
1)
=
(
３

)+
(
６

)+
(
９

)
－
(
1
0
)

　
前

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
2
)

　
当

期
末

支
払

資
金

残
高

(
1
1
)
＋

(
1
2
)

 
（

注
）

１
　

勘
定

科
目

は
、

会
計

基
準

の
勘

定
科

目
説

明
の

小
区

分
ま

で
記

載
す

る
が

、
必

要
の

な
い

も
の

は
省

略
す

る
こ

と
。

　
　

　
 
２

　
法

人
の

全
て

の
サ

ー
ビ

ス
区

分
が

表
示

で
き

る
よ

う
適

宜
調

製
し

て
作

成
す

る
こ

と
。

内
部

取
引

消
　

　
去

合
　

計
備

　
考

事 業 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出

施 設 整 備 等 に よ る 収 支

収 入 支 出

そ の 他 の 活 動 に よ る 収 支

収 入 支 出
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様
式
例
１
９

設
立
者
の
履
歴
書

履
歴

書

現
住
所

氏
名

○
○

○
○

昭
和
○
○
年
○
○
月
○
日
生

１
．
学

歴

昭
和
○
○
年
○
月

○
○
大
学
○
○
学
部
○
○
学
科
卒
業

２
．
職

歴

昭
和
○
○
年
○
月

（
株
）
○
○
入
社
（
医
薬
品
製
造
販
売
業
）

昭
和
○
○
年
○
月

（
株
）
○
○
退
社

平
成
○
○
年
○
月

○
○
薬
局
を
開
業

令
和
○
○
年
○
月

○
○
薬
局
を
閉
業
、
現
在
に
至
る

３
．
そ
の
他
の
社
会
的
活
動
歴

昭
和
○
○
年
○
月
～
現
在

○
○
市
民
生
・
児
童
委
員

平
成
○
○
年
○
月
～
現
在

○
○
町
内
会
会
長

令
和
○
○
年
○
月
～
現
在

○
○
市
保
護
司

４
．
他
法
人
役
員
歴

平
成
○
○
年
○
月
～
平
成
○
○
年
○
月

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

令
和
○
○
年
○
月
～
令
和
○
○
年
○
月

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

評
議
員

上
記
の
と
お
り
相
違
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○

○
○

印

様
式
例
２
０

委
任
状

ア
．
設
立
代
表
者
が
設
立
に
関
す
る
一
切
の
権
限
を
有
す
る
場
合

委
任

状
（
記
載
例
）

住
所

氏
名

○
○

○
○

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

設
立
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

設
立
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

イ
．
設
立
代
表
者
が
贈
与
契
約
の
当
事
者
（
寄
附
者
）
と
な
る
場
合

ウ
．
設
立
代
表
者
以
外
の
者
に
贈
与
契
約
に
係
る
権
限
の
み
を
委
任
す
る
場
合

上
記
の

者
を

社
会
福
祉

法
人

○
○
○

○
会
の
設

立
代

表
者

と
し
て
、
設

立
に
関

し
必
要
な
権
限
の
一
切
を
委
任
す
る
。

上
記

の
者
を

社
会
福

祉
法

人
○

○
○

○
会

と
○

○
○
○

と
の

贈
与

契
約
に

係
る

権

限
を
委
任
す
る
。

上
記
の
者
を
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
○
会
の
設
立
代
表
者
と
し
て
、
設
立
に
関
し

必
要
は
権
限
（
○
○
○
○
〈
代
表
者
氏
名
〉
の
贈
与
契
約
に
係
る
部
分
を
除
く
。）

の
一
切
を
委
任
す
る
。
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様
式
例
２
１

役
員
（
理
事
、
監
事
）
就
任
承
諾
書
、
評
議
員
就
任
承
諾
書

（
注
）
１

役
員
の
就
任
承
諾
書
は
、
括
弧

内
の
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
削
除
し
て

く
だ
さ
い
。

２
評
議
員
の
就
任
承
諾
書
は
、
役
員
の
文
言
を
評
議
員
に
換
え
て
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
日
付
は
、
設
立
代
表
者
に
権
限
を
委
任
し
た
日
付
以
降
で
、
法
人
設
立
認
可

申
請
年
月

日
以
前
の
日
付
と
な
り
ま
す
。

４
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ

し
、
必
要

事
項

を
登

記
す

る
際

に
、

法
務

局
か

ら
実

印
を

押
印

し
た

書
面

の
提

示
等

を
求

め
ら

れ

る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

５
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の

場
合
は
、

新
た
に
役
員
又
は
評
議
員
に
就
任
す
る
際
に
、
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

役
員
（
理
事
、
監
事
）
就
任
承
諾
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
会
の
役
員
（
理
事
、
監
事
）
に
就
任
す
る
こ
と
を
承
諾
し
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

氏
名

○
○

○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））

社
会
福
祉
法
人

○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

○
○

○
○

様
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様
式
例
２
２
（
１
）

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
評
議
員
）

（
注
）
１

こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人

設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、
新

た
に
評
議
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

２
法
人
の
判
断
に
お
い
て
、
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は
署
名
（
自
署
）
と
し
ま
す
。

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
評
議
員
）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
に
就
任
す
る
こ
と
に
あ
た
り
、
社
会
福
祉
法
第
４
０
条
第
１

項
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
申
し
立
て
ま
す
。

【
社

会
福

祉
法
第

４
０
条
第

１
項

評
議
員

の
欠
格

事
由
】

１
．

法
人

２
．

精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
職
務
を
適
正
に
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及

び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

３
．

生
活
保
護
法
、
児
童
福
祉
法
、
老
人
福
祉
法
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
又
は
こ
の
法
律
の
規
定

に
違
反
し
て
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る

ま
で
の
者

４
．

前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
ほ
か
、
禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、

又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者

５
．

第
５

６
条
第

８
項

の
規
定

に
よ
る

所
轄
庁
の
解

散
命
令

に
よ

り
解
散

を
命
ぜ

ら
れ

た
社
会
福

祉
法
人
の
解
散
当
時
の
役
員

６
．

暴
力
団
員
又
は
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
５
年
を
経
過
し
な
い
者

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

〇
〇

〇
〇

様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○

○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））

様
式
例
２
２
（
２
）

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
理
事
・
監
事
）

※
役
員
の
申
立
書
は
、
括
弧
内
の
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
削
除
し
て
く
だ
さ
い
。

（
注
）
１

こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法
人

設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、
新

た
に
役
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

２
記

名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又
は

署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事
の

場
合
は
、
必
要
事
項
を
登
記
す
る
際
に
、
法
務
局
か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書
面
の

提
示
等
を

求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
の
申
立
書
（
理
事
・
監
事
）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
（
理
事
・
監
事
）
に
就
任
す
る
こ
と
に
あ
た
り
、
社
会
福
祉
法
第

４
４
条
第
１
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
４
０
条
第
１
項
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
申
し
立
て
ま
す
。

【
社

会
福
祉

法
第

４
０

条
第

１
項

（
理
事
・

監
事

）
の

欠
格
事

由
】

１
．

法
人

２
．

精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
職
務
を
適
正
に
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断

及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

３
．

生
活
保
護
法
、
児
童
福
祉
法
、
老
人
福
祉
法
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
又
は
こ
の
法
律
の
規

定
に
違
反
し
て
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く

な
る
ま
で
の
者

４
．

前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
ほ
か
、
禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、

又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者

５
．

第
５
６
条
第
８
項
の
規
定
に
よ
る
所
轄
庁
の
解
散
命
令
に
よ
り
解
散
を
命
ぜ
ら
れ
た
社
会

福
祉
法
人
の
解
散
当
時
の
役
員

６
．

暴
力

団
員

又
は

暴
力

団
員

で
な

く
な
っ

た
日

か
ら

５
年
を

経
過
し
な

い
者

社
会
福
祉
法
人
〇
〇
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

〇
〇

〇
〇

様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○

○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））
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様
式
例
２
３
（
１
）

親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

（
注
）
１

特
殊
関
係
の
申
立
書
は
、
評
議

員
、
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
○
で
囲
ん

で
く
だ
さ
い
。

２
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法

人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

「
次

の
と
お

り
申

し
立

て
ま

す
。
」

の
文

言
を

「
就

任
予
定

日
に

お
け

る
状

況
に

つ
い
て
、

次
の

と
お
り

申
し

立
て

ま
す

。
」

に
修
正

し
、

新
た

に
役
員

に
就

任
す

る
際

に
理

事
長
宛

て
提
出
し
ま
す
。

３
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又

は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事

の
場
合
は
、
必

要
事
項
を
登
記
す
る
際
に

、
法
務
局

か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書

面
の
提
示

等
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

私
は

、
社
会

福
祉

法
人
○
○
○

会
の

評
議

員
・

理
事
・

監
事

の
就

任
に

あ
た

り
、
次

の
と
お

※
い

ず
れ

か
を

○
で

囲
む

り
申
し
立
て
ま
す
。

記

１
．

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
又
は
役
員
（
理
事
・
監
事
）
と

な
っ
て
い
る
○Ａ

配

偶
者
・
○Ｂ

３
親
等
以
内
の
親
族
の
有
無
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）

無

（
２
）

有
→

・
役
職
等
（

）
（

）

・
氏
名

（
）
（

）

・
続
柄

（
）
（

）

２
．

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
評
議
員
又
は
役
員
（
理
事
・
監
事
）
と
な
っ
て
い
る
下
表

①
か
ら
⑤
の
関
係
の
あ
る
者
の
有
無
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）

無

（
２
）

有
→

・
役
職
等
（

）
（

）

・
氏
名

（
）
（

）

・
関
係

（
）
（

）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

○
○

○
○

様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○

○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））

（
参
考
）

●
評
議
員
、
監
事
と
な
る
者
に
つ
い
て

・
１

又
は

２
で
「（

２
）
有

」
と

な
る
場

合
は
、
次

の
【
参
考

】
①
か

ら
④
に
該

当
す
る

場
合
は
、
評
議
員
・
監
事
に
な
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

●
理
事
と
な
る
者
に
つ
い
て

・
１

又
は

２
で
「（

２
）
有

」
と

な
り
、

関
係
者
が

評
議
員
、

監
事
の

場
合
は
、

理
事
と

な
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

・
１

又
は

２
で
「（

２
）
有

」
と

な
り
、

関
係
者
が

理
事
の
場

合
は
、

理
事
本
人

を
含
め
、

１
・
２
の
関
係

者
を
合
わ
せ
て
理
事
総
数

の
３
分
の

１
を
超
え
る
場
合
は
理
事

と
な
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事
の
親
族
等
特
殊
関
係
者
の
上
限
は
３
名
で
す
。

●
こ
れ

ら
の
ほ
か
に
特
殊
関
係
と
な
る

条
件
が
あ
り
ま
す
の
で
、
履
歴
書
等
で
確
認
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。（

１
５
頁
参
照
）

【
参
考
】
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
（
規
則
第
２
条
の
７
，
８
，
１
０
，
１
１
関
係
）

①
評
議
員
・
役
員
と
婚
姻
の
届
出
を
し
て
い
な
い
が
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者

②
評
議
員
・
役
員
の
使
用
人
及
び
評
議
員
・
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
者

③
②
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者

④
①
～
②
に
掲
げ
る
者
の
３
親
等
以
内
の
親
族
で
、
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に
す
る
者

役
員
等
と
な
っ
て
い
る
他
の
法
人
（
医
療
法
人
、
株
式
会
社
等
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。）
）
の
役
員
等
も
し
く
は
職
員

○Ｂ
３

親
等

内
の

親
族

①
事

実
上
婚

姻
関

係
に

あ
る
者

本
人

②
使
用
人
等

③
配
偶
者

役
員
等
と
な
っ
て
い
る
団
体

(医
療
法
人
，
株
式
会
社
等
)

④
生

計
が
同
一

の
３
親

等
内
の
親

族

○Ａ
配
偶
者

⑤
職
員

⑤
役
員
等

④
生

計
が
同
一

の
３
親

等
内
の
親

族
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様
式
例
２
３
（
２
）

親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

（
注
）
１

特
殊
関
係
の
申
立
書
は
、
評
議

員
、
理
事
又
は
監
事
の
い
ず
れ
か
の
文
言
を
○
で
囲
ん

で
く
だ
さ
い
。

２
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法

人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

「
次

の
と
お

り
該

当
し

ま
す

の
で

申
し

立
て
ま

す
。
」

の
文

言
を

「
就

任
予

定
日

に
お
け

る
状

況
に
つ

い
て

、
次

の
と

お
り

該
当

し
ま
す

の
で

申
し

立
て

ま
す

。
」
に

修
正

し
、
新

た
に
役
員
に
就
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

３
記
名
押
印
（
認
印
で
も
可
）
又

は
署
名
（
自
署
）
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
理
事

の
場
合
は
、
必

要
事
項
を
登
記
す
る
際
に

、
法
務
局

か
ら
実
印
を
押
印
し
た
書

面
の
提
示

等
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
予
め
法
務
局
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

※
こ
の
様
式
は
、
該
当
が
あ
る
場
合
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

親
族
等
の
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
に
関
す
る
申
立
書

（
他
の
団
体
で
の
役
員
等
の
就
任
状
況
）

私
は

、
社

会
福
祉

法
人
○
○
○

会
の

評
議
員
・

理
事
・

監
事

の
就
任
に

あ
た

り
、
次
の

と
お

※
い

ず
れ

か
を

○
で

囲
む

り
該
当
し
ま
す
の
で
申
し
立
て
ま
す
。

記

１
他
の
社

会
福
祉

法
人
で
の

評
議
員

及
び
役

員
（

理
事
・

監
事
）
の

就
任
ま
た

は
職
員

と
し
て

の
勤
務
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
社
会
福
祉
法
人
名
（

）・
役
職
等
（

）

・
社
会
福
祉
法
人
名
（

）・
役
職
等
（

）

・
社
会
福
祉
法
人
名
（

）・
役
職
等
（

）

２
社
団
法

人
、
医

療
法
人
、

株
式
会

社
等
で

の
役

員
（
業

務
を
執
行

す
る
社
員

を
含
む

）
の
就

任
の
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
団
体
名

（
）
・
役
職
等
（

）

・
団
体
名

（
）・

役
職
等
（

）

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

○
○

○
○

様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

氏
名

○
○

○
○

印

（
記
名
押
印
又
は
署
名
（
自
署
））
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様
式
例
２
４

監
事
同
意
書

（
注
）
１

同
意
書
を
得
る
時
期
は
、
評
議

員
会
の
前
で
あ
れ
ば
よ
い
で
す
が
、
理
事
会
で
の
審
議

を
円
滑
に
行
う

た
め
に
も
、
可
能
で
あ
れ

ば
理
事
会

前
に
徴
取
す
る
こ
と
が
望

ま
し
い
で

す
。 ま

た
、
理
事
会
終
了
後
に
徴
取
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

２
こ
の
同
意
書
は
１
名
に
つ
き
１

枚
を
徴
取
す
る
様
式
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
複
数
の

監
事
の
連
名
で
も
構
い
ま
せ
ん
。

３
監
事
の
過
半
数
の
同
意
が
必
要

で
す
の
で
、
同
意
を
得
る
人
数
に
注
意
を
し
て
く
だ
さ

い
。
例
え
ば
、
監
事
が
２
名
で
あ
れ
ば
２
名
の
同
意
が
必
要
で
す
。

４
こ
の
様
式
例
は
、
社
会
福
祉
法

人
設
立
時
の
も
の
で
す
の
で
、
既
設
法
人
の
場
合
は
、

新
た
に
監
事
を
選
任
す
る
際
に
理
事
長
宛
て
提
出
し
ま
す
。

監
事

同
意

書

私
は
、
社

会
福
祉

法
第

４
３
条

第
３
項

に
よ
り
準
用

さ
れ
る

一
般

社
団
法

人
及
び

一
般

財
団
法

人
に

関
す

る
法

律
第

７
２

条
の

規
定

に
従

っ
て

、
今

回
開

催
す

る
評

議
員

会
に

お
い

て
、

次
の

「
３
」
の
議
案
を
提
案
す
る
こ
と
に
同
意
い
た
し
ま
す
。

記

１
．
開
催
日
時

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
（

○
）

午
前
・
午
後
○
○
時
○
○
分
か
ら

２
．
開
催
場
所

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

会
議
室

３
．
議
案
概
要

次
期
監
事
に
下
記
の
者
を
選
任
す
る
こ
と
。

・
○

○
○

○
氏

・
○

○
○

○
氏

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者
（
又
は
理
事
長
）

○
○

○
○

様

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

監
事

○
○

○
○

印

様
式
例
２
５

施
設
建
設
計
画
書

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
建
設
計
画
書

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

１
．
施

設
名

○
○
ホ
ー
ム

２
．
経

営
主

体
○
○
○
会

３
．
設

置
場

所
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番

４
．
定

員
○
○
名

５
．
敷

地
の

面
積

○
○
○
㎡

６
．
規
模
及
び
構
造

１
階
床
面
積

○
○
○
㎡

２
階
床
面
積

○
○
○
㎡

３
階
床
面
積

○
○
○
㎡

延
床
面
積

○
○
○
㎡

７
．
配
置
図
及
び
平
面
図

別
紙
の
と
お
り

８
．
整
備
費
（
支
出
）

○
○
○
円

内
訳 敷

地
造

成
工

事
費

○
○
○
円

建
築

主
体

工
事

費
○
○
○
円

冷
暖

房
設

備
費

○
○
○
円

浄
化

槽
設

備
費

○
○
○
円

初
年

度
調

弁
費

○
○
○
円

設
計

監
理

費
○
○
○
円

９
．
整
備
費
（
収
入
）

○
○
○
円

内
訳 国

・
県

補
助

金
○
○
○
円

○
○

市
補

助
金

○
○
○
円

福
祉

医
療

機
構

借
入

金
○
○
○
円

自
己

資
金

○
○
○
円

10
．
工
事
予
定
期
間

（
１
）
建
築
工
事
着
手

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

（
２
）
竣

工
予

定
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

11
．
施
設
事
業
開
始
予
定
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
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様
式
例
２
６

設
備
整
備
計
画
書

設
備
整
備
（
初
度
調
弁
）
計
画
書

※
社
会
福
祉
事
業
用
車
両
の
税
の
減
免

保
育
園
の
事
業
に
利
用
す
る
場
合
は
、
事
前
に
許
可
が
必
要
で
す
。

保
育
園
の
事
業
以
外
に
利
用
す
る
場
合
は
、
県
税
事
務
所
に
直
接
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

区
分

品
名

数
量

単
価

金
額

事 務 室 関 係

施
設

長
事

務
机

円

事
務

長
事

務
机

… … …

厨 房 ・ 食 堂 関 係

厨
房

器
具

食
堂

用
机

… … …

車 両 関 係

利
用

者
送

迎
用

マ
イ

ク
ロ

バ
ス

利
用

者
送

迎
用

軽
自

動
車

… … … … … … …

合
計

円

様
式
例
２
７

償
還
計
画

償
還

計
画

１
．
年
次
別
償
還
額
及
び
充
当
財
源
別
金
額

（
注
）
寄
附
者
名
は
各
人
ご
と
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
．
充
当
財
源
の
調
達
内
容
（
財
源
別
調
達
内
容
）

区
分

年
次

償
還

額
充

当
財

源
別

金
額

元
金

利
息

合
計

寄
附

者
名

補
助

金
そ

の
他

合
計

円
円

円
円

円
円

1
令
和
○
○
年

〇
〇
〇
〇

〇
〇

補
助

金

2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5 合

計

補
助

金
等

○
○
○
○
円

県
費
補
助

利
息
所
要
額
の
○
分
の
○

寄
附

金

(
寄

附
者

氏
名

及
び

寄
附

額
)

理
事
長

○
○
○
○

○
○
○
○
円

理
事

○
○
○
○

○
○
○
○
円

理
事

○
○
○
○

○
○
○
○
円

監
事

○
○
○
○

○
○
○
○
円

元
利

償
還

金
所

要
額

か
ら

県
費

補
助

金
を

控
除

し
た

額
を

毎
年

寄
附
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様
式
例
２
８

贈
与
契
約
書

贈
与

契
約

書

○
○
○
○
（
以
下
「
甲
」
と
い
う
。）

と
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

○
○
〇

○
（
以
下
「

乙
」
と
い

う
。
）
と

○
○
○
○
（

以
下
「
丙

」
と
い
う

。
）
は
、

次
の
と

お
り

贈
与
契

約
を
締
結
し
た
。

第
１
条

甲
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
の
設
立
が
認
可
さ
れ
た
と
き
は
、
同
法
人
の
○
○
〇

○
か
ら
の

と
し
て
、
総
計
金
○
万
円
を
別
記
の
と
お
り
同
法
人
に
贈

与
す
る
こ
と
を
約
束
し
、
乙
は
こ
れ
を
承
諾
し
た
。

第
２
条

甲
は
、
前
条
に
よ
る
贈
与
を
、
毎
年
○
月
末
日
ま
で
に
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
３

条
甲

が
、

第
１

条
に

よ
る

贈
与

を
、

履
行

で
き

な
い

と
き

又
は

で
き

な
く

な
っ

た
と

き

は
、
丙
が
そ
の
贈
与
を
代
替
し
又
は
残
余
の
贈
与
を
承
継
し
て
行
う
。

第
４
条

丙
は
、
第
３

条
に
よ

る
贈

与
の

継
承

を
履

行
で

き
な

く
な

っ
た
と

き
は
、

あ
ら

か
じ
め

乙
の
承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
５
条

こ
の
契
約
に

定
め
て

い
な

い
事

項
に

つ
い

て
は

、
甲

、
乙

、
及
び

丙
は
、

誠
意

を
も
っ

て
協
議
の
上
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。

上
記
契
約

を
証
す

る
た

め
、
同

文
３
通

を
作

成
し
、

甲
、
乙

及
び

丙
署

名
捺
印
の

う
え

１
通
を

所
持
す
る
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

甲
住

所

氏
名

○
○

○
○

実
印

乙
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
設
立
代
表
者

住
所

氏
名

○
○

○
○

実
印

丙
住

所

氏
名

○
○

○
○

実
印

設
立
代
表
者

理
事

長

借
入

金
の

償
還

財
源

不
動

産
賃

借
料

別
記 回 数

償
還

年
次

贈
与

額

元
金

（
円
）

利
息

（
円
）

合
計

（
円
）

１
令
和

年

２
令
和

年

３
令
和

年

４
令
和

年

５
令
和

年

６
令
和

年

７
令
和

年

８
令
和

年

９
令
和

年

1
0

令
和

年

1
1

令
和

年

1
2

令
和

年

1
3

令
和

年

1
4

令
和

年

1
5

令
和

年

1
6

令
和

年

1
7

令
和

年

1
8

令
和

年

計
円
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様
式
例
２
９

施
設
長
就
任
承
諾
書

（
注
）

本
承
諾
書
に
は
、
施
設
長
資
格
要
件
取
得
状
況
が
わ
か
る
関
係
書
類
（
写
）
を
添
付
し
て

く
だ
さ
い
。

施
設

長
就

任
承

諾
書

社
会

福
祉

法
人

○
○
○
会

が
設

置
経
営

す
る
特
別
養

護
老
人

ホ
ー
ム

「
○

○
ホ

ー
ム
」
の

施
設

長
に
就
任
す
る
こ
と
を
承
諾
い
た
し
ま
す
。

な
お
、
施
設
長
に
就
任
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
の
職
務
に
専
念
す
る
こ
と
を
誓
い
ま
す
。

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

住
所

○
○
県
○
○
郡
○
○
町
○
○

氏
名

○
○

○
○

㊞

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○

様

※
履
歴
書
添
付

様
式
例
３
０

基
本
財
産
編
入
誓
約
書

基
本

財
産

編
入

誓
約

書

こ
の

度
、

社
会

福
祉

法
人

○
○

○
会

が
設

置
経

営
す

る
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

「
○

○
ホ

ー

ム
」
の
建
物

に
つ
い

て
は
、
完

成
後
、

速
や
か
に
基

本
財
産

に
編
入
す

る
こ
と
を

誓
約
い

た
し
ま

す
。 令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

〇
〇

〇
〇

様

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

設
立
代
表
者

○
○

○
○
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第６ 設立認可後に必要な手続き

１ 法人設立登記

社会福祉法人は、設立の認可を受けたのち、組合等登記令（以下「登記令」といいま

す。）の定めるところにより、その設立の登記をしなければならず（法第２９条第１

項）、主たる事務所の所在地においてこの登記をすることによって、成立します。（法第

３４条）

また、登記すべきとされた事項については、登記後でなければ、これを第三者に主張

することができません。（法第２９条第２項）

（１）登記事項（登記令第２条第２項）

ア 目的及び業務（定款例（様式例１）・３０頁）第１条に掲げる目的、事業

の種類及び内容、公益事業及び収益事業がある場合は当該事業）

イ 名称（定款例第２条の名称）

ウ 事務所の所在場所（定款例第４条の事務所の所在地。従たる事務所を置く

ときはその所在地。所在地は、県名以下番地まで記載）

エ 代表権を有する者の氏名、住所及び資格（理事長）

オ 存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由

カ 資産の総額（財産目録記載の基本財産、その他財産、公益事業用財産及び

収益事業用財産を現金に評価した額の合計から、負債を差し引いた額）

（２）登記の時期

設立認可書が到着した日から２週間以内。（登記令第２条第１項、登記令第

２４条）

２ 財産の移転

社会福祉法人の資産となるべき財産については、設立が認可されることを条件として

贈与契約が交わされることが通例であるため、設立の認可を受けその登記をした後、遅

滞なく法人への移転を受けなければなりません。

また、その移転を完了した後１か月以内に、伊勢市長にこれを証する書類を添えて、

報告をしなければなりません。（社会福祉法施行規則第２条第４項（以下「施行規則」

といいます。））

（１）報告書類提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 １部

（３）提出書類

ア 報告書（様式例３１・６７頁）

イ 添付書類

別紙「財産の移転完了に係る添付書類一覧表」６７頁参照
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様
式
例
３
１

財
産
移
転
完
了
報
告

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

伊
勢
市
長

〇
〇

〇
〇

様

法
人

名
○
○
○
会

所
在

地
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

理
事

長
○

○
○

○

財
産
移
転
完
了
報
告
に
つ
い
て

令
和
○

○
年

○
○

月
○

○
日

付
認
可

に
な

っ
た

社
会

福
祉

法
人

○
○
○

会
の

設
立

当
初
の

贈
与

財
産
は
、
別

添
証
憑
書

類
の

と
お

り
移
転

完
了
し

ま
し

た
の

で
、

社
会

福
祉

法
施
行

規
則
第

２
条

第
４
項
に
よ
り
報
告
い
た
し
ま
す
。

記

（
添
付
書
類
）

１
．
財
産
目
録

２
．
不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書
(写

)

３
．
預
貯
金
通
帳
（
写
）
及
び
預
貯
金
残
高
証
明
（
写
）

４
．
受
領
書
（
写
）

５
．
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
(写

)

６
．
そ
の
他
財
産
の
移
転
を
受
け
た
こ
と
を
証
明
す
る
書
類

財
産
の
移
転
完
了
に
係
る
添
付
書
類
一
覧
表

区
分

備
考

（
１
）

財
産
目
録

設
立
認
可
申
請
の
添
付
書
類
と
同
じ
も
の

（
日
付
は
法
人
設
立
年
月
日
）

（
２
）

不
動
産
の
登
記
事
項
証
明
書

設
立
時
に
不
動
産
を
譲
渡
さ
れ
た
場
合
又
は
土

地
に
地
上
権
等
権
利
を
設
定
し
た
場
合

（
３
）

預
貯

金
通

帳
（

写
）

及
び

預
貯

金
等

残

高
証
明
（
写
）

寄
附
が
あ
り
、
そ
れ
を
銀
行
等
に
預
け
た
場
合

（
４
）

受
領
書
（
写
）

現
金
等
動
産
の
寄
附
申
込
み
が
あ
っ
た
場
合
、

そ
の
寄
附
者
に
発
行
し
た
も
の
の
写
し

（
５
）

法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

（
６
）

そ
の

他
財

産
の

移
転

を
受

け
た

こ
と

を

証
明
す
る
書
類
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第７ 定款変更認可申請、届出手続き

定款は、社会福祉法人のいわば憲法であり、法人の機関は、定款に反して行動するこ

とはできません。社会福祉法人は、法令の定めるところに従い、その定款で定まった目

的の範囲内において、権利を有し、義務を負います。

また、法人が定款に違反したときは、伊勢市長は、期限を定めて改善のために必要な

措置をとるべき旨を勧告することができます。当該勧告に従わなかったときは、その旨

を公表し、期限を定めて当該勧告に係る措置を取るべき旨を命ずることができます。

更に、当該命令に従わない場合は、期間を定めて、業務の全部若しくは一部の停止を

命じ、又は役員の解職を勧告、法人の解散を命ずることができます。（法第５６条）

定款変更を予定している場合は、法人の理事会及び評議員会で審議を行う前に、予め、

余裕をもって当市へ事前相談をしてください。審議内容に不備がある場合は、認可をす

ることができませんので、再審議を行っていただくこととなります。

１ 定款変更の必要な場合

定款に記載された事項に変更が生じた場合には、定款の変更が必要になります。以

下にその主な場合を挙げます。

（１）法人の事業目的の追加及び変更

（２）事務所の所在地の変更

（３）役員等の定数の変更

（４）基本財産の変更

（５）定款例に準拠するための変更

２ 定款変更の要件

（１） 評議員会の決議（法第４５条の３６第１項、法第４５条の９第７項）

議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に当たる多数による決議が

必要となります。

（２）所轄庁の認可又は所轄庁への届出

定款変更は、伊勢市長の認可を得なければその効力を生じません。（法第４

５条の３６第２項）

法人が勝手にその目的を変更し、従来営んできた施設を廃止したり縮小した

りすることが許されるとすれば、入所している者の福祉を阻害することが甚だ

しく、このような弊害の防止という意味からも、当該法人の設立認可主体であ

り、監督官庁である伊勢市の認可を定款変更の効力発生要件としたわけです。

ただし、次の事項については、所轄庁への届出で足りるとされています。（法

第４５条の３６第４項）

ア 事務所の所在地の変更

イ 資産に関する事項（基本財産の増加に限ります。）

ウ 公告の方法の変更（現在は登記事項ではありませんが、処理の扱いが残

っています。）

（３）変更登記

当該定款変更が法人の登記事項（登記令第２条第２項・６６頁）に関する変

更であれば、伊勢市長の認可を得た後、主たる事務所の所在地においては２週

間以内、従たる事務所の所在地においては３週間以内に変更の登記をしなけれ

理事会の決議、次いで評議員会の決議が必要です。
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ばなりません。（法第２９条第１項、登記令第３条第１項）

また、登記をしなければ、これを第三者に対抗することができません。（法

第２９条第２項）

３ 定款変更認可申請手続き

社会福祉法人が定款変更の認可を受けようとするときは、定款変更認可申請書と

必要な添付書類を主たる事務所の所在地の伊勢市に提出しなければなりません。

（施行規則第３条第１項から第４項まで）

（１）申請書類提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は認可後、認可書として交付します。

（３）提出書類

ア 定款変更認可申請書（様式第２・７３頁）

イ 添付書類（別紙「定款変更認可申請書類一覧表」７１頁参照）

４ 定款認可申請書類作成にあたって留意すべき事項

設立認可申請の場合の「２設立認可申請書類作成にあたって留意すべき事項」

（２４頁）を参照してください。

なお、受託による事業の経営を行う場合は、事業を受ける旨の契約締結の終了後

に定款変更認可申請を行うこととなりますので、事業開始までの間に十分な準備を

する必要があります。

５ 定款変更届出書類

２の（２）で述べたア、イ及びウの事項については、伊勢市長への届出で足りると

されています。

（１）届出書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は受理後、受理書として交付します。

（３）提出書類
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ア 定款変更届書（様式例３７・８０頁）

イ 添付書類（別紙「定款変更届に係る添付書類一覧表」７９頁参照）

参考

①基本財産増加の際の定款変更認可申請と変更届の違い

・ 基本財産には、抵当権（民間金融機関等の抵当権）、地上権等が設定されていない

ことが原則です。

・ 根抵当権は、一定の範囲内に属する不特定の債権を極度の限度で担保する抵当権

であり、担保提供の必要性等の観点から、設定は認められません。

②新規事業所開設の例

新規事業所開設の例については、目次の次頁の表（主な提出書類の例）の「２新規

事業所開設の例」をご覧ください。

６ 定款附則記載例

定款附則の記載例をお示ししますので、参考にしてください。

附則の日付は、定款変更認可の場合は認可書が到達した日（認可を了知し得べき

状態の日）を、定款変更届の場合は評議員会の承認日の日を記載してください。

附 則

この定款は、〇〇年〇〇月〇〇日から施行する。

建 物

新築 定款変更届

改築 定款変更認可申請書

増築 定款変更認可申請書

土 地
新規取得 定款変更届

地籍変更による増加 定款変更認可申請書

70



定款変更認可申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

変更事項

添付書類

事業目的の追加 事

業

廃

止

役 員

定 数 の

変 更

基本財産の変更 定款例

にあわ

せた条

文整理

備 考設置

経営

受託

経営

増・

改築
減少 削除

1 申 請 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式第2・73頁

2 変 更 後 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

3 現 行 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
届出・認可書に添付

のものを受理・認可

書鑑を付けて複写

4 理事会及び評議員会議事録（写） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式例32・74頁

注)議事録に附属する議題

及び議案資料も併せて添付

5 財 産 目 録 ○ － － － － － － － 様式第3・75頁

6 事 業 計 画 書 ○ ○ － － － － － － ２か年分
事業開始年度
及び次年度7

収 支 予 算 書
(資金収支予算書）

○ ○ － － － － － －

8 受託事業の概要説明書 － ○ － － － － － － 様式例33・76頁

9 委 託 契 約 書 （ 写 ） － ○ － － － － － －
様式例34・76頁

契約書で事業実施
の確実性を担保

10 関 係 条 例 ( 写 ) － ○ － － － － － － 様式例35・77頁

11 法人の登記事項証明書(写) ○ ○ ○ － － － － － －

12

施

設

建

設

関

係

書

類

収 支 計 算 書 ○ － － － ○ ○ － －
当該不動産建設又
は購入に係るもの

補助金等の決定書（写） ○ － － － ○ ○ － － －

助 成 金 決 定 通 知 書 （ 写 ） ○ － － － ○ ○ － － －

各種補助要綱（写）等 ○ ○ ○ －

借入金決定書(写)又は

受理証明書(写)等
○ － － － ○ ○ － － －

借

入

金

関

係

書

類

償 還 計 画 ( 写 ) ○ － － － ○ ○ － － 様式例27・63頁

償還金贈与

契約書(写)
○ － － － ○ ○ － － 様式例28・64頁

所得証明書

(写)
○ － － － ○ ○ － －

贈与者が個人の場合、

その贈与者の分

身分証明書
(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例7・49頁
贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

登記されてい
ないことの証
明書(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例8・49頁

贈与者が個人の場合、
その贈与者の分
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※ 設置経営とは法人が自主的に経営するもので、受託経営とは事業を委託元から受

託して経営するものです。

※ 1年契約で行う業務受託の場合は、１か年分の資料でも差し支えありません。

※ 受託経営の場合は、事業実施の確実性を担保する必要があることから、契約締結

後に事業の認可申請（定款変更申請）を行います。

※ 土地の取得の場合は、定款変更届（６８頁）を参照してください。

変更事項

添付書類

事業目的の追加 事

業

廃

止

役 員

定 数 の

変 更

基本財産の変更 定款例

にあわ

せた条

文整理

備 考設置

経営

受託

経営

増・

改築
減少 削除

12

施

設

建

設

関

係

書

類

贈

与

契

約

関

係

建築資金贈
与契約書(写)

○ － － － ○ ○ － －
建築資金の贈与契
約がある場合

身分証明書
(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例7・49頁

贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

登記されてい
ないことの証
明書(写)

○ － － － ○ ○ － －
様式例8・49頁

贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

預貯金等残高
証明書（写）

○ － － － ○ ○ － －
贈与者が個人の場合、
その贈与者の分

法 人 決 算 書 ○ － － － ○ ○ － － －

工事関係契約書(写)
見積書(写)
領収書(写）

○ － － － ○ ○ － －
領収書(写)は、振
込金受領書(写)で
も可

不 動 産 売 買 契 約 書 ( 写 ) ○ － － － ○ ○ － － －

不動産の登記事項証明書(写) ○ － － － ○ ○ ○ － 直近のもの

建築確認書（写） ○ － － － ○ ○ － － －

図 面 ○ ○ － － ○ ○ － －
位置図、配置図､平
面図､立面図

13

施設長就任承諾書
(写)、履歴書(写)及
び施設長の資格を証
する書類(写）

○ ○ － － － － － －
資格要件が必要な

場合

14
事業廃止届(写)又は
認可書(写)等

－ － ○ － － － ○ －

様式例36(1)・78頁

廃止届出書の認可等

(写)がない場合

15
廃止事業に係る財産
処分方法報告書

－ － ○ － － － ○ － 様式例 36(2)・78 頁

16
基本財産処分承認書
（写）

－ － － － ○ ○ ○ － 増築の場合は不要
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様
式
第
２
　
定
款
変
更
認
可
申
請
書

 

 
 

社
会
福
祉
法
人
定
款
変
更
認
可
申
請
書

 
申 請 者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

　
三
重
県
伊
勢
市
○
○
○
○
○
○
○
○

 
ふ

り
が

な
　

 
名
　
　
　
　
　
　
　
　
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

 
理

事
長

の
氏

名
　
理
事
長

 ○
 ○

 ○
 ○

 　
 

申
 
請

 
年

 
月

 
日

　
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

定 　 款 　 変 　 更 　 の 　 内 　 容 　 及 　 び 　 理 　 由

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
容

理
　
由

 
変

 更
 前

 の
 条

 文
変

 更
 後

 の
 条

 文
 

 第
１
章
　
総
則
 

（
目
的
）
 

第
１
条
　
（
略
）
 

（
１
）
　
（
略
）
 

（
２
）
第
２
種
社
会
福
祉
事
業
 

老
人
居
宅
介
護
等
事
業
の
経
営
 

   第
５
章
　
　
資
産
及
び
会
計
 

（
資
産
の
区
分
）
 

第
２

８
条

　
こ
の
法

人
の
資
産

は
、

こ
れ

を
分

け
て
基

本
財

産
及
び

運
用
財

産
の

２
種

と
す
る
。
 

 ２
　
（
略
）
 

３
　

運
用

資
産
は
基

本
財
産
以

外
の

財
産

と
す
る
。
 

   ４
　

基
本

財
産
に
指

定
さ
れ
て

寄
附

さ
れ

た
金

品
は
、

速
や

か
に
第

２
項
に

掲
げ

る
た

め
、

必
要

な
手

続
き
を

と
ら
な

け
れ

ば
な

ら
な
い
。

 第
１
章
　
総
則
 

（
目
的
）
 

第
１
条
　
（
略
）
 

（
１
）
　
（
略
）
 

　
（
２
）
第
２
種
社
会
福
祉
事
業
 

(
イ
)　

老
人
居
宅
介
護
等
事
業
の

経
営
 

(ロ
)　

保
育
所
の
経
営
 

 第
５
章
　
　
資
産
及
び
会
計
 

（
資
産
の
区
分
）
 

第
２
８
条
　
こ

の
法
人
の

資
産
は
、
こ
れ
を

分
け
て
基
本

財
産
、
運
用
財
産
及
び
公
益

事
業
用
財
産
の
３
種
と
す
る
。
 

 ２
　
（
略
）
 

３
　
運
用
資
産

は
、
基
本

財
産
及
び
公
益
事

業
用
財
産
以
外
の
財
産
と
す
る
。
 

４
　
公
益
事
業

用
財
産
は

、
第
３
０
条
に
掲

げ
る
公
益
を

目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
供

す
る
財
産
と
す
る
。
 

５
　
基
本
財
産

に
指
定
さ

れ
て
寄
附
さ
れ
た

金
品
は
、
速

や
か
に
第
２
項
に
掲
げ
る
た

め
、
必
要
な

手
続
き
を
と
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

 第
６
章
　
　
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
 

（
種
別
）
 

第
３
６
条
　
こ

の
法
人
は

、
社
会
福
祉
法
第

２
６
条
の
規

定
に
よ
り
、
利
用
者
が
、
個

人
の
尊
厳
を

保
持
し
つ
つ
、
自
立
し
た
生

活
を
地
域
社

会
に
お
い
て
営
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
支

援
す
る
こ
と
な
ど
を
目
的
と

し
て
、
次
の
事
業
を
行
う
。
 

居
宅
介
護
支
援
事
業
 

２
　
前
項
の
事

業
の
運
営

に
関
す
る
事
項
に

つ
い
て
は
、

理
事
総
数
の
３
分
の
２
以
上

の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
剰
余
金
が
出
た
場
合
の
処
分
）
 

第
３
１
条
　
前

条
の
規
定

に
よ
っ
て
行
う
事

業
か
ら
剰
余

金
が
生
じ
た
場
合
は
、
こ
の

法
人
の
行
う

社
会
福
祉
事
業
又
は
公
益
事

業
に
充
て
る
も
の
と
す
る
。

       (ロ
)の

事
業
の
追
加

 
  公

益
事

業
の
追
加

に
よ

る
条

文
の
改
正

及
び
追
加

 
        

同
　
上

 
                以

下
、

順
次
章
及

び
条
を
繰
り
下
げ
る
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ
て
い
る
法

人
の
所
在
地
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請

書
を
提

出
す
る

年
月
日

を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。 定
款

変
更

の
内

容
に

よ
り

、
適

宜
具

体
的

に
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

変
更

前
の

条
文

及
び

変
更

後
の

条
文

の
変

更
部

分
に

ア
ン

ダ
ー

ラ
イ

ン
を

引
い

て
く

だ
さ
い
。

新
条

文
の

挿
入
や

削
除

に
よ

り
条

数
の
み

に
変

更
が

あ
る

場
合
に

は
、

「
以

下
順

次
条
数

を
繰

り
下

げ
る

（
繰
り

上
げ

る
）」

等
の
表
現
で
も
構

い
ま
せ
ん
。

（
注
）
１
　
　
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

 
　
　
　
２
　
　
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

 
　
　
　
　
　
　
ま
た
、
変
更
前
の
条
文
と
変
更
後
の
条
文
を
対
比
表
と
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に

は
、
対
比
表
の
形
式
に
寄
ら
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

 
　
　
　
３
　
　
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
３
条
第
１
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添

付
す
る
と
と
も
に
、
当
該
定
款
変
更
の
内
容
に
応
じ
、
同
条
第
２
項
又
は
第
３
項
に
規
定

す
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
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様
式
例
３
２
（
１
）
　
議
事
録
（
評
議
員
会
）

 

 （
注
）
１
　
　

記
載
事
項
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
５
第
３
項
各
号
の
項
目
と
し
て
く
　
　
　
　
　

だ
さ
い
。

 

２
　
　
議
事
録
の
署
名
は
、
定
款
の
規
定
に
沿
っ
て
く
だ
さ
い
。

 

 

 
社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
評
議
員
会
議
事
録
（
例
）

 

 １
．
日
　
時
　
　
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
○
曜
日
）

 

　
　
午
前
・
午
後
　
○
〇
時
○
○
分
　
～
　
午
前
・
午
後
　
○
〇
時
○
○
分

 

２
．
場
　
所
　
　
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
　
　
○
○
○
会
事
務
所
　
会
議
室

 

３
．
出
席
者
　
　
評
議
員
総
数
○
名
中
○
名

 

　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○

 

　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○

 

　
　
（
欠
席
者
：
　
評
議
員
　
○
○
○
○
）

 

　
　
　
　
　
　
　
出
席
理
事
○
名
　
　
　
　
　
理
事
長
　
○
○
○
○
　
　
理
　
事
　
○
○
○
○

 

　
　
　
　
　
　
　
出
席
監
事
○
名
　
　
　
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○

 

　
　
　
　
　
　
　
（
会
計
監
査
人
　
○
○
○
○
）

 

４
．
議
　
長
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○

 

５
．
決
議
事
項

 

　
　
第
１
号
議
案
　
　
令
和
○
○
年
度
の
計
算
書
類
等
の
承
認
に
つ
い
て

 

　
　
第
２
号
議
案
　
　
理
事
の
任
期
満
了
に
伴
う
選
任
に
つ
い
て

 

　
　
第
３
号
議
案
　
　
定
款
変
更
認
可
申
請
に
つ
い
て

 

６
．
議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

 

　
　
　

出
席
し

た
評

議
員

の
互
選
に

よ
り
選

出
さ
れ

た
○
○

○
○

が
議

長
と
な

り
、
本
評

議
員
会

は
、

定
款

第
○

○
条

に
定

め
る
定

足
数

を
充

た
し
て

お
り

、
適

法
に
成

立
し

た
旨

を
告

げ

た
。（

※
以
下
定
款
に
よ
り
、
評
議
員
会
で
議
事
録
署
名
人
を
選
出
す
る
場
合
）

 

　
　
　
そ
の
後
、
議
事
録
署
名
人
に
次
の
２
名
を
選
出
し
て
議
事
に
入
っ
た
。

 

評
議
員
　
○
○
○
○
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○

 

（
※
 審

議
内
容
が
分
か
る
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。）

 

　
（
※
 特

別
の
利
害
関
係
が
あ
る
場
合
、「

当
該
評
議
員
の
氏
名
」
を
記
載
す
る
こ
と
）

 

　
議
　
　
長
「（

発
言
要
旨
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･」

 

　
○
○
評
議
員
「
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
」

 

　
　
　
〃
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃
　
　
　
（
審
議
結
果
を
明
確
に
記
載
す
る
こ
と
）

 

７
．
報
告
事
項

 

（
１
）
令
和
○
○
年
度
の
事
業
報
告
の
内
容
報
告
に
つ
い
て

 

（
２
）
○
○
○
○
○

 

８
．
議
事
録
作
成
者
　
　
　
事
務
局
長
　
　
○
○
○
○

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

　
議
　
　
　
　
長
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
㊞

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議
事
録
署
名
人
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
㊞

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議
事
録
署
名
人
　
　
評
議
員
　
○
○
○
○
　
㊞

様
式
例
３
２
（
２
）
　
議
事
録
（
理
事
会
）

 

 （
注
）
１
　
　

記
載
事
項
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
２
条
の
１
７
第
３
項
各
号
の
項
目
と
し
て
く
　

だ
さ
い
。

 

　
　
　
２
　
　
議
事
録
の
署
名
は
、
定
款
の
規
定
に
沿
っ
て
く
だ
さ
い
。

 
 

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会
理
事
会
議
事
録
（
例
）

 

 

１
．
日
　
時
　
　
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
○
曜
日
）

 

　
　
　
午
前
・
午
後
　
○
時
○
○
分
～
午
前
・
午
後
　
○
時
○
○
分

 

２
．
場
　
所
　
　
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地
　
　
○
○
○
会
事
務
所
　
会
議
室

 

３
．
出
席
者
　
　
理
事
総
数
○
名
中
○
名

 

　
　
　
理
事
長
　
○
○
○
○
　
　
理
　
事
　
○
○
○
○
　
　
理
　
事
　
○
○
○
○

 

　
　
　
理
　
事
　
○
○
○
○
　
　
理
　
事
　
○
○
○
○

 

（
欠
席
者
：
　
理
事
　
○
○
○
○
）

 

　
　
　
　
　
　
　
　
監
事
総
数
○
名
中
○
名
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○

 

４
．
議
　
長
　
　
理
事
長
(理

事
)　

○
○
○
○

 

５
．
決
議
事
項

 

　
　
第
１
号
議
案
　
　
定
款
変
更
認
可
申
請
に
つ
い
て

 

　
　
第
２
号
議
案
　
　
基
本
財
産
処
分
承
認
申
請
に
つ
い
て

 

　
　
第
３
号
議
案
　
　
基
本
財
産
担
保
提
供
承
認
に
つ
い
て

 

　
　
第
４
号
議
案
　
　
評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所
並
び
に
議
題
・
議
案
の
決
定
に
つ
い
て

 

６
．
議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結
果

 

　
　

　
定
刻

に
至
り

、
理

事
長
が

仮
議
長
と
な
り

、
定
款

第
○
○
条
に

定
め
る

定
足
数

を
充

た
し

て
い
る

こ
と
を

確
認

す
る

と
と
も

に
、

直
ち
に

議
長
の

選
任

を
求
め
た

と
こ
ろ
理

事
○
○

○

○
か
ら

仮
議
長

を
推

し
た

い
旨
発

言
が

あ
り
、

満
場
の

賛
同

を
得
て
理

事
長
○
○

○
○
が

議

長
と
な
っ
た
。

 

　
　
　
　
議
事
録
署
名
人
は
、
定
款
に
規
定
の
と
お
り
、
次
の
者
と
し
た
。

 

　
　
　
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○

 

（
※
 審

議
内
容
が
分
か
る
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。）

 

　
　
　
（
※
 特

別
の
利
害
関
係
が
あ
る
場
合
、「

当
該
理
事
の
氏
名
」
を
記
載
す
る
こ
と
）

 

　
　
　
議
　
　
長
「（

発
言
要
旨
）
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･」

 

　
　
　
○
○
理
事
「
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
」

 

　
　
　
　
〃
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃
　
　
　
（
審
議
結
果
を
明
確
に
記
載
す
る
こ
と
）

 

７
．
報
告
事
項

 

　
　
　
（
１
）
理
事
長
の
業
務
執
行
報
告
に
つ
い
て

 

　
　
　
（
２
）
◯
◯
◯
◯

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

議
　
　
　
　
長
　
　
理
事
長
　
○
○
○
○
　
㊞
　
　

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

議
事
録
署
名
人
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○
　
㊞
　
　

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

 

議
事
録
署
名
人
　
　
監
　
事
　
○
○
○
○
　
㊞
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別紙４

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金預金

　現金 現金手許有高 － 運転資金として － － ×××

　普通預金 ○○銀行○○支店他 － 運転資金として － － ×××

×××

事業未収金 ・・・・・・・・ － ○月分介護報酬等 － － ×××

　･････ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － － ・・・・・・

×××

土地 （Ａ拠点）
○○市○○町1-1-1

－
第１種社会福祉事業である○○施設
等に使用している

－ － ×××

（Ｂ拠点）
○○市○○町2-2-2

－
第２種社会福祉事業である▲▲施設
等に使用している

－ － ×××

×××

建物 （Ａ拠点）
○○市○○町1-1-1

19××年度
第１種社会福祉事業である○○施設
等に使用している

××× ××× ×××

（Ｂ拠点）
○○市○○町2-2-2

19××年度
第２種社会福祉事業である▲▲施設
等に使用している

××× ××× ×××

×××

定期預金 ○○銀行○○支店他 －
寄附者により○○事業に使用するこ
とが指定されている

－ － ×××

投資有価証券 第○回利付国債他 － 特段の指定がない － － ×××

　･････ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － － ・・・・・・

土地 （○拠点）
○○市○○町3-3-3

－
５年後に開設する○○事業のための
用地

－ － ×××

（本部拠点）
○○市○○町4-4-4

－ 本部として使用している － － ×××

×××

建物 （Ｃ拠点）
○○市○○町5-5-5

20××年度
第２種社会福祉事業である訪問介護
事業所に使用している

××× ××× ×××

車輌運搬具 ○○他３台 － 利用者送迎用 ××× ××× ×××

○○積立資産 ○○銀行○○支店他 －
将来における○○の目的のために積
み立てている定期預金

－ － ×××

　･････ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － － ・・・・・・

短期運営資金借入金 ○○銀行○○支店他 － － － ×××

事業未払金 ○月分水道光熱費他 － － － ×××

職員預り金 ○月分源泉所得税他 － － － ×××

・・・・・・ ・・・・・・・・ － － － ・・・・・・

×××

設備資金借入金 （独）福祉医療機構他 － － － ×××

長期運営資金借入金 ○○銀行○○支店他 － － － ×××

・・・・・・ ・・・・・・・・ － － － ・・・・・・

様式第３　財産目録

 財　　　　産　　　　目　　　　録 

令和○〇年〇〇月〇〇日現在

（単位：円）

Ⅰ  資産の部

１  流動資産

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産合計

２  固定資産

（１）  基本財産

小計

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　基本財産合計                                                                                                                                                             ×××

（２） その他の固定資産

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　その他の固定資産合計                                                                                                                                                       ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産合計                                                                                                                                                             ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　資産合計                                                                                                                                                                 ×××

Ⅱ  負債の部

１  流動負債

　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債合計                                                                                                                                                             

２  固定負債

　　　　　　　　　　　　　　　　固定負債合計                                                                                                                                                             ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　負債合計                                                                                                                                                                 ×××

　　　　　　　　　　　　　　　　差引純資産                                                                                                                                                               ×××

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔
　に記載する。
　なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。
　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償
　却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

75



様
式
例
３
３

受
託
事
業
の
概
要
説
明
書 受
託
事
業
の
概
要

１
．
事

業
内

容

２
．
設

置
主

体

３
．
施

設
名

４
．
入

所
定

員
〇
〇
名

５
．
敷

地
面

積
〇
〇
㎡

６
．
規

模
及

び
構

造

７
．
工

事
予

定
期

間
令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日
～
令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

８
．
事
業
開
始
予
定
年
月
日

令
和
○
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

様
式
例
３
４

業
務
管
理
委
託
契
約
書

〇
〇
市
立
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
業
務
管
理
委
託
契
約
書
（
例
）

○
○
市
長

○
○
○

○
（

以
下
「

甲
」
と
い
う

。
）
と

社
会
福

祉
法
人

○
○
○
会
理

事
長

○
○
○

○
（

以
下
「

乙
」
と
い

う
。
）

は
、
伊
勢

市
立

特
別

養
護
老
人

ホ
ー

ム
（
以

下
「

老
人

ホ
ー
ム
」

と
い
う
。
）
の
業
務
管
理
委
託
契
約
を
締
結
す
る
。

（
委
託
業
務
の
範
囲
）

第
１
条

甲
は
、
老
人
ホ
ー
ム
に
係
る
次
の
業
務
を
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
･･
･･
･･
･･

（
１
）
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･

（
２
）
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･

（
運
営
の
基
準
）

第
２
条

･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
･･
･･
･
･･
･･
･･
･･
･･
･

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

委
託
者

所
在
地

〇
〇
市
〇
〇
町
〇
〇
〇
番
地

氏
名

〇
〇
市
長

○
○

○
○

㊞

受
託
者

所
在
地

伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

氏
名

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

長
○

○
○

○
㊞
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様
式
例
３
５

関
係
条
例

※
委
託
を
定
め
た
条
例

伊
勢
市
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
条
例
（
例
）

令
和
○
○
年
○
月
○
日
条
例
第
○
号

（
設
立
）

第
１
条

地
方

自
治

法
（

昭
和

２
２

年
法

律
第
６

７
号

。
以

下
「

法
」

と
い

う
。
）

第
２

４
４

条
第
１
項

の
規
定
に

基
づ
き
、

市
に
老

人
福
祉
法

（
昭
和
３

８
年
法
律

第
１

３
３

号
）

第
１

５
条

第
３

項
の

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
（

以
下

「
老

人
ホ

ー
ム

」
と

い
う

。
）

を
設

置
す

る
。

（
名
称
及
び
位
置
）

第
２
条

老
人
ホ
ー
ム
の
名
称
及
び
位
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
管
理
の
委
託
）

第
３
条

市
長

は
、

法
第

２
４

４
条

の
２

第
３
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

社
会

福
祉
法

人
○

○
○

会
に
老
人
ホ
ー
ム
の
管
理
を
委
託
す
る
。

（
規
則
へ
の
委
任
）

第
４
条

こ
の
条
例
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
規
則
で
決
め
る
。

附
則

こ
の
条
例
は
、
令
和
○
○
年
○
月
○
日
か
ら
施
行
す
る
。

名
称

位
置
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様
式
例
３
６
（
１
）

事
業
廃
止
届

（
注
）
１

社
会
福
祉
事
業
を
廃
止
す
る
場

合
で
、
三
重
県
等
へ
の
廃
止
届
出
書
の
認
可
等
の
写
し

で
も
可
と
し
ま
す
。

２
公
益
事
業
及
び
収
益
事
業
を
廃
止
す
る
場
合
は
、
こ
の
様
式
例
と
し
て
く
だ
さ
い
。

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長

○
○

○
○

様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○

○
○

事
業

廃
止

届

下
記
の

と
お
り
、
事

業
の

経
営
を
廃

止
い

た
し
ま

す
の
で
、

関
係
書
類

を
添
え

て
届

出
い

た
し

ま
す
。

記

１
．
廃
止
事
業

名
称

種
類

利
用
者
数

〇
〇
名

２
．
廃
止
予
定
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

３
．
事
業
廃
止
の
理
由

４
．
利
用
者
及
び
職
員
の
処
遇
方
法

様
式
例
３
６
（
２
）

廃
止
事
業
に
係
る
財
産
処
分
方
法
報
告
書

令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

伊
勢
市
長

○
○

○
○

様

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事
長

○
○

○
○

廃
止
事
業
に
係
る
財
産
処
分
方
法
報
告
書

廃
止
事
業
に
係
る
財
産
の
処
分
方
法
に
つ
い
て
、
下
記
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。

記

１
．
廃
止
事
業
・
事
業
所
名

廃
止

事
業

○
○
事
業

廃
止
事
業
所
名

○
○
○
○

（
所
在
地
：
伊
勢
市
○
○
町

）

２
．
廃
止
年
月
日

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

３
．
財
産
の
処
分
方
法

（
１
）
建
物
、
土
地

（
２
）
備
品

（
３
）
資
金

（
４
）
個
人
情
報

（
５
）
職
員

（
６
）
そ
の
他
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定款変更届に係る添付書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

※ 基本財産に追加する際は、抵当権（民間金融機関等の抵当権）、根抵当権、地上権

等が設定されていないことが原則です。

区 分

基本財産の増加
事務所

所在地

の変更

公告の

方法の

変 更

備 考土 地
建物 現金

購入 寄附

１ 変 更 届 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式例37・80頁

２ 変 更 後 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

３ 現 行 の 定 款 ○ ○ ○ ○ ○ ○
届出・認可書に添付のものを

受理・認可書鑑を付けて複写

４
理 事 会 及 び 評 議 員 会

の 議 事 録 （ 写 ）
○ ○ ○ ○ ○ ○

注)議事録に附属する議題及

び議案資料も併せて添付

５ 収 支 決 算 書 ○ ○

定

款

変

更

認

可

申

請

書

添

付

書

類

と

同

じ

－ － － 当該不動産購入に係るもの

６

収

支

財

源

を

証

明

す

る

書

類

(1) 補 助 金 等 の 決 定 書 （ 写 ） ○ － － － － 国県、船舶、自転車振興会等補助金

(2) 助 成 金 決 定 書 （ 写 ） ○ － － － － 共同募金会、各種助成団体助成金

(3) 借 入 金 決 定 書 （ 写 ） ○ － － － － 福祉医療機構、民間金融機関等借入金

(4) 償 還 計 画 ○ － － － －

様式例27・63頁

各年度の償還額及び財源が分かるもの

（他に借入金がある場合、法人全体のもの）

(5)
償 還 金 贈 与

契 約 書 （ 写 ）
○ － － － －

様式例28・64頁

寄附者、保証人の身分証明書（写）、

登記されていないことの証明書（写）、

所得証明書（写）の添付

(6)

土 地 購 入 資 金 等

贈 与 契 約 書 （ 写 ）

及 び 領 収 書 （ 写 ）

○ ○ ○ － －

寄附者の身分証明書（写）、

登記されていないことの証明書

（写）添付

※領収書(写)又は振込金受取書(写)

(7) 各 種 補 助 要 綱 （ 写 ） 等 ○ － － － － 市町村からの補助金を財源とする場合のみ

(8)
売 買 契 約 書 （ 写 ）

及 び 領 収 書 （ 写 ）
○ － － － －

領収書 (写 )又は振込金

受領書 (写 )でも可

(9) 法 人 決 算 書 ○ ○ － － －
土地購入等に係る前年度の収

支決算書、貸借対照表

７ 図 面 ○ ○ － － － 位置図及び地図又は地図に準ずる図面

８ 不 動 産 の 登 記 事 項 証 明 書 （ 写 ） ○ ○ － － － 登記完了後の直近のもの

９
住 居 表 示 実 施 に

係 る 証 明 書 （ 写 ）
－ － － － ○ － 移転の場合は、法人の登記事項証明書

1 0 預貯 金等 残 高 証 明 書 （ 写 ） － － － ○ － － 直近のもの
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様
式
例
３
７

定
款
変
更
届

社
会
福
祉
法
人
定
款
変
更
届

届 出 者

主
た

る
事

務
所

の
所

在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

長
の

氏
名

理
事

長
○

○
○

○

届
出

年
月

日
令
和
〇
〇
年
〇
〇
月
〇
〇
日

定 款 変 更 の 内 容 及 び 理 由

内
容

理
由

変
更

前
の

条
文

変
更

後
の

条
文

第
１

章
総

則
第
１

条
～

第
３

条
（
略

）
（
事

務
所

の
所

在
地
）

第
４

条
こ

の
法

人
の

事
務

所
を

三
重

県
伊

勢
市

〇
〇

町
〇

〇
番

地
に

置
く
。

第
６

章
資

産
及

び
会

計
第

3
0
条

こ
の

法
人

の
資

産
は

、
こ

れ
を

分
け

て
基

本
財

産
と

そ
の

他
財
産

の
２
種
と

す
る
。

２
基

本
財

産
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
財

産
を
も
っ

て
構
成

す
る

。
（
１

）
土

地 伊
勢

市
〇

〇
１

丁
目

〇
〇

番
所

在
の

〇
〇

〇
〇

ホ
ー

ム
〇

〇
園

敷
地

（
〇

〇
平
方

メ
ー

ト
ル

）

（
２

）
建

物
①

伊
勢

市
〇

〇
１

丁
目

〇
〇

番
〇

〇
号

所
在

の
〇

〇
造

〇
〇

屋
根

〇
階

建
〇

〇
〇

〇
ホ

ー
ム

〇
〇

園
１

棟
（

〇
階

〇
〇
平
方

メ
ー
ト

ル
）

②
伊

勢
市

〇
〇

町
〇

〇
番

地
所

在
の

〇
〇

造
〇

〇
屋

根
平

家
建

〇
〇

保
育

園
１

棟
（

〇
〇

平
方
メ
ー

ト
ル
）

第
１

章
総

則
第
１
条

～
第

３
条

（
略

）
（
事
務

所
の

所
在

地
）

第
４

条
こ

の
法

人
の

事
務

所
を

三
重

県
伊

勢
市

〇
〇

丁
目

〇
〇

番
〇

号
に
置

く
。

第
６

章
資

産
及

び
会

計
第

30
条

こ
の

法
人

の
資

産
は

、
こ

れ
を

分
け

て
基

本
財

産
と

そ
の

他
財
産

の
２
種
と

す
る
。

２
基

本
財

産
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
財

産
を
も
っ

て
構
成

す
る

。
（
１

）
土

地
①

伊
勢

市
〇

〇
１

丁
目

〇
〇

番
所

在
の

〇
〇

〇
〇

ホ
ー

ム
〇

〇
園

敷
地

（
〇

〇
平

方
メ

ー
ト

ル
）

②
伊

勢
市

〇
〇

町
〇

〇
番

所
在

の
〇

〇
保

育
園

敷
地

（
〇

〇
平

方
メ

ー
ト

ル
）

（
２

）
建

物
①

伊
勢

市
〇

〇
１

丁
目

〇
〇

番
〇

〇
号

所
在

の
〇

〇
造

〇
〇

屋
根

〇
階

建
〇

〇
〇

〇
ホ

ー
ム

〇
〇

園
１

棟
（

〇
階

〇
〇
平
方

メ
ー
ト

ル
）

②
伊

勢
市

〇
〇

町
〇

〇
番

地
所

在
の

〇
〇

造
〇

〇
屋

根
平

家
建

〇
〇

保
育

園
１

棟
（

〇
〇

平
方
メ
ー

ト
ル
）

土
地
の

取
得

に
伴
う

追
加

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ
て
い

る
法
人
の
所
在
地
を
記
載
し
て
く
だ

さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

定
款

変
更

の
内

容
に

よ
り

、
適

宜
具

体
的

に
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

変
更

前
の

条
文

及
び

変
更

後
の

条
文

の
変

更
部

分
に

ア
ン

ダ
ー

ラ
イ

ン
を

引
い

て
く

だ
さ
い
。

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
変
更
前
の
条
文
と
変
更
後
の
条
文
を
対
比
表
と
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に

は
、
対
比
表
の
形
式
に
寄
ら
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

３
こ
の
申
請
書
に
は
、
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
第
４
条
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
く
だ

さ
い
。
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第８ 基本財産処分、担保提供承認申請手続き

前述のとおり、社会福祉法人にとって資産は、法人の成立要件となっています。（法

第２５条）その資産のうち、法人が目的とする社会福祉事業と密接な関係にある財産を

その法人の存立の基盤となる基本財産として、その他の財産（その他財産、公益事業用

財産及び収益事業用財産）と会計上区分して扱うこととし、厳重な管理と本来の目的以

外の理由でこれを消費することの防止を図っています。ただし、目的遂行上必要やむを

得ない場合に限り、事前に伊勢市長の承認を得てこれを処分することができます。

この基本財産に対する制限は、財産の経済的価値を減少させることとなる全ての行為

に対するものであり、売却だけでなく、抵当権その他の担保物件等を基本財産に設定す

ることも含まれます。

また、社会福祉事業の用に供していないものとしてその他財産に移し替える場合、会

計上基本財産をその他財産に移し替えるような場合も、基本財産の処分にあたるため、

所轄庁の承認が必要となります。

独立行政法人福祉医療機構から民間金融機関に借換え（協調融資外）を行う場合も、

同様です。

ただし、次に該当する場合は、承認手続きは不要又は省略が可能となります。

１ 基本財産の処分手続き

基本財産の処分を予定している場合は、法人の理事会及び評議員会で審議を行う前

に、予め、余裕をもって所轄庁へ事前相談をしてください。

処分の手続きは、次のとおりです。

（１）理事会及び評議員会の承認

基本財産処分についても、定款変更の場合と同様に、理事会及び評議員会の

議決を経る等定款に定められた意思決定の手続きが必要です。

（２）基本財産処分、担保提供承認申請

これについては、２、３で述べます。

（３）処分

（２）の申請により所轄庁の承認を得た後、売却、担保提供等処分の一般的

な手続きを行うことができます。

（担保提供承認の場合）

※次の①及び②の場合、所轄庁の承認は不要です。

また、③を定款に定めている場合は、意見書の届出が必要です。届出書類は後

記４を参照してください。

① 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合

② 独立行政法人福祉医療機構と協調融資に関する契約を結んだ民間金融機関に

対して基本財産を担保に供する場合

③ 社会福祉施設整備のための資金に対する融資を行う確実な民間金融機関に対

して、基本財産を担保に供する場合で、当該事業計画が適切であるとの意見書

（様式第６（２）・９０頁）を所轄庁に届出た場合

（処分承認の場合）

※次の場合、所轄庁の承認は省略可能です。

老朽民間社会福祉整備費の国庫補助を受ける場合
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（４）定款変更

処分に伴い定款変更が必要な場合には、処分後速やかに定款変更の手続きを

とることが必要です。

２ 基本財産処分承認申請手続き

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は承認後、承認書として交付します。

（３）提出書類

ア 基本財産処分承認申請書（様式第４・８５頁）

イ 添付書類（別紙「基本財産処分承認申請書類一覧表」８４頁参照）

３ 基本財産担保提供承認申請手続き

既設の建物等以外の建物等（新設の建物等）を担保に提供する場合は、担保提供承

認申請を行う前に、定款変更において基本財産に加える必要があります。

基本財産の担保提供を予定している場合は、法人の理事会及び評議員会で審議を行

う前に、予め、余裕をもって所轄庁へ事前相談をしてください。

基本財産の担保提供が認められる場合は、次の要件を満たす場合です。

① 担保提供の目的の妥当性

借入金の目的は、社会福祉事業に限られます。公益事業や収益事業に充てる

借入金に係る担保提供を行うことは認められません。

※ 法人の役員や役員の経営する会社等の債務担保に供するなど、法人の事業

とは無関係の目的で担保提供を行うことはできません。

② 担保提供の必要性

国又は地方公共団体からの十分な額の助成が見込めないこと、基本財産以外

に処分しうる財産が存在しないことなどの理由によって、基本財産の担保提供

を行う以外に適当な資金調達の手段がないことが必要です。

③ 担保提供の方法の妥当性

担保提供に係る借入金について、適正な償還計画があり、かつ、法人に対す

る寄附金や事業収入の状況から判断して、償還期間中に当該法人の事業運営に

支障が生じないと認められる必要があります。

④ 担保提供に係る意思決定の適法性

定款所定の手続を経ている必要があります。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
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ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は承認後、承認書として交付します。

（３）提出書類

ア 基本財産担保提供承認申請書（様式第５・８８頁）

イ 添付書類（別紙「基本財産担保提供承認申請書類一覧表」８６頁参照）

４ 基本財産の担保提供に係る届出書類

前記「担保提供承認の場合」の③（８１頁）に該当する場合で、伊勢市長が適切で

あると認めた場合は、伊勢市長への届出で足りるとされています。

なお、意見書を当市の市長に依頼する場合は、事前にご相談ください。

（１）申請書提出先

伊勢市健康福祉部福祉監査室

〒５１６－８６０１

伊勢市岩渕１丁目７番２９号

ＴＥＬ ０５９６－２１－５５８４

ＦＡＸ ０５９６－２１－５５５５

電子メール fukushi-kansa@city.ise.mie.jp

（２）提出部数

正本 ２部

提出されたもののうち、１部は受理後、受理書として交付します。

（３）提出書類

ア 民間金融機関からの借入れに関する意見書（様式第６（２）・９０頁）

イ 添付書（別紙「基本財産担保提供届に係る添付書類一覧表」８９頁参照）
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基本財産処分承認申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

区 分
不動産の

売 却 等

建 物 の

取り壊し

現金(基金)

の取り崩し
備 考

申 請 書 ○ ○ ○ 様式第４・８５頁

定 款 （ 現 行 ） ○ ○ ○
届出・認可書に添付のある

ものを受理・認可書鑑を付

けて複写

評 議 員 会 及 び 理 事 会

議 事 録 （ 写 ）
○ ○ ○

注)議事録に附属する議題及

び議案資料も併せて添付す

ること。

財 産 目 録 ○ ○ ○
処分前のもの

様式第３・７５頁

不動産の登記事項証明書（写） ○ ○ －
処分物件（直近のもの）の

もの

預貯金等残高証明書（写） － － ○
基本財産（当該基金）の残

高証明書

不動産の価格評価書（写） ○ － －
市町村、銀行発行の評価書

又は不動産鑑定書等

売買価格等を証する書類（写） ○ － －
売買（交換）仮契約書（写）

又は買取り確約書（写）等

売 却 金 等 の 使 途 計 画 書 ○ － ○ 具体的に記載

施設建設（改築）計画書 ○ ○ ○
施設建設等を伴う場合に添

付

図 面 ○ ○ －

位置図・配置図・平面図・

立面図

土地の場合は、地図又は地

図に準ずる図面（処分物件

を色分けしてください。）
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様
式
第
４

基
本
財
産
処
分
承
認
申
請
書
（
記
載
例
）

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
基
本
財
産
処
分
の
内
容
欄
に
は

、
処
分
の
種
類
（
売
却
、
賃
貸
等
）
、
処
分
の
相
手
方

（
買
主
、
借
主

等
）
、
処
分
の
対
価
（
売

買
価
格
、

賃
貸
料
等
）
等
を
記
載
し

て
く
だ
さ

い
。

３
処
分
物
件
の
欄
に
は
、
処
分
す

る
基
本
財
産
を
具
体
的
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
例
え

ば
、
次
の
と
お
り
で
す
。

①
建
物
に
つ
い
て
は
、
棟
ご
と

に
所
在
地
、
種
類
、
構
造
及
び
床
面
積
並
び
に
申
請
時

に
お
け
る
具
体
的
な
用
途

②
土
地
に
つ
い
て
は
、
筆
ご
と

に
所
在
地
、
地
目
及
び
地
積
並
び
に
申
請
時
に
お
け
る

具
体
的
な
用
途

基
本
財
産
処
分
承
認
申
請
書

申 請 者

主
た

る
事

務
所

の
所

在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人

○
○
○
○
会

理
事

長
の

氏
名

理
事
長

○
○

○
○

申
請

年
月

日
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

基
本
財
産
処
分
の
内
容

処
分
の
種
類
：
売
却

処
分
相
手
方
：
〇
〇
〇
〇

処
分
の
対
価
：
１
０
０
，
０
０
０
円

基
本

財
産

を
処

分
す

る
理

由

当
法
人
が
経
営
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
○
○
園
の
敷
地
に
接
す
る
県
道
の
拡
幅
工
事
に
伴

い
、
道
路
用
敷
地
と
し
て
三
重
県
よ
り
譲
渡
の
申
し
入
れ
が
あ
っ
た
た
め
。

処
分

物
件

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
字
○
○
○
○
番

宅
地

５
．
７
５
㎡

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ

て
い
る
法
人
の
所
在
地
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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基本財産担保提供承認申請書類一覧表

（○印が必要な添付書類）

区 分
施設建設等及び不動産

購入資金の借入

運営(運転)

資金の借入

担保物件の変更
備 考

簡易なもの

申 請 書 ○ ○ ○ ○ 様式第5・88頁

評議員会及び理事会
議 事 録 ( 写 )

○ ○ ○ ○

様式例32・74頁

注)議事録に附属する議題及び議

案資料も併せて添付すること。

財 産 目 録 ○ ○ ○ ○
様式第3・75頁

申請日直近のもの

不動産の登記事項

証 明 書 （ 写 ）
○ ○ ○ ○ 担保提供物件（直近のもの）

定 款 （ 現 行 ） ○ ○ ○ ○
届出・認可書に添付のあるも

のを受理・認可書鑑を付けて

複写

資 金 計 画 書 ○ ○ ○ ○
担保物件の変更の場合は工事

等の決算書

資

金

計

画

関

係

書

類

補助金等の（内定）
決定通知書の（写）

○ － ○ －
国、県、市町村、その他補助機

関（自転車振興会等）の補助金

助 成 金 等 の （ 内 定 ）
決定通知書の（写）

○ － ○ －
共同募金及び各種助成団体の

助成金

自 己 資 金 の 贈 与
契約書(写）

○ － ○ －
自己資金に寄附金を予定して

いる場合のみ

身分証明書（写） ○ － ○ － 様式例7・49頁

登 記 さ れ て い な い
ことの証明書（写）

○ － ○ － 様式例8・49頁

預貯金等残高証明書（写） ○ － ○ －
寄附金額以上の残高証明書

(２通以上の場合日付を統一してください。)

法 人 決 算 書 ○ ○ ○ －
工事等年度の前年度の収支計

算書、貸借対照表

借 入 金 決 定
通知書（写）等

○ ○ ○ －
福祉医療機構、民間金融機関(融資証明)
担保変更の場合は契約書(写)等

償還計画書（写） ○ ○ ○ ○
各年次別償還額及び充当財源を明記
(他に借入金がある場合、法人全体のもの)

償
還
財
源
関
係
書
類

償 還 財 源 贈 与
契 約 書 （ 写 ）

○ ○ ○ －
償還金に寄附金を財源とする

場合のみ

身分証明書（写） ○ ○ ○ － 様式例7・49頁

登 記 さ れ て い な い
ことの証明書（写）

○ － ○ － 様式例8・49頁

所得証明書（写） ○ ○ ○ －
寄附者の総所得金額がわかる

もの、保証人も同じ

各種補助要綱（写）等 ○ ○ ○ －
償還金に市町村からの補助金

を財源とする場合のみ
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区 分
施設建設等及び不動産

購入資金の借入

運営(運転)

資金の借入

担保物件の変更
備 考

簡易なもの

工事関係見積書（写）、
契約書（写）、領収書（写）

○ － ○ －
設計委託費、初度調弁費があ

る場合、それを含む

売買関係見積書（写）
契約書（写）、領収書（写）

○ － ○ －

図 面 ○ ○ ○ ○

位置図・配置図・平面図・立

面図

土地の場合は、地図又は地図

に準ずる図面（担保物件を色

分けしてください。）

事 業 計 画 書 ○ ○ － － 借入金で行う事業の計画
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様
式
第
５

基
本
財
産
担
保
提
供
承
認
申
請
書
（
記
載
例
）

基
本
財
産
担
保
提
供
承
認
申
請
書

申 請 者

主
た

る
事

務
所

の
所

在
地

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
地

ふ
り

が
な

名
称

社
会
福
祉
法
人
○
○
○
会

理
事

長
の

氏
名

理
事
長

○
○

○
○

申
請

年
月

日
令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日

資 金 借 入 れ の 理 由

当
法
人
の
経
営
す
る
○
○
保
育
園
の
遊
戯
室
を
増
築
す
る
た
め

借 入 金 で 行 う 事 業 の 概 要

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

平
家
建

床
面
積

３
０
㎡

資 金 計 画

法
人
自
己
資
金

〇
〇
〇
〇
円

借
入

金
〇
〇
〇
〇
円

担 保 提 供 に 係 る 借 入 金

借
入

先
（
株
）
○
○
銀
行

借
入

金
額

○
○
○
○
円

借
入

期
間

１
０
年

借
入

利
息

年
〇
．
〇
％

償
還

方
法

１
０
年

年
賦
払

償
還

計
画

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

○
年

○
○
円

上
記
の
財
源
は
、
理
事
長
○
○
○
○
か
ら
の
寄
附
に
よ
る
。

定
款
に
記
載
さ
れ
、
登
記
さ
れ
て
い
る
法

人
の
所
在
地
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
書
を
提
出
す
る
年
月
日
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

（
注
）
１

用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
と
し
て
く
だ
さ
い
。

２
記
載
事
項
が
多
い
た
め
、
こ
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
適
宜
用
紙

（
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）
の
枚
数
を
増
し
、
こ
の
様
式
に
準
じ
た
申
請

書
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

３
償
還
計
画
の
欄
に
は
、
償
還
に

つ
い
て
の
年
次
計
画
を
記
載
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
償

還
財
源
を
明
記
し
て
く
だ
さ
い
。

４
担
保
物
件
の
欄
に
は
、
担
保
に

供
す
る
基
本
財
産
を
具
体
的
に
記
載
す
る
こ
と
。
例
え

ば
、
建
物
に
つ

い
て
は
、
棟
ご
と
に
所
在

地
、
種
類

、
構
造
及
び
床
面
積
並
び

に
具
体
的

な
用
途
を
、
土

地
に
つ
い
て
は
、
筆
ご
と

に
所
在
地

、
地
目
及
び
地
積
並
び
に

そ
の
具
体

的
な
用
途
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
既
に
担
保
に
供
し
て
い

る
物
件
を
更
に
担
保
に
供
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
付

記
し
て
く
だ
さ
い
。

担 保 物 件

三
重
県
伊
勢
市
○
○
町
○
○
番
所
在

保
育
所
○
○
保
育
園

敷
地

宅
地

面
積

○
○
○
㎡

88



基本財産担保提供届に係る添付書類一覧表

様式例３８ 基本財産担保提供届

基本財産担保提供届

令和○○年○○月○○日

伊勢市長 ○ ○ ○ ○ 様

社会福祉法人○○○会

所在地 伊勢市○○町○○番地

代表者 理事長 ○ ○ ○ ○

当法人は、社会福祉施設整備のため、基本財産の担保提供を行い、○○銀行○○

支店から融資を受けました。

融資を受けるにあたり、当該社会福祉施設を所管する○○市長の意見書を予め取

得しておりますので、関係書類を添えて届け出ます。

記

添付書類 別添のとおり

区 分 備 考

１ 届出書 様式例３８・８９頁

２ 事業計画書 借入金で行う事業の計画

３ 償還計画書（写） 各年次別償還額及び充当財源を明記

４ 金銭消費貸借契約書（写）

５
担保物件の不動産の登記事項証明

書（写）
担保提供物件（直近のもの）

６
民間金融機関からの借入に関する

意見書

施設を所管する市区町村長が「当該事業計

画が適当である」と認めたもの

様式第６（２）・９０頁

７ 理事会及び評議員会の議事録（写）
「社会福祉施設整備のための借入れ」に伴

う基本財産の担保提供の承認のあるもの
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［
 
事

業
の

概
要

及
び

資
金

計
画

 
］

　

□ □ □ □ □ □ □ □ □
千

円
］

□ □ □ □ □

令
和

○
○

年
○

○
月

○
○

日

㊞

－
－

）

□ □ □ □ □ □ □ □ □
当

該
事

業
の

必
要

性
を

考
慮

し
、

補
助

す
る

予
定

で
あ

る
。

千
円

］

□ □ □ □ □

令
和

○
○

年
○

○
月

○
○

日

㊞

－
－

）

様
式
第
６
（
１
）
　
福
祉
貸
付
事
業
借
入
申
込
意
見
書

福
祉

貸
付

事
業

借
入

申
込

意
見

書

［
 
事
業
の
概
要
及
び
資
金
計
画
 
］
　

借
入

申
込

法
人

名
：

施
設

種
類

：
施

設
名

称
：

（
単

位
：

千
円

）

総
事

業
費

機
構

借
入

金
補

助
金

・
交

付
金

共
 
同

 
募

 
金

贈
 
 
与

 
 
金

協
 
調

 
融

 
資

そ
の

他
借

入
金

自
 
己

 
資

 
金

（
注

）
　

資
金

計
画

は
入

札
前

の
場

合
、

設
計

見
積

を
元

に
作

成
し

て
く

だ
さ

い
。

入
札

等
に

よ
り

資
金

計
画

に
変

更
が

あ
っ

た
場

合
は

確
認

の
連

絡
を

い
た

し
ま

す
。

［
 
事
業
の
特
殊
性
 
］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

）

□
療

養
病

床
か

ら
の

転
換

事
業

　
（

定
員

名
）

(
注

)
 
(
 
)
内

は
転

換
該

当
数

を
記

入
□

認
可

を
目

指
す

認
可

外
保

育
施

設
整

備
事

業
□

耐
震

化
整

備
事

業
□

高
台

移
転

整
備

事
業

□
災

害
復

旧
事

業
□

ア
ス

ベ
ス

ト
対

策
事

業
□

老
朽

改
築

事
業

※
□

既
設

用
地

有
効

活
用

改
築

促
進

事
業

※
□

地
震

対
策

緊
急

整
備

事
業

※

□
地

す
べ

り
対

策
事

業
※

□
高

齢
者

の
居

住
の

安
定

確
保

に
関

す
る

法
律

第
五

条
第

一
項

（
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

）
の

登
録

を
受

け
る

有
料

老
人

ホ
ー

ム
整

備
事

業

※
　

意
見

書
別

添
様

式
１

若
し

く
は

意
見

書
別

添
様

式
２

に
該

当
事

業
の

補
助

金
額

を
記

載
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

の
で

、
必

ず
金

額
を

記
入

の
上

意
見

書
を

交
付

し
て

く
だ

さ
い

。

［
 
都
道
府
県
知
事
（
指
定
都
市
又
は
中
核
市
の
長
）
の
意
見
 
］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

）

　
　

１
　

都
道

府
県

の
各

種
計

画
等

と
の

整
合

性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
－

１
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

同
一

も
し

く
は

同
一

都
道

府
県

の
施

設
整

備
で

法
人

所
管

の
所

轄
庁

）

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

２
－

２
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

異
な

る
）

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
あ

る
こ
と

を
確

認
し

た
。

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
な

い
こ
と

を
確

認
し

た
。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

当
該

事
業

の
必

要
性

を
考

慮
し

、
補

助
す

る
予

定
で

あ
る

。
　

［
補

助
予

定
額

（
内

訳
は

別
添

様
式

の
と

お
り

）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
が

、
次

の
と

お
り

必
要

性
を

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

特
記

事
項

（
）

　
　

４
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

　
な

お
、

借
入

申
込

後
に

お
い

て
、

事
業

の
円

滑
な

整
備

の
実

施
又

は
事

業
の

安
定

的
か

つ
継

続
的

な
運

営
に

支
障

を
き

た
す

恐
れ

の
あ

る
問

題
を

把
握

し
た

場
合

に
は

、
機

構
に

対
し

速
や

か
に

報
告

し
、

そ
の

対
応

を
協

議
す

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

都
道

府
県

知
事

又
は

指
定

都
市

若
し

く
は

中
核

市
の

長

　
　

　
 

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

理
事

長
　

様

（
作

成
担

当
課

：
 
課

・
室

（
T
e
l
.

［
 
市
区
町
村
長
の
意
見
 
］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

）

　
　

１
　

市
町

村
の

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
－

１
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

同
一

）

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

借
入

申
込

者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑

に
遂

行
し

、
当

該
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
運

営
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

業
者

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

２
－

２
　

事
業

者
の

適
格

性
（

施
設

整
備

の
行

政
庁

と
法

人
所

管
の

所
轄

庁
が

異
な

る
）

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
あ

る
こ
と

を
確

認
し

た
。

法
人

所
轄

庁
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施
し

、
当

該
借

入
申

込
者
は

、
当

該
事

業
を

円
滑
に

遂
行

し
、

当
該

事
業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的
に

運
営

す
る

こ
と

が
で
き

る
事

業
者

で
な

い
こ
と

を
確

認
し

た
。

当
該

借
入

申
込

者
に

対
す

る
認

可
、

監
査

権
限

等
の

関
係

か
ら

意
見

を
述

べ
る

立
場

に
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

　
［

補
助

予
定

額
（

内
訳

は
別

添
様

式
の

と
お

り
）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
が

、
次

の
と

お
り

必
要

性
を

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

特
記

事
項

（
）

　
　

４
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

　
な

お
、

借
入

申
込

後
に

お
い

て
、

事
業

の
円

滑
な

整
備

の
実

施
又

は
事

業
の

安
定

的
か

つ
継

続
的

な
運

営
に

支
障

を
き

た
す

恐
れ

の
あ

る
問

題
を

把
握

し
た

場
合

に
は

、
機

構
に

対
し

速
や

か
に

報
告

し
、

そ
の

対
応

を
協

議
す

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

市
区

町
村

の
長

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

理
事

長
　

様

（
作

成
担

当
課

：
 
課

・
室

（
T
e
l
.

※
記

名
・

押
印

に
つ

い
て

は
、

委
任

さ
れ

た
方

で
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

借
入

申
込

法
人

名
：

施
設

種
類

：
施

設
名

称
：

※
社

会
福

祉
法

第
２

条
第

２
項

及
び

第
３

項
に

規
定

す
る

ど
の

事
業

に
該

当
す

る
か

分
か

る
よ

う
に

記
載

す
る

こ
と

。

借
入

先
金

融
機

関
名

：
担

保
物

件
：

□ □ □ □ □ □ □ □

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
月

日

㊞

（
作

成
担

当
課

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
－

－
）

□ □ □ □ □ □ □ □

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
月

日

㊞

（
作

成
担

当
課

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
－

－
）

様
式
第
６
（
２
）
　
民
間
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
に
関
す
る
意
見
書

（
別
紙
２
）

民
間

金
融

機
関

か
ら

の
借

入
に

関
す

る
意

見
書

［
 事

業
の

概
要

及
び

資
金

計
画

 ］
　

※
支

店
名

ま
で

記
入

す
る

こ
と

。
※

担
保

物
件

に
は

、
担

保
に

供
す

る
基

本
財

産
を

具
体

的
に

記
入

す
る

こ
と

。

（
単

位
：
千

円
）

総
事

業
費

民
間

金
融

機
関

借
入

金
補

助
金

・
交

付
金

共
 同

 募
 金

贈
  

与
  

金
そ

の
他

借
入

金
自

 己
 資

 金

（
注

）
　

資
金

計
画

は
入

札
前

の
場

合
、

設
計

見
積

を
元

に
作

成
し

て
く
だ

さ
い

。
入

札
等

に
よ

り
資

金
計

画
に

変
更

が
あ

っ
た

場
合

は
確

認
の

連
絡

を
い

た
し

ま
す

。

［
添

付
書

類
］

□
　

事
業

計
画

書
□

　
償

還
計

画
書

□
　

金
銭

消
費

貸
借

契
約

書
(案

)
□

担
保

物
件

の
不

動
産

登
記

事
項

証
明

書
□

理
事

会
・
評

議
員

会
の

議
事

録

［
 都

道
府

県
知

事
（
指

定
都

市
又

は
中

核
市

の
長

）
の

意
見

 ］
（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く
だ

さ
い

。
）

　
　

１
　

都
道

府
県

の
各

種
計

画
等

と
の

整
合

性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

当
該

事
業

の
必

要
性

を
考

慮
し

、
補

助
す

る
予

定
で

あ
る

。
　
［
補
助
予
定
額

千
円
］
（
内
訳
は
別
添
様
式
の
と
お
り
）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

令
和

○
○

○
○

○
○

都
道

府
県

知
事

又
は

指
定

都
市

若
し

く
は

中
核

市
の

長

　
　

　
 社

会
福

祉
法

人
所

管
部

局
長

　
殿

課
・
室

　
Ｔ

ｅ
ｌ.

［
 市

区
町

村
長

の
意

見
 ］

（
該

当
箇

所
に

チ
ェ

ッ
ク

✔
を

入
れ

て
く
だ

さ
い

。
）

　
　

１
　

市
町

村
の

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
。

当
該

事
業

は
、

各
種

計
画

等
と

の
整

合
性

も
考

慮
さ

れ
て

い
る

事
業

計
画

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

な
い

。

　
　

２
　

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

当
該

事
業

の
必

要
性

を
考

慮
し

、
補

助
す

る
予

定
で

あ
る

。
　
［
補
助
予
定
額

千
円
］
（
内
訳
は
別
添
様
式
の
と
お
り
）

当
該

事
業

に
対

す
る

補
助

は
な

い
。

補
助

す
る

予
定

は
な

い
。

特
記

事
項

（
）

　
　

３
　

当
該

事
業

の
必

要
性

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

る
も

の
で

あ
る

。

当
該

事
業

を
総

合
的

に
判

断
し

た
結

果
、

必
要

な
事

業
と

し
て

認
め

ら
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。

そ
の

他
、

以
下

の
特

記
事

項
の

と
お

り
。

特
記

事
項

（
）

令
和

○
○

○
○

○
○

市
区

町
村

の
長

　
　

　
 社

会
福

祉
法

人
所

管
部

局
長

　
殿

課
・
室

　
Ｔ

ｅ
ｌ.

※
記
名
・
押
印
に
つ
い
て
は
、
委
任
さ
れ
た
方
で
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

90


